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第 3章 発展途よ国大都市における公共交通の成立に関する分析フレームワーク

3目 l 公共交通の定義と分類

1 )先進国における公共交通の定義と分類

“公共交通"は、公衆の需要に応じて対価を払えば、 sf.でもが利用できる交通シス

テムと一般的に定義される。経済学の立場から は、交通における生産形態が他の一

般の産業の場合と同じように自己生産から商品生産(自己運送から他人運送)へと発

展する過程で公共交通が発生し、更には交通用役の商品生産化が社会的規模で完成

することによって、交通業がひとつの狐立した産業部門を形成するに至ったものと

言える。一方、公共交通に対するのが"自家用交通"で公共交通においては供給者

と利用者が別の主体であるが、自家用交通においては通常同じである。 vu c h i cは、

表3.1. 1に示されるように都市の旅客輸送を利用・運行形態によって自家用 (pr i va t e) 

賃貸付or-h i r e)、公共 (public or common carr ier)と類型化した上で、自家用交

通 (pr i va t e t r a n s P 0 r t )と公共交通(トランジット)そしてこの中間を両者の特性を

様々な度合いで持ち合わせるパラトランジットに区分している。そして、都市公共

輸送 (urban public transportation)という場合、この内トランジットとパラトラ

ンジットを含めるが、通常トランジットのみを含めてパラトランジットは別に扱う

ことが多いとしている。

表3.1. 1 

都市内公共旅客輸送手段の利用形態による分類

~、C、hhaげ』actUe1dssatg、crpe、、、1 Pri、.lo For-hire Public or Common Carrier 
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Trip pUflJoses Recreation Workonh" Business Work.， school， business 

shopping 

business 

出典。 vu c h i c V. R. “Urban Public Transportation" Table 2.1 
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パラトランジットは、様々に定義されるがIl最も一般的には自家用交通と定時定

路線運行の旅客公共輸送の間に存在し、対価を支払えば一般大衆が利用できる様々

な交通手段と定義されている。何れにおいてもパラトランジットを特徴づけるもの

は、単に車両の物理的な形態あるいは技術だけでなく、むしろ利用・所有・運行形

態であることが強制されている。

例えば Vuc h i cは表3.1. 2に示されるように、対象となる利用者が重要なファクタ

ーであるとして、パラトランジットを更に自家用交通の変型利用(レンタカー、カ

ープーノレ等)、準公共パラトランジット (Semipublic paratransit バンプーノレ、定

期予約パス等)と公共(正規の)パラトランジット (Public (regular) Pratransit 

タクシ一、ダイヤノレ ・ア ・ライド、ジットエィ等)の 3つに分類し、厳密にはこの

うち後 2者をパラ トランジットにふくめるものとしている。そして更に車両(又は

システム)の所有形態(利用者、雇用者、個人業者、交通企業)、路線のサービス

形態(私的、半私的、固定)、利用方法(随意、固定スケジューノレ、予約、呼び止

め/1lt話)、対象トリップ(規則的トリップのみ、全て)、運転者(利用者自身、

多少の訓練を受けた運転者、宮川|練を受けた運転者)、車両容量(6人以下、 7~ 15 

人、 16人以上)、端末での駐車の必要性(必要、不必要)といった側面からサービ

ス特性を明らかにしている。

一方、 Ki r b y等においては、パラトランジットを表3.1. 3に示されるように利用形態

から賃貸 ・運転サービス(短期日単位のレンタカー)、呼び止め・電話(タクシ一、

ダイアノレ ・ア・ライド、ジットニー)、事前予約乗合サービス(;カ}プーノレ、予約

パス)の 3種に分類し、更に路線形態(直接、迂回)、戸口から戸口へのサービス

性、運転者(乗客、専門ドライパー)、輸送形態(個別、乗合)、路線のサービス

形態(固定、半周定、自由)、利用方法(予約、固定スケジューノレ、呼び止め、電話、

随意)、駐車の必要性、荷物の運び易さといった側面からサービス特性を明らかに

している。即ちVuc h i cは車両の保有形態や車両の輸送客企等組織や技術面もふくめ

ているが、 Ki r b yは乗合性、戸口から戸口へのサービス性、荷物の運び易さといっ

たサービス供給面をより詳細にみていると言えよう。
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表3.I. 2 

都市旅客交通手段の一般的サービス特性
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出典 v u c h i c V. R.“Urban Publ ic Transportat ion" 1981 

表3.I. 3 

交通手段の一般的なサービス特性
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2 )東南アジア大都市の公共交通手段の分類

以上のように先進国における公共交通機関の分類は、主としてサービスの供給と利

用方法の特性から行われているが、こうした方法では途上国の様々な公共交通手段

の整理が旨くゆかないことがわかる。例えば

(イ)途上国においてはパラトランジットのなかの"タクシー"と"ジシトニィ"に

概ね該当する交通機関が多種多様に存在するが、これらをサービス形態面から

包括的に取り扱うには無理がある。例えば、いわゆるタクシーの他にミニタク

シーとも呼べる輸送機関が多く存在するが、サービス地域が限られたものも多

く戸 口から戸口へのサービス性は不完全で、端末で駐車スベースを必要とする

ものも多い。ジットニイにおいても容量は様々で16人をこえるものも多くあり、

路線も固定だけでなく半固定もあリ、状況による変化もしばしばある。

(ロ)途上国においては車両形態が自転車やオー トパイそのものや、これらをベース

に改造を施した公共交通手段があり、又乗用車やトラックをベ}スにした公共

交通機関等が多種多様に存在し、技術面からの整理が旨くつかない。

(ハ)途上国において re g u I a r I r a n s i Iや C0 n v e n t i 0 n a 1 I r a n s i t にふくまれるパス

やpr i v a t e a u I 0がパラトランジットの機能を併せ持っている場合も少くない。

例えば呼び止めができたり、時刻表を持たないパスや朝夕のピ}ク時には旅客

輸送を行う自家用車がこれらにあたる。同様に公共輸送機関としてのジットエ

ィがオフピーク時に自家用車あるいはレンタカーとして機能する場合も多い。

こうした状況は、先進国においては、パラトランジツトもふくめそれぞれの交通機

関が制度的に位置づけられ、車両の形態とサービスタイプが概ね対応しているため、

所有 運行 ・利用形態に関しても一定の分類が比較的明瞭にされうるのに対し、途

上国においては制度面が未整備で運用も自由度が高いため、交通需要に対応する供

給が可能となる市場が成立しやすいためと考えられる。従って車両の形態は利用で

きる技術によって綴々であり、サーピス形態もエーズによってフレキシプノレに変化

するため、先進国の公共輸送機関に対してつけられた呼称には充分に対応しないし、

無理に対応させると途上国の公共交通手段の特性を適切に捉えられなくなる。

パラトランジットに関する研究が進むなかで、?x節で述べるように様々な呼称が与

えられてきたが、結局は何れも途上国の公共輸送サービスの多様性の特徴ある側面

を表現することに終わり合意には達していない。前述のパラ トランジットにはタク

シーが含まれているが、 TRRLの研究2lのなかでは中間的公共交通手段 (1n I erme 

diale Publ ic Transporl: 1 P T) という呼称を与え、パスとタクシーとの問の中

間的公共輸送サービスを提供するものと定義している。太田は動力源、ベースとな

る車両タイプ等によって東南アジア都市の路面公共交通手段を分類し、この中で非

動力系公共交通手段を畜力と人力によるものに区分し、自動車系公共交通手段をそ

のサービス特性からみて乗合輸送を行うパスとパラトランジット、個別輸送を行う

タクシーとミニタ夕、ンーとの 4種の基本類型に分類した引 。その上で lPTはパラ
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トランジットとミニタクシーとの両者を指すものとしている 410 R imme rは一般的な

呼称としてPony cart、Pe d i ca b、Mi n i I a x i、Ji t n e y、or i d i b u sを与え公共交通手

段を非動力系 2種、動力系 3種に分類している引。又、公共輸送サービスの運営に

着目し中小容量乗合輸送の呼称のもとに個別運賃による翰送と 1個の契約による輸

送に大別し更にそれぞれについて座席数(前者について概ね30席以上と以下、後者

について概ね10座席以上と以下)で区分した例もある引。

何れにしても途上国の公共交通サービスについては如何なる呼称を与えようともパ

ラトランジットという用語も定着している釈ではなく、一種の記号の段階であると

の指摘もあり円、その後の様々な文献・論文のなかでも統一的な呼称が使われてい

る釈でもない。本論文では途上国公共交通サービスが多くの側面で中間的であるこ

とから、 IPTと呼ぶことにし、この中に非動力系の公共交通手段やミニタクシー

もふくめることにした。

途上国都市の公共交通サービスの諸要素は表3.1. 4に示されるように、組織 ・経営、

技術、運行サービス、利用、規制に関するものがあり、着目する項目によって綴々

に分類が可能である。途上国都市における実際的な交通計画に直接利用できるとい

う現実的な要請を考慮すると、運行サービス形態と輸送力に着目することが最も適

切であろう。前者については乗合性と運行範囲をふくめ後者は動力源と座席数(又

は定員)を指すものとする。これら以外の要素は IPT共通の特性ないしは交通工

学面からみてさ程大きな影響を及ぼさないか、基本類型の分類後に考慮することが

容易であると考えられる。

途上国大都市における交通調査計商がわが国の技術協力もふくめて進んでいるが、

こうした様々な公共交通手段について交通計画、工学面の検討作業の過程で充分な

分析が行われない場合が多し、。最も極端な場合には例えば交通施設計画において都

市交通需要を私的交通と公共交通に 2分しただけで(こうしたケースでは徒歩 ・非

動力手段は初めから除外される場合が多い)、代表車種を定めて計画のベースとし

ているため、施設規模の需要算定に大きな誤差が入り込む余地が培えるうえ、更に

大きな問題は施設の体系的なあり方や施設の運用計画に有効な情報が作成されない

ことである。このひとつの大きな原因に途上国都市の交通手段の基本的な分類(特

に公共交通手段)があいまいであったことがあげられる。又途上国都市の交通手段

の形態が都市によって具なっているにも拘わらず分類基準がまちまちであ ったため

に、都市間の比較を困難にしているといった問題も生じている。以上から 1P Tの

基本分類を表3.1. 5に示すようなフレームワークに基づいて行ったが、ここで考慮

した要因は下記である。

(イ)乗合性に着目して一般(個別運賃による乗合サービスでいわゆるパスに代表さ

れる)、個別(一個の契約による輸送サービスでいわゆるタクシーに代表され

る)、特定(個別の契約により特定の旅客を輸送するサービスでスクーノレパス

やワークパスに代表される)に 3区分した。
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(ロ)運行範囲については交通インフラに及ぼす影響の違いを考慮、して、固定路線、

半固定路線/区域、自由に 3区分した。

(ハ)翰送力に関わる側面について、動力系、非動力系に大別し、動力系について交

通手段の客量(座席数)を更に 4区分した。動力は速度に、車両サイズは道路

空間の占有量に関係するためである。

表3.1. 4 

途上国の都市内旅客公共交通サービスの分類基準項目

項 目 分類基準

1 組織経営

1)所有形態 個人、家族、会社、協同組合、公社、自治体等

2)経営形態 個人、グループ、組織

3)経営規模 零細、小、中、大

2 技術
1)ベースの車両 自動車、オー トパイ、軽自動車、乗用車、ジー

プ、パン、ピックアップ、 トラック 等

2)動力源 畜力、人カ、内燃機難、電気 等

3)現地加工皮 製造、組立、輸入

4)車両定員 座席定員+立席
5 )車両形態 独特(伝統的)、一般的

3 運行サービス
1)乗合性 個人、特定旅客、一般

2)運行範囲 路線、区域、自由

3 )路線の固定度 固定、変動

4)戸口一戸口サービス性 有、無
5)運行時間帯 終日、ピーク時間帯、深夜/早朝

6 )運行スケジューノレ 固定、半固定、自由

7)運転者の練度 熟練、非熟練

8 )駐車の必要性 有、無

4 利用

1)利用方法 乗降場指定、路上呼びとめ、予約、随意
2)運賃支払 固定、交渉

3)運賃体系 均一、距離制、ゾーン制、等

4 )座席の確保 保証、容易、困難

5 )荷物の運び易さ 容易、普通、困難

5.規制
1)営業免許 必要、不必要

2 )台数規制 有、無

3 )運行規制 有、無
4 )運賃規制 有、無
5)規制の遵守度 厳格、緩やか

出典 各種資料より作成
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表3， 1 ， 5 
IPTの基本分類方法

輸送力に関る側面

動力系座席数 非動力系

サービス形態
小量 中:!il:

自転車 馬車
1-9 10ー 19 20く

一般

半固定路線

個別

区域

特定旅客

以上をもとに、東南アジア大都市公共交通手段を整理すると表3，1. 6になり、現実

的な要請に応えているように考えられる。

表3，1. 6 

東南アジア大都市の公共交通手段の墜理

ジャカルタ バンコク メトロマニラ クアラノレンプーJレ ンンガポーJレ

眠軌 知外通勤鉄道 PJKA SRT PNR KTM 

週来 都市内拡近 (MRT)い (LRT)2I LRT (LRT)2' MRl 

! 大量乗合輸送

普通パス 普通、 2階建 普通パス 普通パス 普通パス 普通、 2階建

ープレミアムパス 急行パス エアコンパス 也行、エアコン エアコンパス

シャト}l;/¥ス

2 巾'J、E乗合輸送

動 ミディパス Bis Mikro ミニパス、ソン (ミニパス)3' Bas Mini 

近 (20く) Metromini、 テオ

Kopaja 

力 ミニパス(10-19) ミクロレット ソンテオ ジープニィ

Col t， Opelet 

時 マイクロJ<ス(1-9) (Bemo)41 (シロ
_)Al {オートカレサ)削

系 3 個別輸送

タクシー タクシー タクシー タクシー タクシー タクシー

ミニタクンー Bajaj，Helicak ソイノ〈イク トライシクル

}1， (Minica， Mebea) 4_) [サムロ ) 4' 

4 特定輸送

(セミパブリック) スクー)11/¥ス スクー}1I1¥ス Schcme A(スクール

(Bis SCOLA) パス、ワークパス)

ワークJ<ス ワークJIス ワークJIス ワークパス Schcmu B(ピーク時、

(Bis K1LAN) 特定路輯サービス)

非 1，ベディキャブ ベチャ ベディキャブ (トライシヨ )4' (トライシヨ )4> 

動

カ 2，ポエーカー卜 (カレサ)4'

3匹

水路系 水上パス 水上パス

出典各福賢科より作成

1)計画中， 2)趨監中、 3)都m近郊サービスヘ強制的に移転、 4)殆ど聾を消した

円''
n《
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3 )途上国都市公共交通手段分析の方法

前節で述べた基本分類だけでは IPTの特質を充分にとらえられないが、これにつ

いてはRimmerが適切な分析フ レームを提案している。図3.l. 1に示されるように、

東南アジア都市の多様な公共輸送サービスを単純な2重構造論 (modern-Iradilional、

lorma I-inlorma 1等)では充分理解できないとして技術やサービス形態だけでなく、

組織形態もふくめて考えるべきとしている。 これをベースに表3.l. 4で示 した公共

交通サービスの分類基準項目と照らし組織、技術、運行サービス、利用の 4側面か

ら東南アジア都市公共交通手段の特性を分析するための表3.l. 1に示すようなフレ

ームを作成した。前節の分類が主 として定量的分析を可能にするベースになるもの

であり、 このフレームは個々の手段について更に質的な分析のベースとなるものと

考えられる。
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図3.l. 1 

R imme rによる分析フレームワーク

CQRPORATE NON-CQAPOAATE 

SECTOA SECTOA 

s，'・dω・dI'VV'V Semi.sch・Idul.d..rゅU同 Ghedω.d SCHEOULlNG 

出典 Rimmer P.j. & Dick H.W."lmproving Urban Public Transporl Soulheasl Asian 

Cilies" 1980 
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これをもとに更に表3.1. 4で抽出した分類基準を考慮して、組織、技術、運行サー

ビス特性に利用特性を加えて 、表3.1. 7に示すような公共交通手段の特性分類の実

際的な方法が考えられる。

表3.1. 7 

東南アジア大都市主要公共交通手段の特性分析と分類の方法

事業組織 技術 運行サービス 利用

所(

経賞規相主r)J大中f、、

司"'"ー、
力現地日f大・、
車f、
輸送(大・
乗(
運行f路線、
行運( 手1)，.--.

運貨支払( 定国・ 座席確保(難困・国
ネジメ組織的 両近代的 ス定固 用方法定固・有 ・ 合般

4入L 工中 中 ケ、ノ -
形業 ン ・ 度 ・ 形 ・ カ- 性特定 形域区 ュ可変 揚所-定半固

い変可 -普
トグ 1)、

態問中 荷物通・
態個 形態ノレ

、】， ) 買l.l.
人

プ
個 自 ノレ自

渉交 運搬容易、__.

伝統的
人 由 由

由自、...-' 、』ノ 、ーノ 、ー' 、...-'

個人
、__.

、...-'

手段 、...-'

一ー一一ー一ーーー

3.2 途上国大都市公共交通に関する研究のあらまし

1 )概要

発展途上国大都市の交通問題に関する研究は、東南アジア地域については、都市化

が加速し、モータリゼーションが進展するなかで、交通インフラ設備が進まず、交

通混雑が深刻になる 1960年代後半に入ってからである 。先進国の 2国間援助による

大都市交通マスタープランが相ついで行われるようになったのもこの頃であり、 19

70年代には世界銀行が都市交通問題を援助政策に組みこむようになった。途上国大

都市交通問題に関する調査研究は大きくわけて 3つの形態によって行われてきたと

恩われる。ひとつは援助プロジェクトの実施を通じた実態把握や現場からの報告、

2つ目は援助機関による援助効果のレビューや分析、 3つ目は研究者による論文で

ある 。援助規模の鉱大に伴って地域的にも分野面でも広範囲にわたる情報の蓄積が

行われてきている。 こうした状況のなかで、本論の研究際魁として主に焦点をあて

ているパラ トランジットの位置づけと鉄軌道系 7 ス トラ導入に関する研究やま革論に

ついてレビューを行 った。
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2 )途上国都市のパラトランジットに関する研究

途上国都市の様々な公共交通に先進国の関心が高まリ初めたのは、 1960年代末から

1970年代初め頃であり、アメリカにおいて交通貧困層や自動車環境問題が生じ様々

な新交通システムの導入が議論されるなかで、途上国公共交通機関の綴々な需要に

対応するフレキシプノレなサービスが注目された。 R.F. K i r b y等の研究引によって

本絡的な議論が進み“パラトランジット"として位置づけられた。これ以前にもS

Gr av aはマニラのジープニイの都市交通における役割について発表しているが引、

以後多くの研究がなされた。このような先進国の途上国都市のパラトランジッ トに

対する関心の高まりには、発展途上国の都市交通問題の検討のなかで無視できない

存在とした交通計画面からのものと、途上国の開発との関係で交通をみたものの 2

つの系鰭があり、後者には更に都市および農村にみられる翰送ニーズに応える低コ

ストの“適正交通技術"の視点のものと、都市の雇用機会の増大を労働集約的な“イ

ンフォー 7 ノレ部門"に期待する労働政策の視点からのアプローチがみられた， 01。

途上国都市のパラトランジットに関する研究が進むなかで、各地での個別名称でな

く在来の交通手段と区別した集合的名称が付されるようになり、Ifl1えば{kのような

名称が与えられている'". Public Aulomobile (W.Owen. 1972) 、1n 1 ermed i 1 e 

P u b 1 i c T ra n s p 0 r 1 (W 0 r 1 d B a n k 197 5 ， F 0 u ra c re P. R. 1 976等)、 1n f 0 r ma 1 Pu b 1 i c 

Transporl (Rolh G.j. 1982， Soegijoko B.T. 1988等)、 Low-costTransport 

(Ocampo R. B. 1982)、 LocallyGeneraled Transporl Mode (Grava S. 1978)、

Unincorporaled(Rimmer P. 1977)等である。1977年に最初のパラト ランジットに関

する国際会議 '21が開かれ、その中の定義の中で、 「他の鯛査で、“中間的 I n I e r 

me d i a t e"、“低コスト 1 ow c 0 s 1 "、“非組織 u n i n C 0 r p 0 r a t e dぺ“地元発生的

locally-generaled"等々と呼ばれる輸送機関をすべてを含むもので、自然発生的

sponl aneOU5であり、非階層的 no n-b i e I a r c h i c a 1であり、そしておそらく相対的

に労働集約的であるといった点で、パラトランジットはその他の輸送機関と比べて

抜きん出ている。」としている。こうして同会議では、パラトランジットのもつ①

公共輸送機関そのものとしての機能と同時に、②開発に与えるインパクトに注目し

て開発政策の第 3の道のひとつに据えようとしているけ¥問機にそれまでの調査

研究をレビューして途上国の公共翰送サービスの特質として intermediate，unincor

poraled， low cosl， simple，unregulaled， informal(sponlaneous， uncon，enlional， 
arlisan， freebooling) 等をあげている 141。こうして途上国都市のパラ トランジ

ットの多織な性質が明らかになるにつれ、パラトランジットはもはや輸送サービス

概念ではなく、むしろ既成の公共団体や事業体がこうしたサービスを自身にとり入

れる刺激となる、都市交通に対処する哲学的なアプローチとして定義されるという

意見がでてきた15¥こうして途上国都市の“パラトランジット"研究は、途上国の

交通関組を研究するだけのものではなくなリ、この成果をもとにした先進国都市へ

の応用というフィードパックの動きも具体的に起っている 16川打。

パラトランジッ卜に関する研究は具体的になリ、交通工学的側面から自動車交通に
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及ぼす影響をジャカノレタで詳細に検証した研究日¥技術 ・サービス特性だけでな

く、東南アジア大都市における公共輸送サ」ピスの組織、経営形態に着目した研究

19リ引、都市現象、機能・形態の異なるジャカノレタとウジュンパンダンを対員長とし

た交通需要、供給、市場にかかわる、国との関係で中間的公共交通手段が都市交通

に果たす役割りについての研究 211、等が行われ、クアラノレンプーノレにおいては新

たにミニパスの導入が世界銀行の主導で実際に行われた。ミニパスの導入とその経

過については大きな反応があり、パス対ミニパスの得失について研究や論争が続い

た口リ31241 東南アジア都市を対象に、公共交通サービスの交通市場規制政策面

からの研究も行われた 2引 2引 2円。このようにパラトランジットに関する研究が地

域により密着して行われるようになってきたが、この背景には、都市交通問組が深

刻になり、パスサービスの改善が遅々として進まないなかで、パラトランジットに

対する具体的な政策発動が求められてきているためと考えられる。

3 )途上国大都市での軌道系大量公共交通機関の導入をめぐる議論

東南アジア大都市では、都市の膨張とモータリゼーションの進展によって道路交通

混雑が激しくなり、路面公共交通機関のサービスレベノレの低下に伴って軌道系大量

公共交通機関の導入が実施されあるいは計画が進められている。既に建設された都

市でも、現在計画が進められている都市でも、実施に至る過程では一般に激しい給

争が生じている。この背景には、先進国大都市が都市鉄道を持っていることや、従

来の対策の行き詰まり感から大都市交通問題を抜本的に解決する方法として軌道系

大量公共交通機関に期待が寄せられる一方で、そのためには膨大な建設資金が必要

とされ限られた政府財政を著しく圧迫することが危燥されるためである。さらに途

上国の社会・経済開発に政策面でも強い影響力を持っていた世界銀行が、当初より

一貫して都市鉄道の建設・整備に否定的な態度をとり続けてきたことが、こうした

論争に一層拍車をかけてきた。世界銀行の主張は次のようにまとめられる2.'

(イ)都市鉄道は進歩のシンボルとして政治的に受け入れられやすい。

(ロ)先進国には既に普及した技術があり、自国産業振興のために輸出補助も得やす

し、。

(ハ)高速鉄道はある状況下では交通問題の解決になるが、政策決定プロセスで考慮

しなければならない要因は充分に理解されていない。代替案の検射が不十分な

だけでなく、建設費のみならず運行費用も高く、市財政の大きな負担になる。

需要予測は通常楽観的にすぎ、建設費は過小に見積もられ、運賃収入は迎行費

用すら生み出せない場合が多い。需要も多く予算内で予定通リ建設された香港

の地下鉄ですら、建設資金の多くを政府補助に頼っている 291

(ニ)高率の補助を受けた都市鉄道の利用客を増やし収入を上げるために、パスや他

の公共交通機関との競争を強制約に制限する。

(本)エネノレギ一節約効果は、圏全体でみれば微々たるものである。

(へ)都市交通問題の解決になったとしても、巨額の財政需要は他の箆要なプロジェ

クトの実施を遅延させる。
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世界銀行のこうした政策方針は、議論のベースが地下鉄に置かれているが、在来鉄

道の改良による通勤輸送強化やLRTについても同様の態度がみられ都市鉄道の範鴫

にある異なった鉄・軌道システムを含んで、かなり一般化されたものとなっている

が、その根底にはAllordability，Replicability， Sustainabilityといった世界銀

行の援助基準概念に都市鉄道プロジェク トは当てはまらないと考えられていること

がある 。

1989年にはICE(The Institution 01 Civil Engineers)が "Rai 1 Ma s s Tr an s i t f 0 r 

Developing Counlries" についての国際セミナーを行った 30' この会議の基調報

告でGakenheimerは、都市鉄道の途上国大都市への導入については消極的な態度を

示しており、アメリカでMeyer，Kain，Wohlによって始まった 1965年以来の25年間に

わたる論争の結果、財政面からパスサービスが鉄道輸送に優ると判断されこれが世

界に影響を与えたとしている3"。同時に途上国への都市鉄道建設の評価について

はまだ多くの点が明らかになっていないために議論が収数しないことを認め、都市

鉄道に楽観的なグノレープと悲観的なグループの態度や仮定を表3.1. 8のように整理

している。

表3.1. 8 

都市鉄道の導入をめぐる意見対立

項 同 肯定派 否定派

1分析方法 -ケース毎に個別の分析方法 -標準的な分析方法を好む

を用い、一般化を避ける (需要分析、費用便益分析)

2.経済・財政面 -費用と便益のバランスを長 -運行当初から財政面の健全

の妥当性 期的にみる傾向がある 性をみる傾向がある

3.公共交通機関 -公共交通全般、特に軌道系 -路面公共交通機関とそのフ

の選好 機関を重視する レキシビリティを重視する

4.都市鉄道の -鉄道の都市構造変化に及ぼ -交通と土地開発計函におけ

都市開発効果 すインパクトに期待をする る過去の不成功の経験に基

づく疑念をもっ

5.公共交通 -一冗的な公共交通システム -公共交通システムは、多様

システムの選択 が最も効率的な輸送サーピ な需要を満たすべく多彩な

スを供給する能力をもっと 機関で構成されるべきとす

いう信念 る

6.開発主体 -公的組織が交通と都市の成 -公的組織の運営能力は低く

長に適切なガイダンスを与 民活・民営化によってその

えるべきとする 介入を最小限にする

7.期待する都市 -高密度化が効率と商品質生 -都市の開発密度には態度表

開発密度 活環境につながる 明なし(グノレープの中でも

意見はわかれる)

出典 Gakenheimer{l989) "The Two Analytic Cultures 01 Rail Transit Planning" 

International Seminer 00 Rail Mass Transit for Developing Counlries 

以上のように一般化されたレベノレでの議論は、肯定的な態度グループが都市鉄道の

都市形成における長期的な効果を重視するのに較べ、否定的なグループは短期的な
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f、

財政制約を重視していることが明瞭に伺われる。又、前者が公的部門の主導によっ

て都市鉄道を中心とする公共交通の統合が交通や都市形成面で必要であるとする反

面、後者においては公的部門の運営能力に疑念をもち、公共交通も市場機構に委ね

ることが効果的であるとしている。こうした意見対立があるなかで現実には1960年

代から 1980年代半ばの20年間で少なくとも途上国の21の大都市で軌道系公共交通機

関の建設が行われ合計600km以上が営業し150kmが建設中であり、これに要した建設

費が400億USドノレ(1986年価格)にも上った。こうした状況のもとでTRRLは21都

市を対象にこれらの建設に至る経緯、運行状況、投資の妥当性等について調査を行

い、次のような結果が報告されている 321。

(イ)全般に建設状況はよく、順鯛に運行されよく利用されている。

(ロ)財政面では何れも当初予想とかなリ異なっており、建設費と運行費はこれを上

廻り、利用客数と収入は下廻っている。資本費を部分的にもカバーできるのは

香港とソウノレだけであるが、事業化前は独立採算を期待した政府が多かったに

も拘わらず、開業後、殆どの政府は収入を最大化するような政策方針をとって

いない。

(ハ)建般費や利用客予測に見込み違いがあったにも拘わらず、殆どのシステムは適

当な経済的内部収益率を計上している (10%以下 3都市、 10-15%7都市、 15

%以上 3都市)。

(ニ)調査の結果から都市鉄道の噂入に次のような簡単なガイドラインを示している。

一都心部に向かう放射コリドーの交通需要が概ね10万 トリップ/日で、ピーク

時のパス利用者が 15.000人/方向であること。

一都市が極端にリニアでない限り、人口規績は少なくとも500万人であること。

都市鉄道が成功している都市は概ね1800USドノレ/人の所得水準であり、国レ

ベノレでは少なくとも 1000USドノレ/人である。

都市鉄道を混雑した大都市で建設 ・運営するために必要な行政能力があるこ

と。

運賃は他の公共交通とバランスのとれたものであること。そのためには財政

支援が不可欠になるであろうこと。

(ホ)都市鉄道は中・長期的な閉館解決策であり短期的な陸路打開には寄与しない。

従って対象ノレートにパス優先策を実施し、専用空間を確保し、その後に都市鉄

道に転換することが望ましし¥文都市鉄道の政策決定に際しては、目標とする

都市開発の方向、財政能力、他の社会経済開発ニーズ?と較ベたプライオリティ、

より効果的な代替案の可能性等、通常の交通プロジェクトより一層広範囲な分

析を必要とする。

TRRL調査は、一定の条件下で都市鉄道の導入に肯定的な結論を出しているが、

その前に代替案を充分に検射し、特に将来都市鉄道導入の対象となるコリドーでは、

パスウェイを導入し用地確保を行って将来これを都市鉄道に転換する方法を提言し

ている。

3 -13 



文途上国の都市鉄道は多くの場合、充分なフィージピリティスタディもなく、政策

決定者の意図(都市鉄道建設の動機に第l{立の公共交通の質の向上についで第 2位

に混雑緩和が、第 3位に採算性がとれるという点があげられている)とは異なった

結果をもたらしているにも拘わらず'31 財務性以外の面では良好なパフォーマン

スを示していることがTRRLの調査でわかった。このことは都市鉄道と財政支出が競

合する他の分野の公共投資プロジェクトのなかにも、当初計画通リの社会・経済効

果が発揮されず継続的な財政支援を必要とするものが多いことや、明らかに優遇さ

れている自家用車の社会的費用の負担問題を考慮すると、都市鉄道に対する一定の

財政支援は正当化されるべきものであり、むしろこの支援の範囲・程度・方法が議

論されるべきと考えられるが、過去の論争はこれについて充分に触れていない。

3.3 アプローチ

1 )発展途上国の大都市公共交通整備における政策課題の整理

近代的な公共交通機関が登場し都市が成長するにつれ公共交通は欠くことのできな

い大衆の生活構成要素となった。大都市の形成過程を通じて公共交通は市民の関心

対象であリ、行政にとっても様々な意味で重要な政策線題であった。ある都市のあ

る時点の政策は、過去の政策の実践によって築かれた恒久的なインフラストラクチ

ュアや制度にもとづいて、先進国の場合には過去における政策選択が吟味された上

で次代の政策形成が行われている。一方多くの途上国では政治的不安定、行政組織

の過度な改編、政策立案・実施能力の不足等の要因に加えて、援助国・機関のそれ

ぞれの経験と方針にもとづく政策形成プロセスへの介入、政策と実態との需離等に

よってこうしたアプローチをとることが困難になっている。文、途上国では公共交

通をふくむ大都市問題が、都市を主体として総合的に政策形成の対象となったのは

最近のことであり、今尚大都市問題がセクター別の一地方の政策対象にすぎなかっ

たり、その残棒をひきずっている大都市も多い'41

途上国の都市交通分野においては、 1910年代初めから世界銀行が積極的な活動を開

始し、 1980年代を通じて途上国の政策立案に大きな影響を与えてきた。 1915年に刊

行された都市交通に関する政策白書<UrbanTransport， Sector Policy P，per)では、
その動機として、途上国の都市化が今後とも加速、都市問題が一層深刻化し、都市

の歪が非効率の最大の犠牲者になると考えられる貧困層の救済と、国の生産高の大

半を生み出している大都市の効率性の向上という社会面と経済面からの 2点があげ

られている。その基本的なアプローチは施設改善プロジェクトを通じて政策 ・制度、

運営面の整備強化を推進するところに重点が置かれ、対象となるプロジェクトも既

存交通施設の有効利用、雇用機会へのアクセシピリティを強化する低コスト公共交

通の整備や産業交通、自転車、歩行者に対する施設強制iiなどが強制されている。既

存のパスや都市鉄道システムについては、リハビリに重点が世かれ、自家用利用者

が主たる受益者になるようなプロジェクトは対象にされないとされ、交通管理や規

制の重要性がうたわれている。文公共交通分野については、関連行政機関の効率化

と緊密な相互調整の促進が問題解決の鍵で公営のパスや都市鉄道運営主体の経営改
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善、補助金の削減、 1 PT  (Intermediatc Person，l Transport)サービスの整備を
重要な政策限値であるとしている。

こうした世界銀行の政策方針に対して、世界銀行の真に意図した目的、Jlnち公共交
通運営能力の強化 ・改善は充分に達成されず、個々のプロジェクトも一定の効果は

あげたものの、激しい都市化が絞きダイナミックに成長する途上国大都市において

は結局はパッチワーク的な効果しかもたらさず、将来の都市形成に対する方向性が

見出せないという批判もでてきた。世界銀行のアプローチは、もともと 1960年代に

途上国の多くの大都市で行われた大がかリな 7 スタープランに対するアンチテーゼ

でもあったが、それ自体の限界も明らかになった 35>。世界銀行はその後1986年に

Urban Transport ・AWorld Bank Studyを発刊したがその基本的な立場は変って

おらず、都市活動の効率性の向上に重点を置きこの結果が貧困層の救済につながる

という、 1915年白書と較べて経済性と社会性のウェイトが逆になっているだけであ

る。従って、対象となるプロジェクト分野は基本的には変らないが、世界的な規制

緩和の大きな流れのなかで公共交通における民間活力の導入や市場メカニズムの重

視が新たな視点として強調されている。

発展途上国の大都市は以上のような世界銀行の考え方に影響されながらも、同時に

先進諸国との 2国間援助を通じて独自の政策を実行しており、現実には多くの都市

において政策の混乱や一貫性の欠如がみられ、更には政策実施メカニズムの不完全

や実施能力の不足によって公共交通問題の改善が困難かっ複雑なものになっている。

物的な施設 ・システムの建設や改善よリも制度 ・組織の変革や強化によって運営能

力を向上させるという世界銀行の狙いは理念としては正しいが、制度・組織の改善

自体が政治的 ・社会的に困難な場合が多く、先進国においても制度改革には長い時

間がかかることが指摘され、こうしたアプローチへの反省もでてきている 36)。何

れにしても途上国大都市においては組織 ・制度や政策は不完全にしか機能しないこ

とが多く政策自体に過大な力を期待することは危険であろう 。

途上国大都市に共通の公共交通政策課題は表3.3.1のように整理されるが、前に述

べたような状況によって政策レベノレの問での重合性は充分にとれていない場合が多

し、。
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表3.3. 1 

発展途上国大都市の公共交通政策課題の整理

政策レベノレ 政策課題

マクロ社会経済計画 (1) ベ シックヒュ マンー ズの充足

(2 )履用促進
(3 )道路交通混雑緩和

(4 )環境改善

都市交通 (1)行政能力の強化

(2 )インフラ整備

(3 )交通システム管理
(4)公共交通改善

公共交通 (1) 1 P Tの管理

(2 )パス輸送の強化

(3 )鉄 ・軌道マストラの導入
(4 )公営交通企業の再生 ・民営化

(5 )財源問題

(6 )規制緩和 ・民活の導入

(1)技術移転の促進

出典.各種資料より筆者作成

2 )分析のフレームワーク

前項で公共交通の一般的な政策線題としてリストアップした諸点は、適切なモード

の選択、組織形態のあり方、規制、財源確保として監理され従来の調査研究のなか

でもパスvs.鉄軌道、パスvs.ミニパス、 lPTの都市公共交通における位置づけ、
公営vs私営、規制vs.規制緩和等について議論の焦点となってきた。本研究の目的
はこうした政策線脳に直接応えることにはないが、 2章において先進国や途上国大

都市の発展経緯を考察した結果、公共交通手段に着目してその成立要因を抽出し分

析することで、途上国の大都市公共交通問題の理解や新たな議論のベースを提示で

きるものと考え、分析フレームワークの情築を試みた。分析フレームの構築にあた

っては、発展途上国の交通プロジェク卜に対して運用されているフィージピリティ

スタディの概念と、特にこの中でE重要な役割を果しているプロジェクト評価の一般

的な考え方を考慮した。これは本研究の成果が政策立案のためのより具体的、直接

的な参考情報になることを期待しているためである。

公共交通が大都市において成立するという状況を厳密に定義することは困難である

が、実際的にはある公共交通機関が一定期間(少くとも 2-3年)安定的に存在し

公共の周に供されうる状況と考えることができる。従って、本論で述べるところの

公共交通の成立条件とは、発展途上国の大都市においてこうした状況を可能にした

(あるいはしている)諸条件を意味している。

2章で概観したように、大都市における様々な公共交通手段の発生・普及 表退に

は、社会・経済、自然、技術、政策等相互に関連する多くの要因が関係し、それぞ

れの時代や都市において特定の要因がより強く働くことで、公共交通は具った発達

を示すことや、この過程で公共交通に関る嫌々な主体の評価態度がそのあり方に影
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響を及ぼすことがわかった。公共交通の関連主体は、利用者、供給者(オペレーク

ー、ドライパー、その他従業員に大別され、オベレーターは組織体、グループ、個

人等から構成される)、被影響者(他の道路利用者や沿道居住者や活動従事者がふ

くまれる)、政府(地方、中央)の 4つに大別され、成立条件は財務性、経済性、

社会性、技術、環境、政策の 6つの要因で説明されるとし、表3.3.2に該当する要

因項目をリストアップした。

(イ)度差主主 財務性は途上国の公共交通を論ずる時に利用者、供給者、政府の何れ

にとっても大きな関心であり、その結果はしばしば社会・政治問題としてクロ

ーズアップされる。利用者にとって公共交通の財務性は、各トリップについて

の支払運賃、家計あるいは個人収入に占める公共交通費用の割合や補助金の有

無等を意味する。採算性で注意しなければならないのは、途上国の 1P Tはそ

の運営形態から l日単位あるいはせいぜい数日単位での短期間の採算性が求め

られる反面、組織化された例えばパス事業体では、月・年単位で採算性が評価

され、しばしば問題となる公営企業体は、採算性に無関心になり勝ちでありこ

うした側面が、公共交通の運転挙動や適用技術等他の要因にも強く関係してく

る。政府にとっては補助金や整備財源をどこに求めるかが大きな関心であるが、

見逃され勝ちなのは、公共交通に呆せられる諸税の徴集額と関連支出額とがみ

合っているかどうかにあり、これは公共交通の社会的費用の一部又は全部が公

共に回収されているかどうかを意味する。

(ロ)経済性 経済性は国民経済的視点からみた時に公共交通が資源を最も有効に利

用しているかどうかを判定する尺度であり、援助供与国や政府が最も関心を払

う要因のひとつであリ、運行システムの経済性に加えて産業開発効果や他の間

接効果も関心対象となる。 しかし現実の政策発動においては、投資前の経済性

の分析は行われることが多いが、事後の評価は殆ど行われない。利用者はさま

ざまな時間費用、運賃、乗り換えの抵抗やモードの快適性などを合計した一般

化費用にもとづいて公共交通手段の選択を行うことによって、供給者は運行効

率を向上することで経済性を追求する。被影響者にとっては公共交通のもたら

す混雑・混雑緩和効果、土地利用や地価へのインパク卜が問題となる。従来の

経済性の評価方法については、便益計測の不確実性や資本の機会費用設定の困

難さ等まだ多くの問題を持っており、公共交通分野への適用においても、都市

鉄道のようにその経済効果の発現が長期に及ぶようなプロジェクトが、評価さ

れ難い傾向があると指摘されている。
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表3， 3， 2 
公共交通の成立要因

公共交通関係主体

要因 利用者 供給者 被影響者 政府

公共交通利用者 オベレーター 道路利用者、沿道居 地方、中央

(組織体一個人) 住/活動従事者

ドライパー、従業者

財務性 -支払運賃 -採算性 -関連税収と支出

-家計に占める交通 -補助、税制 -整備財源

費 -補助

経済性 -ト リップの一般化 -運行効率 -外部(不)経済効果 -資源の有効利用

費用 -産業開発効果

社会性 -親しみ易さ -サービスの社会的 -運転挙動の受容性 -貧困層の雇用機会

-弱者の利用、交通 受容性 -貧困層 ・弱者への

貧困地域へのサー -労働条件、社会保 サービス

ピス 障 -災害時の活用

-交通ストライキ -組合、協会

-ドライパーの運転

挙動

技術 -安全性、快適性、 -適正技術 -適正技術

速達性、利便性 -技術入手コスト 技術移転効果
，..".ネジメント -管理運営

-エネルギー節約

環境 -サピス特性 -都市構造 -交通公害 -都市形成

-アクセシピリティ -需要特性 -都市景観

政策 -運賃体系 -規制(参入、運行) -沿道環境対策 -合理的政策形成

-弱者対策 -交通管理、優先策 -交通管理策 -国家威信

-環境対策 運賃体系 -軍事利用

-施設整備 -補助、優遇策

出典筆者作成

(ハ)社会性 途上国大都市における公共交通は大多数の人が公共交通しか移動手段

を持たない、あるいは公共交通にもアクセスできないという状況下で、極めて

社会性の強い領成である。利用者にとってはさまざまな属性の人に対するアベ

イラピリティや交通貧困地域へのサービス、親しみ易さ、ドライパーの運転挙

動、交通ス トライキ等生活に密接に関係してくる。供給者にとってはサービス

に対する利用者の受容性、 ドライパーやオフィス従事者にとっては労働条件や

社会保障の有無が関心で、 ドライパーや零細オペレーターが組織する路線組合

や交通労働者の組合あるいは交通事業者の組織する協会は、彼等の権利を行政

や社会に訴え、活動の安定性を保つ箆要な仕組みとして機能している。他の道

路利用者や沿道居住者にとっては、公共交通車両の運転挙動が問題となる。政

府にとっても公共交通部門は大きな雇用源であリ、特に様々な IPTは貧困層

の雇用機会を創出する手段でもある。貧困層や交通弱者に対する政府の関心は

明示的な施策として行われている事例は殆どない。

(ニ)技術・途上国の公共交通の発展過程で紛入された技術が現地化されて機々な I

PTの発達を促したが、こうしたプロセスは適正技術化と呼ばれている。先進

国の技術が適正化される水準はまちまちで、現地で安定的に調達できる技術の
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コストや、適用される規制や供給すべきサービスタイプにもよるが、基本的に

は先進国の完成した技術よりは安価で現地での維持管理が保証されているとこ

ろに落ちつく。利用者にとっては、結果としての安全性、快適性、速達性、利

便性等が関心となる。政府はこうした適正技術化された公共交通手段に肯定的

な態度を示すことは少く、その形態や構造、更には運行について規制を求めて

くることも多L、。従ってこうした中間技術から出発して、更に改良された適正

技術を独自の技術として発展させようとする動きは少い。

(ホ)塁塁 環境は公共交通の需要関係を規定し、都市の形成に影響を及ぼす要因で

ある。利用者にとっては公共交通のサービス特性や公共交通のアクセシビリテ

ィが関心となる。一方供給者にとっては、都市構造即ち路線の組み方に影響す

る道路網と土地利用や需要特性が、他の道路利用者や沿道居住者にとっては騒

音、排ガス等の交通公害や構造物の景観が要因項目となる。政府にとっては公

共交通の成立がどんな形態の都市形成につながるかが大きな関心となる。

(へ)昆笠 政策や規制は途上国の大都市では充分に機能しないことが多いが、それ

でも直接 ・間接に他の要因に作用し公共交通のあり方に影響する。利用者との

関連では運賃、弱者対策、環境対策、施設整備等が、供給者との関連では各種

規制、補助・優遇措置、交通管理 ・優先策、運賃体系等が、その他の被影響者

との関連では、沿道環境対策や交通管理策が要因項目としてあげられる。政府

にとって政策要因は、如何に合理的な政策形成を図るかという点や公共交通整

備においてしばしば大きな動機づけとなる国家威信や公共交通の軍事利用等を

含むと考えられる。
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3章脚注

1 )パラトランジットは自家用自動車と在来の定時運行をする公共交通手段の間にある都

市旅客輸送手段の総称である (Ki r b y R. F“P a r a I r a n s i t・AState-ol-the-Art Overview" 

1975)。パラトランジットは通常公共の道路上を他の車両に混じって運行される都市

旅客輸送サービスである。サービスは民間又は公営事業者によって特定のグループの

利用者あるいは一般公衆に提供される。利用者の要求による路線・スケジューノレの変

更の度合は様々である (Vuc h i c R. V. “Paratransit and Specialized Modes" p.593 

。
)
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9
 
l
 
2) Fouracre R.F.(l977) "Intermediate Public Transport in Developing Countries" 

3 )太田勝敏(1982) "東南アジア都市の路面公共交通機関"

4 )太田勝敏 (1990) "発展途上国都市における中間的公共交通手段の役割 ジャカノレタ

とウジュンパンダン"

5) Rimmer P.j(1982) "The Role 01 Paratransit in Southeast Asian Cities" 

6 )中条潮 (1983) "発展途上国の中小容量乗合輸送と市場規制政策の評価"

7) 1977年 6月にOECDのもとで関かれたパラトランジットを主題とする国際会議

8) Kirby R.F.Ctal.“Paratransit Neglected Options lor Urban Mobility 1974" 

9) Grava S.“The jeepneys 01 Manila" Trallic Quarterly， October 1972 

10)太田勝敏“都市交通運営形態調査、 p.19 " 1983 
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12) 1977年 6月にOECDの主催で開かれ報告書“Paratransit in the Developing World， 

Neglected Options lor Mobility and Employment" 1977が出ている。

13 )注4)の文献 p.19 

14) 80vy Ph. H. & Krayenbuhl V “Introductory Report in ECMT Round Table 40 

Para Transit" Economic Research Centre 1979 

15) Rimmer P “Pratransit : a Commentary" 1980 

16) PONY (Pedicabs 01 New York)と呼ばれる協同組合によるベディキャプサービスが 199

4年5月からニューヨークで始まリ、他の都市やオランダでも発生した。 ITDP“Su s t a i 

nable Transport" p.IO 

17) Roth G & Wynne G.G. 。“FreeEnterprise Urban Transportation" 1982 

18) Mogr idge M. “The jakarta Trallic Management Stady Impact 01 High Paratrans 

i t Flows" 1983 

19) Rimmer P. j. 品 Dick H. W. “Improying Urban Public Transport in South-east 

Asian Cit ies : Source reflections 00 the convenl ional and unconvenl ional 

wisdom" 1980 

20) Rimmer P.j. Changes in Transport Organizations within Southeast Asian cities" 

Petty Producers to Statuary Corporations" 1986 

21 )太田勝敏“The Role 01 Intermediate Public Transport in Southeast Asian Cities 

The Case 01 Jakarta and Ujung Pandang" 1990 
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22) Jami"on Mackay and Partners (1981) “The Minibuses and the Pubiic Transport 

System 01 Kuala Lumpur" TRRL 

23) Walters A.A. (1919) “Costs and Scale 01 Bus Service" World Bank Staff Working 

Paper No.325 

24) Silcock D.T. (1985) “B u S 0 r P a r a I r a n s i t? Th e 1 s s u e s 1 n V 0 1 v e d " 

25) 中条潮 (1983) “発展途上国都市の中小容量乗合輸送と市場規制政策の評価"

26) Chujoh U. (1989) “Learning Irom Medium-and Small-Sized Bus Servic" in 

Developing Countri，，: Is Regulation Necessary" 
21)土井正幸(1993) “タクシー事業に対する料金、参入規制政策の考案、バンコク大都

市圏の事例とその理論的手法"

28) World Bank(1986) "Urban Transport， A World Bank Policy Study" p.30-p.32 

29) 間報告書は先進国 ・途上国の大都市の都市鉄道の内年平均費用(償却、利子、運行費

含む)を収入が上廻るのは大阪だけとしている (TableA4，P.50-p.51) 

30) The institute 01 Civil Engineers "Rail Mass Transit lor Developing Countries" 

1989年 10月 9日 10日

31) Gakenheimer(1989) "The Two Analytic Cultures 01 Rail Transit Planning" 

32) Harsrow Fox and Associates (1988) "Study o! Mass Rapid Transit in Developing 

Co u n t r i es" 

33) Thomson J. M & Allport R.j(1989) "Rail Mass Transit in Developing Countries-

f 、 theTransport and Road Research Laboratory Study" 

34)例えばメトロマニラは11行政体を統合したMMC(マニラ首都圏委員会)の設立に 1915年

に成功したが 1986年の政変により解体しMMA(マニラ首都圏庁)として機能が著しく低

下しバンコクはBMA(バンコク首都圏庁)をもつが実際の行政権限は非常に小さい。

35) World Bank. (1885) “Toward Better Urban Transport Planning in Developing 

Countri，，" WB Sta!! Working Paper NO.600 
36) Wor Id Bank (1990) “!n!rastructure Development !ssu，，" 1990 
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第 4章 ケースス骨ディ

4.1 メトロマニラにおける IP Tの成立

4. 1. 1 メトロマニラの IP Tに関する過去の情報蓄積

メトロマニラの IPTはその成立過程からみて、代表的なものはCaI e sa、ジープニ

イ、 トライシクノレ、ベディキャプ、ミニパス(本論の定義ではミディパスに分類さ

れる)であるが、 CaI e s aは殆ど姿を消しており、ミニパスは都市内から政策的に排

除され都市近郊紛送を行っている。従って現在都市公共交通で重要なあるいは一定

の役割を果しているのは、ジープエィ、 トライシクノレ、ベディキャプであり、これ

らについての過去の情報誌積の状況は下記である。

1 )ジープニィに関する情報

メトロマニラにおけるジープニイの運行形態については過去の都市交通調査や研究

論文のなかで情報蓄積が行われてきたが(表4.1. I参照)、その運行実態が詳細な

フィーノレド調査によって都市圏レベノレで明らかになったのは MMUTIP調査 (1980)と

jUMSUT鯛査 (1983)によるところが大きい。MMETROP LANやMMUTSTRAPではジープニイ

の都市公共交通のなかでの役割について政策提言を行っている。jUMSUT調査は LR

T 1号線の開業に伴うパス ・ジープニィ路線再編、ジープニィターミナノレ地区の交

通管理面からの整備について詳細な検討を行っている。その他の調査にはジープニ

イ運営の財務面やドライパ一等の社会経済特性に関するものもある。

研究論文についてはGr av a (1972)がジープニィの役割を積極的に認めた最初のもの

と考えられ、その後前述のMMUTIPやjUMSUTによる大規模な実態調査によってその需

要供給特性はかなり明らかになリ、この結果をもとにした岩田 (1982)ゃれrOkawa 

and lwata(l984)の成果がある。Torres(1976)の出版物はジープニイの生いたちゃ

技術 社会面の特性をわかり易〈説明したものとして興味深い。ジープニイの特性

や役割についてはジープニィを直接扱ったこれらの研究以外にも、 3牽3.2でみた

パラトランジットに関する研究のなかでも扱われているが、何れにしてもジープニ

イの成立を総合的にとらえ考察を加えた成果はない。又様々な中間的公共交通機関

が東南アジアに存在するが、何故メトロマニラのジープニイが他の都市や他の類似

機関のなかでも突出した存在にまで発達したかについて考察を行った研究もない。

2 ) トライシクノレ・ベディキャプに関する情報

トライシクノレについての情報はジープニイと較べるとはるかに少く初期の調査とし

ては、 Pak-Poy& Associates(1980) "Motorised Tricycle Pol icy Study"があり、

その運行特性については前述のMMUT1P(1980)やjUMSUT(l984)で明らかにされた。 ト

ライシクノレについては従来国レベノレで管理していたが、 EDF(1984) “St u d y 0 n t h e 

Role and Involvement 01 The Local Government on Tricycle Regulat ion"等に

よってその管轄が地方政府に移管され、以後都市圏レベノレでの調査が行われず実態

が殆ど抱えられなくなった。ベディキャプについては前述のMMUTIP(1980)やjUMSUT

(1984 )で運行特性がわかる他は総合的な鯛査や研究はない。
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表4.1. 1 
メトロマニラのジープニイに関する過去の調査 ・研究成果

タイトル | 主聾結果(実施状況)

A 制世報告書

I)JICA(1970)“Urban Transportation Study for 最初のパーソントリップ調査(サンプル量的70加1制作)の実施
MC!.iOPolitan Manila Area(UTSMMA)" ・ジープエイはフィーダー交通として扱われており、データ分析、

| 計画ともわずか

2)Freellan Fox & Assosiates(l977)“Metro Mani la 公共吏過の体系的整備について広範な調査と政策提言(道路プロ
TransPorL， Landuse and Develop皿ent.Planning ジエクトの毘艦)

Projecl (剛ETROPLAN) " 路面LRTの建世とパス輸送強化の提言

ジープニィ 、タクシーが旨く蝿能していることを酔価

ジープニィをフィーダーサービスとして限定

パス、ジープニィ専用レーンの世世{一部実施)

3)Japan overseas consul tants{l980)“Metro Mani la パス、ジープニィ 、トライシクルに関する最初の詳細な実態翻査
Urban Transportation Improvemcnt Projecl (路線管理情報として利用された}

{附UTIP)" パーソントリップ調査(サンプル量的35000世帯}の実施(その挫の

空通計画のデータとして利用}

パス輸送改善 ・強化計画の挺雷(大部分実施されず)

4)JICA(1曲4)“MetroManila Urban Transportation 公共空通計画に関する韓合的データベースの作成(その挫の虫通
study (JUMSUT)" 計画のデータとして利用)

LRT 1号線の控世に伴うパス‘ジープニイ路線再編酎画の挺車
(ジープニィ組合の圧対のため政拍的判断により中止)

ジ}プニィ、トライシクル、ターミナル地犠の整備 交通管理

計画白樫車(実施されず)

5lPak-Poy & Kneehone Pty Ltd. (1983)“Metro Mani la I パスの参入規制、当時の12コンソーシアムに限る{実施されず)
Urban Transpotation St.rategy Planning Projecl 1 ジープニィ省散の上限世定(実施されず)
(附UTSTRAP)" トライシクル管理の地方政府への移管(実施前み)

パス 田ジープニィターミナル整備(実施せず)

適法ジープニイの取蹄り強化と合法化[不完全に実施)

6)SMDI (1985)“The FinanciaI Assessment of Jeepney I . JU陥UTをベースにジープニィの財政的側面についての詳細な実
Qper叫 ionsi n Metro Mani la (FAJOS)" 態調査とその分析

7)川トMin川3

The Jee叩p仰oe町y0肘rl刊'e町r" る翻査

8lBalao V. v. (1988)“A Study 00 the Socio配 000鳳ic I・公共主連協同組合のメンパーの内、 ドライパー475入、オベレー
Profile of TransDortation Cooperatives" ター 180入、 ドライパーオベレーター85人を対象に行われた世等

の社会経簡特世に閲する調査

B 研究輪文

1 )Grava S. (1972) "The Jeepneys of Mani la" Traffic 
Quarterly V 26 p，465←p483 

2)Otsuka K.et al (1986)“COlllmuni ty and Market in 
Contract Choice; The Jeepney in the Philippines 
EconOllic Developrnent and Cultural Change， 
Vol 34 No.2 p279-p298 

3)Kurokawa T. and !wata S. (1984)“Characteri s t ics 
of Jeepney Operatin and Demand in Metro Manila， 
The Philippines" Proc.of JSCE No.347/1V-I， 
pp175-184 

4)SaQueton J. V.N(1988)“Jeepney Substitution by 
Bus:An Energy COllservation OpPorLunity in Metro 
Mani la Publ ic Transport" (Thesis for Master of 

Engineering)Asian lnstitute of Technology 

5)岩図親夫(1982)“マニラ都市圏の公共輸送とジープ

ニィ"査通工学 VoJ 17 No.3 p29-p35 

6)Villarete L.J.C. (1993) "The Characteristics and 
Role of the lnformal Transportation (Jeepney) in 
Metro Cebu" (Thesis for Master of Engineering) 
ASIsn Jnsti tute of Technology 

C その他

I)Torres E (1976)“Jeepney" GCF Books 

ジープニィについての最初の運行特性と社会面かbの研究

適正技術としてのジープニイを昨価

・ジープエイで全需要は満せないので全体的システムのなかで適切
な世割を与える

-故良によって需型対応型の近代的なシステムになりうる

・南部ルソンにおけるジ ブニィ運営形睡白分析

ージープニィのレンタル喪約;方式が都市部と農村師では拠る

農村田の小規纏コミュニティでは岨入のシェア方式が貸手、借手、
地峻杜舎にとって最適である
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。ジープニィをパスで代替することによるエネルギー節約に関する
研究

エネルギー節約という点からジ}プニイをパスで代替できるコリ
ドは少い

マニラ首都圏におけるパス ミニパス ・ジープニィの運行特性的
紹介

メトロセブにおけるジ プニィの運行特性に関する研究

ジープニィの生いたち、技術面、杜全面白特徴を写真、イラスト
を費えて融明
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4. 1. 2 ジープニィの成立要因

1 )財務的要因

(1) ジープニィの財務性に関するデータ

ジープニィの財務性とは、その経営形態からみてドライパーが適切な収入を獲

得しオベレーターがその投資に対して適切な収益を得るかどうかを意味する。

ジープニィが長期にわたって政府の如何なる補助もなく、パスと同一の運賃体

系のもとで主要な公共交通機関として発達してきたことからだけでも、その財

務性が確保されていることは明らかであるが、メトロマニラ全域にわたって多

様なサービス形態を持つジープニイの採算性が、地域的あるいは時間経過に伴

う状況変化のなかで如何に確保され、如何なる要因が採算性を支えてきたかに

ついては、充分明らかにされなかった。ジープエイは個人保有がほとんどで、

その経営は伝統的なノレーノレと常識的な判断にもとづいており、体系だった会

計処理はされず当局に対する報告義務もないので、ジープニィの収益性や経

営状態を示す資料は公的にも私的にも殆ど存在しない。従って、通常ジープニ

イの経営状況を判断する指標として(イ)ジープニイ所有者やドライパーの不

満(ジープニィは政治的にも強力なアソシエーションを持っておリ発言力は強

い)、 (ロ)ジープニィメーカーの販売状況やジープニィの装飾の程度、 (ハ)

Coo p e r a t i v eの場合にしばしば作成される会計簿、(エ)当局によるサンプノレ聞き

取り調査やモデノレ式を用いたコスト推定等に求めざるを得ないが、何れも正確

さや全体像を欠く。ジープニィの財務性の分析に関しては、先に述べたMMUTIP

(1980)、JUMSUT(1984)、“TheFinancial Assessmenl of Jeepney Overations" 

(1985)の結果が有用であリ、これらを主に本稿の議論のベースとした。

(2 )平均的なジープニイの収支構成

表4.1. 2に実態調査"にもとづく平均的なジープニイドライパーとオペレータ

ーの収支構成を示す。 ドライパーがオベレーターからBou n d ar yと呼ばれるレン

タノレ料を支払って運行するのが最も一般的な運行形態であるが、 ドライパーは

1日約397ベソの収入を得、約133ベソのレンタノレ料と約 168ベソの運行経費(主

に燃料費)を支払い、 1日約95ベソの収入を得る。これを他のドライパーと比

較すると、表4.!. 3に示されるようにパスドライパーの約70%、実働時間を考

慮すると約60%程度であるが、他の IPTや自家用車のドライパーと較べると

高く、工場労働者とは労働時間の調整をするとやや高めとなる。

一方オベレータ ーにとってはBoundaryが収入源となる。Bou n d ar yは平均133ベ

ソ/日であり月平均26日稼働するためグロスの月収は3，460ベソとなり、これ

から諸経費を除くと償却費をふくんで2，260ベソ/月又は27，100ベソ/年の収

入となる。これに対してジープニィの市場価格は新車で 10万ベソ中古で 5万ベ

Y であり、耐用年数が新車で 7 年、中古で 3~4 年であリ、 6 万一 7 万ベ Y と

推定される平均価格と較べてもオペレーターにとっても適当な投資対象と考え
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表4.1. 2 
ジープニィ運行の 1日当りの収支構成"1985 

単位ベソ/日

ドフイパ がオベレ タ よリジ オベレタ ドァイ

プニイをレンタノレして運行する場合 ノ〈ーの場合

項目 オベレタ ドフイパー

収入 133.09 396.60 529.69 
支出(変動費)

一燃料 153.93 153.93 
オイノレυ 6.04 5. 18 11. 22 
タイヤ 6.70 6.70 
ーバッテリー 3.00 3.00 
一維持修繕 16.83 16.83 
ーその他 9.292l 9.29 
小宮十 32.57 168.40 200.97 

支出(固定費)

-boundary(レン仰料) 133.09 
一免許 ・登録料 31 2.26 2.26 
保険引 1. 84 1. 84 
一税金引 3.87 3.87 
その他引 5.71 5.71 
小計 13.68 133.09 146.77 
支出合計 46.27 301. 49 347.74 

償却前収入 86.84 95. 11 315.04 
出典。 SMD1" Finantial Assessment 01 jeepneys Operation in Metro Manila 
(FA j OS)" 1 9 8 5 
1 )ジープニイの平均走行距離は年間51，792岡、日 166.3回で、年平均i1!行日数は3111ヨである.
2 )駐車/ターミナル費I?1.67. ターミナルでの運行部へのサービス料(dispatcherfee) ~5.66 空通過圧や笠通
官官に討する袖の下I?1.96からなる.

3 )週転免肝更新費1?50、車両控融資1?405、運送車税(coml1loncarrier tax) l? 250、合計1?7051年
4) TPL (Third Party Liabil it.y)保障1?5751年
5) 11<両監揖説

6 )管理費.協同組合やジープニィ協会への月会費 等

られる。又ドライパーやオベレーターにとっての魅力は収入が日々現金で入る

ことであり、零細事業者にとっては非常に重要なことである。平均的にみたジ

ープニィの運営がドライパーにとってもオベレークーにとっても一定の収入と

投資利回りをもたらすことは明らかになったが、ジープニィの運行形態はメト

ロマニラの全域に及び時間帯も終日に及ぶことから、こうした異なった状況下

で収益性がどう保たれているかについては、運賃体系(初乗り 5kmでその後距

離によって増加)や運行地域差を表わす路線長別にみるのが最も適当と考えら

れ、結果は表4.1. 4に示される。 1983年、 1985年とも同様の傾向を示し、路線

長が短くなるにつれて走行距離と収入が減っている。これは路線長の短い路線

が都心部に多くあり交通混雑の影響を受けるためと考えられる。同時にこうし

た短路線のロードファクターが低いことは、競争が激しく供給が過大であるこ

とも意味するが、このために高頻度が保たれ、短トリップでクリテイカノレな待

時間の減少につながっていることを意味している。そしてこうした競争がサー

ビス水準を向上させる反面、 ドライパーの収入を低くしているものと考えられ

る。しかし参入は無制限でなく、後に述べるように違法参入についても一定の

調整機能が組合を通じて行われており、一般的に言われるような破滅的な競争

が行われている釈ではない。
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表4.1.3 
ジープニィと各種ドライパーの収支比較

項目 1980 1985 平均労働時間

A ジ プーィドライパ
1 )手取り収入(ベソ/日) 50 95 
2 )推定月収 (ベソ/月) 1， 100 1， 900 1日13時間、過 5日
B 他のドフイパ (ベソ/月)
1 )パス 1，530 2，660 1日12時間、月 18日
2 ) トライシクノレ 140 一 1日14時間、週 5日
3 )ベディキャプ 350 l日13時間、月 20日
4 )自家用車(家族) 1. 000 l日12時間以上、月 26日

食事、住居費支給

5 )自家用車(会社) 1，100 1日12時間、月 24日
6 )自家用車(政府) 1，300 1日 8時間、月 22日
C 他の職種の労働者
1 )工場労働者 1，080 1日 8時間、週 5日
D 最低賃金(ベソ/日 )1 21.4 51. 1 
出典 1980年はMMUT1 P (0-5， 0-14、0-16報告沓)より、 1985年は表4.1. 1と同じ
1 )首都圏非民墨田門の値(出典 National ~'agcs and Productivil'y Co..issIon) 

表4.1. 4 
メトロマニラジープニィ路線長別ドライパー収入

路線長 (km) 1> 
項 目

5km以下 5. 1-10.0 10. 1-15. 1 15.1-20.0 
1983年 1 )運行状況

-平均走行距離(回/日) 88 106 93 112 
労働時間(時間/目、日/~) 13/4 12.5/4 13/4 12/4 
-ロードファクター(%) 44 53 53 58 
2 )収支状況
-運賃収入(ペソ/日) 205 240 261 211 
-支出 (ベソ/日) 160 182 196 203 
ーレンタノレ料 88 90 99 98 
一燃料 オイノレ 41 66 14 14 
ーその他 25 26 23 31 
-手取り収入(ベソ/日) 45 58 65 68 

1985年
-平均走行距離 (km/日) 68 105 159 234 
-手取リ収入(ベソ/日) 12 81 102 111 

出典:1983年 JUMSUT、1988年前表と同じ
1) 20回以上の路組は、メトロマニラ峨外とのサービスを宮むものが多くなるので省いた.

(3) 運賃体系と運行費用

ジープニイの収入ベースは基本的には法定の運賃体系にあり、支出は様々な項

目からなる運行費用(運行費用は燃料油脂費、タイヤ費、維持管理費、人件費、

償却費、保険費、諸税からなる)であり、この両者を比較してジープニィの採

算性が継続的に保たれる運賃政策がとられてきたかどうかをみてみる。運行費

用については、実態鯛査と途上国のフィージピリティスタディで用いられてい

る算定式をもとに求め、ジープニィ利用客の平均トリップ長のもとで法定運賃

収入と比較した。このコスト算定式2>による運行費用は行政当局の運賃設定の

ベースになっている。表4.1.5に結果を示すが、これから以下のことがわかる。
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年

1916 

1980 

1985 

1991 

(イ)運賃収入は概ねコスト算定式による代表的走行速度のもとでの運行費用を

カバーする範囲にあるが、算定式による費用推定が実態調査の結果に較べ

て高めに算定される傾向があることを考えると、従来のコスト算定式をも

とにした運賃体系はジープニイに有利に作用している。

(ロ)このことは供給が合法的な運行(認可車両による認可線運行)のみで行わ

れた場合、明らかに供給不足に陥り、結果として合法運行革のロードファ

クターが高くなり、合法運行事は過剰な利潤を得ることとなる。ここにジ

ープエィの参入圧力が強まる原悶があり、認可当局が参入基準としている

RMC (Roule Measured CapacilYと呼ばれ、路線別に認可台数を設定し

ている)との傘離の結果として違法参入・違法運行が生じる結果となって

いる。

表4.1.5

ジープニィの運賃体系と運行収支

運行費用(ベソ/台km) 収入・費用の比較11(ベソ/台)

コスト算定式による値 平均トリップ長(4凶) トリップ長10km

法定運賃(ベソ) 実態 (代表的走行速度) での比較 での比較

調査 15kph 25kph 運賃 運行費用 運賃 運行費用

収入 (算定式による)収入 (算定式による)

0.25/5km+0.05/km 0.53 0.44 2.3 2.1-1.8 4.5 5.3-4.4 

O. 65/5km+0. 13/km 1. 61 1. 21 5.9 6.1-4.8 13.0 16.1-12.1 

1. 00/ 4km +0. 315/km 1. 89 2.94 2.11 10.0 11.8-8.1 28.9 29.4-21.1 

1. 50/ 4km +0. 415/km 3.53 3.13 16.5 14.0-12.5 43.9 35.3-31.3 

出典.刷ETROPLAN(1916)、刷UTIP(1980)、FAjOS(1985)、筆者推定(1991)

1) ジープエィの平均操車人間は 9人 (1976、1980句')、 10人(1985年上 11人(1991'1')である.

(4)ジープニイ運行の収益性を保つ諸要因

ジープニィをふくめた IPTの採算性は、その経営形態からみて、組織化され

た交通企業と異なり、極端にいえば 1日あるいは 1台単位と非常に短い期間や

少ない台数単位で確保される必要がある。一般に問題となるジープニイの様々

な運転挙動は、運行効率をあげたり、客の要求に直接応えることで利用を促し

たリ、状況に応じて割増料金を請求したリすることで直接・間接に日々の収入

を確保しようとするところにその動機が求められる。よく知られている問題挙

動に下記がある。

(イ)運行に関するもの

一 トリップカット 利用客が少ないと思われたり、悪天候や洪水等で困難

が予想されるときに運行を中断して引き返す。

一迂回 混雑区間を回避するために迂回する。
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交差点での客待ち・のろのろ運行(交差点は利用客が多いため)

道路の中央よりでの客の乗降(路側へ寄ると発進がし難いため)

ー客の求めに応じてどこでも停車する

(ロ)運賃に関するもの

一長距離客の忌避(初乗りが4kmのため、短トリップ客を多く乗せたいため)

ー釣り銭の端数分の不返却(客も余り誇求をしない)

深夜、悪天候時の劃リ増し料金

運賃の過大徴収の習慣化(不採算路線で多い)

学生害1)引運賃の無視

以上のような諸点が、社会的反感、自動車利用者の嫌悪、政治介入を招く要因

になっていることは疑いないが、こうした状況が常に発生するわけではなく、

又、そのために道路交通の混雑や安全性や公共交通システム全体の機能にどの

程度ネガテ ィプな影響を及ぼしているか、又、こうした挙動のためにジープニ

イ全体への規制に進む前に個別の改善策がないのか等については充分に明らか

になっているとは言えない。

トリップカットや迂回は利用客にとっては不便であるが、ジープニィのカバレ

ージの広さや高頻度からみて代替ジープニィを見つけることは比較的容易であ

り(しかし運賃は 2度支払う場合も多い)、客の求めに応じてどこでも停車す

ることは、運転動作が紫早く所要時間も短いため、むしろ定まった場所での集

中的な乗降の方が道路容量に影響を及ぼすように恩われる。 JUMSUT翻査でもジ

ープニイ利用客の約40%はいわゆるターミナノレ地区(専用ターミナノレ、公共空

地、ガソリンスタンド、道路上等利用客の多いところに自然発生約あるいは計

画的に駐停車空間が作られ専任の発車 ・整理係が配置されている)で行われて

いることから、これらの地区の交通管理や施設整備を徹底することで、状況は

かなり改善できる。無秩序な運転は途上国の大都市においてはジープニィに限

らず、全ゆる車種について言えることであり、 IPTの問題というよりは、運

転教育、交通管理や施設重量備の欠陥に帰せられるべきであろう。

運賃料率はメトロマニラに限らず公共交通政策のなかでも比較的よく守られる

規制のひとつであるが、これは利用者、供給者何れにとっても関心が強いため

である。深夜や悪天候時の害lリ増し料金は経験から両者が合意しているようで

あるが、興味深いのは路線によって料金の徴収に10ー15%程度の差異があるこ

とである。即ちジープニイの料金体系は初乗り 区間 (5km) と以後km毎に逓増

する体系になっているが調査の結果、多くの利用客やドライパーですら運賃体

系を知らず経験的に運賃の収受をしていることや、何らかの理由で採算性が脅

かされるような路線ではドライパーも乗客も意識されないままに5-15%の過大

な料金が徴収されていることも行われている引。
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又、ジープニイの運行費用はインフレによって年々活実に地大していくが、運

賃の改訂は一定期間後であリ、この間の収益性を安定的に保つためにもこうし

た状況に応じた対応はドライパーにとって不可欠である。フィリピン経済が危

機的状況におちいった 1985年一1990年頃には運賃改訂は政治的に困難で社会的

にも受けいられる環境になかったが、こうした状況下では新規参入が低下し既

存運行事のロードファクターが高くなったことが、交通調査からわかったが、

こうしたところにも市場の自律的なカがみられる。

(5 )ジープニィを支える豊富な低賃金労働者の存在

ジープニィをふくめた IPTの成立が、途上国に共通な豊富な半失業状態の低

価格労働者の存在に依っており、所得水準の向上によって自然に衰退してゆく

という見方があるが刷、表4.1. 2からも明らかなように平均的なジープニイド

ライパーは工場労働者の平均的な月収又はそれ以上を確保しており、ジープ=

イ組合に加入することで様々な社会保障(ローン、医療費補助等)を受ける仕

組みもあり、実践もされていることから(この点については後述の 3)社会的

要因の項で述べる)、ジープエイシステムがいわゆる途上国のインフォーマノレ

セクターに特有の非制度、低価格労働の上で成立しているのではないというこ

とが財務面からも明らかである。

ジープニイ運行における人件費(ドライパーの手取リ収入)の割合は平均約30

%(表4.1. 2) であり、運行する路線長によって28%から33% (表4.1. 4)と異

なる。この人件費の割合はその後もそれ程変化しておらず、人件費割合が増大

しても経営形態の変化(オーナードライパー化)によって吸収できることや、は

るかに所得水準の高いクアラノレンプーノレのミニパスの人件費削合(1978年で44

%(運転手、車窓 2人乗務制)"， 1990年で約47%)や香港での PLB (Public 

L i g h t B u s と呼ばれるミニパス)の成立等を考慮しても近い将来人件費そのも

のがジープニイの収益性の圧迫要因となるとは考え難い。

2 )経済的要因

(1)ジープニィの成立条件における経済性の意味

ジープニィあるいは様々な中間的公共交通機関がしばしば排除・規制の政策対

象になりやすい理由に、これらの交通手段が無秩序な運行や中古車両の使用に

よって、様々な外部不経済(混雑の増幅、環境悪化、事故の増大等)をもたら

しており、輸送効率も怒く経済的ではないという判断がある。しかしこうした

理由は何れも実証されている釈ではなく、混雑に最も影響するのは自家用乗用

車引であり、局地的にはジープニィの運転挙動が混雑を増幅しているが多〈は

交通管理策で改善されるものである7>環境汚染についても騒音はともかく、

排ガスについては、ジープエイが殆どディーゼノレ化されていることから、汚染

物質の排出量は多いが人体に及ぼす影響についてはガyリン事に較べれば軽度

であるといった指摘もあるが、排ガス対策は車体の安全性の向上とともに将来

の大きな課題である。
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ジープニィなどの中量輸送が最も広範囲に論議されてきたのは、よリ大製で経

済性に優れると信じられているパスとの比較においてであり、パスに対しては

問機に鉄軌道マストラであった。メトロマニラにおいてもジープニィは直接競

合関係にあったパスとの対比が過去の公共交通政策のなかで行われ、結果は常

にパスの輸送効率が高いという理由で、多くの場合パスが幹線サービス、ジー

プエイはフィーダーサービスという単純な結論に至っているが、その検討プロ

セスは、単純化されたモデノレをベースに行われたもので殆ど説得力はない。メ

トロマニラのような大都市で地域的にも時間的にも交通状況が異なる状況のも

とで、多様な公共交通需要を最も経済的に満たすためのパス ・ジープニィの機

関分担のあり方には、もう少し広範な議論にもとづいたガイドラインが必要で

あろう。

ジープニィの経済性の分析にあたっては、輸送システムとしての効率性に加え

て、外部経済効果(雇用 ・産業、環境、事故、エネノレギ一等)が問題となる。

ジープニィの経済性は、外部不経済が内部化される制度的な仕組みが市場に存

在しない限り、供給サイドはこれに無関心であリ、利用者は運賃と交通時間費

用を最小化することにのみ関心を持つ。従って経済性の意味する国民経済的視

点からの資源の最適利用という概念は、専ら政府の関心対象であり政策に反映

されるべースとして意味があると言えよう。

(2 )ジープニイの経済性

パスとの比較において、ジープニイの経済性が問題とされる時、パスの輸送効

率との比較が行われることが多い。これは単純化して言うと両者のキャパシテ

ィを乗用車換算値(pc u)で除したもので、ジープニイの 11人/pcu(16X1ハ5)に
対し、パスは24人/pcu(60X1/2.5)であり、従ってパスの方が少ない道路空間

でよリ多くの旅客を輸送できるというものである。しかし、こうした効率性は

直ちにパスの方が経済的であるということにならない。途上国の公共交通プロ

ジェク 卜の経済評価は、計調l方法の限界や信頼できるデータの不足によって、

通常当該システムとセカンドベストの代替システムの運行費用と旅客の時間価

値の比較によって使益を算定することによって行われるが、このなかでも時間

評価値の決定には多くの不確実性が伴う。従って運行費用を最も基本的な便益

のベースとすることが一般に行われている。運行費用の算定は国際機関の援助

プロジェクトの積み重ねの過程でほぼ7 ニュアノレ化されており、途上国の多く

も独自の算定式を持っている場合が多い。

表4.1. 6は経済価格で求めたパスとジープニイの速度別の人・k皿当リの運行費用

であるが、これから次のようなことが明らかになる。

(イ)パスとジープニィが向程度のロードファクターの場合、人・キロ当りの運

行費用はジープ=ィとパスは中 ・高速度で殆ど同じであるが、低速度では
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パスが高くなる。 これは低速度における燃料消費効率の差や運行費用のな

かで時間に関連する固定費の割合がパスの方が高いという点による。 この

ことは、パスの方が混雑の影響を強く受け、走行条件が経済性を保つため

に重要な要因であることを示している。

(ロ) パスが経済的と 言 えるためには、パスはジープニィより高いロードファク

ターを必要とする。又、既に述べたようにジープニイの実際の運行費用は

算定式によるものより低いこと、 一方パスの方は経営形態にもよるが、稼

動率が低く (特にMMTCなど公社の場合)実際の運行費用はさまざまな、

非効率によって算定式の値よリ高くなる場合も多い ことを考えると、パス

はもっと高いロードファクターがなければならない。

表4.1.6 

パス・ジープニィの走行速度別人 ・km当り運行費用"

ロー ドファクター 走行速度別運行費用 ベソ/人'km

% 
乗車人員(人) ジープニィ (km/時) パス (km/時)

ジープーイ パス 10 20 30 40 10 20 30 40 。 。 。2.384 1.472 1.220 1.039 10.399 5.960 4.525 3.985 
60 10 36 238 .147 .122 .104 .289 166 126 111 

70 11 42 216 .134 .111 094 .248 .142 108 095 

80 13 48 183 .113 .094 080 .217 124 094 083 

100 16 60 149 .092 .076 065 .173 099 015 066 

120 72 .144 083 063 055 

出典 )UMSUT調査結果をもとに作成

1) 1983年値、経済価格での算定値

運行費用に旅客の時間費用が加わると、パス、ジープニイの経済性の比較は一

層多様な結果をもたらす。時間費用はアクセス時間、符時間、乗降に要する 時

間、乗車時間、イグレス時間、更に乗換がある場合にはこれに要する時間の合

計に時間評価値を乗じたものであるが、メ トロマニラの場合コリドーによって

異なるが、過去の調査(例えば、)UMSUT)は一般にジープニィの方が小さいこと

を示している。 これはジープエィの高密度なネッ トワークと高いフリークエ ン

シーのためである。需要の大きな幹線コリドーでも、経済的なパスサイズは通

常のパスよりかなり小さくなることや、ミニパスの方が優位であることについ

てWa1 t er s等(例えばWaltersA.A. 1979， Si Icook D.T. 1985)も指摘している。

ジープニィは低性能技術のためにパスよリも騒音、排ガス、安全等の側面でパ

スよりも大きな外部不経済をもたらすことが考えられる。 しかし現実には混雑

が慢性化した大都市では特に高性能の車両が不可欠ということにはならないし、

後に技術的要因の項でみるようにジープニィ は都市間で走行するのに充分なパ

ワーを持っている。仮に中古都品を更新して車両価格が30%あがったとしても、

運行費用に 占める償却費、手1)子費の割合は概ね30%程度であることから、運行
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費用の上昇は 10%以内となる 。 ~n ち車両の改良を行ってもジープニィはパスよ

り経済性が高い状況を保つことができると考えられるし、パ旦がプレミアムサ

ービスを高運賃で行って成功したようにジープニィにもその可能性があること

を示している。

(3 )ジープニィ産業

ジープニィを含む IPTの外部効果に雇用効果や産業開発効果があげられるが、

具体的な研究成果はない。いわゆるジープニィ産業といわれるなかには、ジー

プニイの製造、運行、メンテナンスとこれに関連する諸サーピスがふくまれる。

産業規模を規定するのはジープニイの台数であるが、メトロ 7 ニラにおけるジ

ープニィ台数は公式統計の値と実台数に大きな差があり、かなリ正確な実態が

把えられたのは1980年代初めMMUTIPやJUMSUT等の大規模な調査が行われた時期

に限られる。 1982年の登録台数日，000台に対して実運行台数は36，000台であり、

当時の稼働率から実際の保有台数は42，000台と推定された。ジープニィの登録

台数はその後も培え続けているが、以下の考察はこの推定値をもとに 1985年価

格で行っている。

製造主fi ジープニィの耐周年数は約 7年であリこれからメトロ 7 ニラの在籍

車両を更新するためには毎年6，000台の供給が必要である。 これに必要な 7 ン

パワーは大雑把に言って 1100人であり別、新車価格が概ね10万ベソであるので、

年間の生産額は 6億ベソと推定される。

連立並旦 ドライパーとオペレークーがこの部門の中絞である。 ドライパーは

36，000台の実運行台数と l台当りのドライパー約1.5人から約54，000人、オペレ

ーターは 1人当りの平均保有台数1.6台から約23，000人と推定される。 ドライ

パーの収入総額は年間約16億ベソ、オペレークーのそれは年間約11億ベソであ

る。ジープニイ運行費で大きな害IJ合を占める燃料、油脂ytは年間約18{j意ベソで

ある。ジープニィの運行には組合、協会活動や現場での交通整理員等が必要で

あるが、これへのジープエイドライパーやオベレーターの直接的な金銭支出は

年間約1.1億ベソであり、この80%が人件費(月収1，200ベソ)と仮定すると約1

500人の雇用が発生していることになる。

メンテナンス部門 メンテナンスはオペレーターが自分の専用メカニックを抱

えたりする場合もあるが、通常市内の各所にある修理所に委託する。メンテナ

ンスの総額は年間約1.9億ベソでこれにタイヤ、バッテリーの売り上げ約1.1億

ベソが加わる。メンテナンス総額の1/2が人件費と仮定すると、ジープエイ関

連のメンテナンス従業者は(平均月収1500ベソと仮定)は約5，000人と推定さ

れる。

以上の仮定を混えた概略の検脅すからジープニィ産業は従業者ペースで約10万人、

生産高で約50億ベソと考えられるが、これは当時のメトロマニラの全従業者数

の 5%、GRDP(l982年で1，050億ベソ)の 5%弱を占めるものと推定される。
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(4)社会的費用の負担

ジープニィが社会的費用を適切に負担しているかどうかについては、事実上計

測は不可能であるが、これをどの程度税金を行政に支払っているかという側面

からみてみる。ジープ=ィの運営に関る諸税は車両、タイヤ、燃料油脂に限せ

られるものと、免許、登録、運行に関るものである。前者の税率は概ね車両

(13%) 、タイヤ (10%) 、燃料 (10%) 、油脂 (20%) であリ、後者につい

ては 1台当り年間 1，900ベソ(表4.1.2)である。以上から車両販売から0.6億ベ

ソ、タイヤからO.1億ベy、燃料油脂から1.8億ベソ、諸税から0.7億ベソ、合

計3.2億ベソの財政への貢献をしていると推定される。

これに対してジープ=ィは既存の道路空間を利用する以外は、行政から特別の

施設整備上の恩恵は受けていない。ジープニィ交通が道路舗装、道路施設にど

の程度の負担をかけるかが問題となるが、ジープニィは構造上オーバーロード

がされ難いため、特に大きな負担を舗装にかけているとは考えられない。

(5 )交通事故

ジープニイの乱暴な運転が事故の増加につながっているという批判は、メ トロ

マニラだけでなく多くの途上国大都市の類似機関についてもよく聞かれる。メ

トロマニラにおける交通事故統計は事故処理のあいまいさから信頼を欠くもの

と恩われ、詳細な分析には耐えられないが、表4.1 .7に示される車種別の事故

件数をもとに若干の考察を加えた結果は下記である。

(イ)事故件数は乗用車が全体の46%を占め最も多く、次いでジープニイの25%、

パスの 14%である。しかし死亡事故ではパスが最も多く、全体の42%を占

め、自家用車の 19%、ジープニィの 15%がこれに次ぐ。傷害や物損につい

ては自家用車、ジープニィ、パスのl仮であるが、傷害にはタクシーやオー

トパイが同時に目立っている。

(ロ)これを交通量(台 ・キロ)当リの事故頻度でみると、表4.1 .8に明らかな

ように死亡事故ではパスが圧倒的に高く、他の車種の 15借から20侍の頻度

を示しており、傷害、物損でも他車種の 2倍以上である。

(ハ)ジープニイの交通事故は交通震比でみると死亡では乗用車とトラッ夕、オ

ートパイの間にあり、傷害では最も低く物損も自家用車なみである。

以上から明らかなように、ジープニィと交通事故の多発を結びつける根拠は全

くなく傷害や物損件数の絶対量が多いことや、ジープニイの運行区域が人通リ

の多いメトロマニラ全滅に及んでいることから、そうした社会意織を植えつけ

ることになっているのかも知れない。
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表4.1 .7 

メトロマニラ車種別交通事故件数、 1982

事故件数 害IJ 合(%)
車種

計 |死亡 傷害 物損 計 死亡 傷害 物損

自家用車 238 3， 966 20，356 24，560 18.8 33.9 49.7 45.6 

タクシー 72 1，980 2，028 4，080 5.7 17. 0 5.0 7.6 

ジープニイ 193 2，833 10，215 13，241 15.3 24.2 24.9 24.6 

パス 526 1，096 6，006 7，628 41.6 9.4 14.7 14.1 

トラック 94 705 1， 100 1，899 7.4 6.0 2.7 3.5 

オートパイ 142 110 1，225 2，477 1.2 9.5 5.0 4.6 

合計 1，265 11， 690 40，930 53，885 100.0 100.0 100.0 100.0 

出典 CHPG 

表4.1 .8 

メトロマニラ車種別事故頻度

交通量(台 ， ~，/日)" 事故頻度(合計/全車平均=1. 0) 
車 種

000 % 死亡 傷害 物損 計

自家用車/タクシー 8，724 53.9 0.45 0.94 1. 01 0.99 

トラック /オートパイ 2， 193 13.6 0.63 1. 14 0.57 0.60 

ノ、 ス 793 4.9 8.49 1. 92 3.00 2.88 

ジープニイ 4，474 27.6 0.55 0.88 0.90 0.89 

2口h 計 16， 184 100.0 1.00 1. 00 1. 00 1. 00 

出典 表4.1. 7と 1) JUMSUT(1984) より算定

3 )社会的要因

(1)ジープニイの社会性

ジープニィが単なる公共交通手段としてだけではなく、フィリピンの伝統的な

文化を象徴し市民に親しまれ全国の隅々にまで普及したが、世界に多くある I

PTのなかにこれ程までに社会に浸透した例は殆どなし、。独特の外観やフレキ

シプノレな運行は単に都市内の旅客輸送だけでなく都市間の旅客輸送、物資輸送、

観光用、自家用交通機関として国民の生活に欠かせない存在となっている。更

に前項でみたようにジープニィは、大きな関連人口をもち一大社会集団を形成

していることや、小規模資本の格好の投資対象であることを考えると、顕著な

社会性をもっていることがうかがわれる。
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(2 )ジープエイの社会的起源

戦後の余華IJ軍用車をベースにジープニィを含む縫っかの lPTが誕生したのは

インドネシアの Ope1 e I等でも同様である。しかしジープニィがフィリピンで

独特のデザインと広く社会に受け入れられ発達したのは偶然ではなく、歴史的

背景に強く影響されている。 Ca1 e saは"King 01 Ihe Road" と呼ばれた程に20

世紀前半期に発達したが、様々な装飾を施しておリ、ジープニイはこのCa1 es a 

で培われた公共交通の乗車習慣と装飾を引き継いだ91 装飾については旧くス

ペイン時代広範囲の運河 ・河川l網に支えられた市街地で発達した物資運織用の

小型船舶 Casc 0 に起源があり、 Ca1 es aに引き継がれた。ジープニィには様々

な別名称が付けられ (Mi g h I Y M i g h I、Pi n 0 y T r i p、5u p er Ha I i d、Rush Riders 

5 p ec i a 1、Road Masler、Coed'sChoice、Road Runner、Geproks Liner、D'

J ee p r 0 X、Barok Special、Ki n g 01 I h e R 0 a d) 一時は多くの車体に Jee P n e Y 

Kingとペイントされる程ドライパーに愛され、メーカーも様々なモデノレ(Fa n I a 

slic， De Luxe， Super， Super Special)を市場に出し、大手ガソリン供給業者

はジープニィの車体に施すデザインや装飾品についての様々なコンテストを実

施した 10>。こうした供給サイドの工夫はそのまま利用客の誘致につながって

きた。又後方からの乗降についてもCa1 es aのピサヤ地方版とも言える Ta r t a n i 

laや 7 ニラで馬車時代に定路線運行をしていたCare I e II a-bu sで既に行われて

いた。以上のようにジープニィはCa1 es aの自動車版であり、実際初期にはAu I 0 

-calesaと呼ばれる乗用車を改造した小型ジープ=ィが普及していた。

(3) ジープニ ィ組合

メトロマニラには 4つのジープ=ィ組合があり、何れも全国組織である。組合

は何れも SE C (Securilies and Exchange Commission) に法人登録をするこ

とになっているが、これを行っているのは FEJODAP (Federal ion 01 Jcepney 

OPeralors and Drivers Associat ion) とPASANGMASDA (Pasang Masda Nalion 

wide Drivers Associal ion)のみである。組合は苓付と会費で運営されている。

会員になるためには例えばFEJODAPの場合オペレークーは認可路線(フランチャ

イズ)の証明書を、 ドライパーは運転免許涯を提示するだけでよい。会費は少

額でほぼ週あるいは月単位でドライパーやオベレーヂーから直接組合に支払わ

れる。一方会員の恩典は下記であるが、同時に会員の不正行為や会則違反に対

しては会員資格を停止する自律的な権限ももっている。

一フランチャイズの申請/更新手続

一会員の運行上の諸問題についてLTFRB(Land Transporlalion Franchise and 

Regulalory Board) との折衝

-SSS (Social SecurilY Syslem) への加入と SSSの低利融資のあっせんや医療

補助

一取締当局との調整や陳情
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こうしてジープニイ組合を通じて行政当局との接点が確保され、フォーマノレな

社会保障制度の利用も可能となリ、ジープニィドライパーや零細オペレークー

の社会的蕊盤がかなりの程度形成されている。

組合の最も大きな問題のひとつに、違法参入 ・運行 (c010 r um) 問組がある。

会員から違法オベレーターが正規営業を妨げているとの苦情が申し出られると、

組合は独自の調査を行って当該路線の需給バランスを分析し、違法運行が特に

影響を与えていないと判断されるとそのまま放置するか、又正規の登録申諮を

進言する。問題があるとされる時には組合支部から本部へ上申され取締当局に

訴える。しかし違法運行に対する罰則は少額の違反金 (1995年で750ベソ)と

3ヶ月の運行停止(ナンバープレートの一時的没収)だけであリ、その後の運

行が再開されることである。しかしこうした組合の路線単位でのインフォーマ

ノレな介入の仕組みによって、結果的にはメ トロマニラの地域状況に応じた供給

体制が試行錯誤のもとにつくられることにつながっていると 言えよう。

ジープニィ組合は、現場のドライパーやオベレークーの運行状況や生活状況を

直接に知りうる立場にあり、運賃の値上げやジープニィ運行に影響する政府の

交通政策(例えば LRTの建設、ジープニイの通行規制等)に対してその団結

カと規模の大きさから、非常に大きな影響力を発縛する。

(" (4)ジープニィ協同組合 (cooperalives) 

ジープニイを含む IPT従事者の生活には、行政は余り関心を払うことなく、

むしろ交通秩序を乱す元凶として排除方針をとっていたが、 1973年のオイノレシ

ョックによる燃料値上げが交通業者の運営や 1P T ドライパーの生活を直撃し

たため政府は大統領令395(後にExeculive Order No.898.1983)を制定し、 IP 

T ドライパーや零細オペレークーの支援策に乗り出した。 Officeof Transpor 

I Cooperalives(OTC)を政府内に設置し、協同組合設立を呼びかけた。 OT

Cはジープニイ、 トライシクノレ、タクシー、ミニパス、パス等が対象であり、

参加資格は 18才以上のドライパー、 ドライパーオベレーク一、保有台数 5台以

下の小規模オペレータ一、関連労働者(メカニッ夕、ディスパッチャー等)であ

り、最低50人の組合員、 25台の車両、 25.000ベソの資本金が必要とされ、一種

の路線組合であり、共通の地点を通る複数の路線単位で組織化されるものとし

た。オベレーターは所有権はそのままであるが運営は協同組合に属し、登録、

路線認可も登録された協同組合名で行われる。これによって組合員の受ける特

典は下記であるが、同時に協同組合員はストライキに参加できないことになっ

ている。

一登録日 より 5年間の所得税、 CommonCarrier Taxの免除

ー当初事業資金の援助

一LTO. LTFRB. DOTC. CHPG等関連行政機関の事務手続きの代行
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1980年代に相ついで組合が設立され、 1980年には組合所有のジープニィ台数が

全体のわずか2.1%に過ぎなかったが、その後わずかずつ地加 している。現在

(1995年)メトロマニラには94の組合(組合員 15，450人)があり、 5，615台の

公共交通機関(内4，442台がジープニイ、 トライシクノレ485台、タ夕、ンー414台、

ミニパス 81台、パス 181台)がその傘下にある。増加傾向が緩かなのは政府の原

資に限りがあるためと言われている。

表4.1. 9に交通協同組合員の社会経済面の特徴を示しているが、ドライパー、

ドライパーオベレーター、オベレーター何れのグノレープも既婚者が殆どで、平

均 3人前後の子供をもっているので、 5人が平均的な世帯規模である。 ドライ

ノミー、 ドライパーオペレーター、オベレーターの順に学歴が高くなリ、持ち家

率も大きくなるが、全体に労働時間も、実働日では 11-12時間と長いが、月間

では約210時間程度であり、収入に占める食費の割合をみても最も高いドライ

ノミーでも約50%であり、約半数が持ち家であることは、協同組合に加盟してい

るメンバーに限って言えばかなり安定した生活基盤を持っているということが

できる。

表4.1. 9 

メトロマニラ公共交通協同組合 (TransporlalionCooperalive)員の社会経済面の特徴い

ドライバー
ドライパー

オペレーター
オベレークー

1)平均年令(年) 35 39 46 

属 2)性別・男性の割合(%) 93.4 100.0 61. 2 

3)既婚者の割合(%) 91.1 90.6 94.5 

性 4)教育歴 小学校/高校/ 36/54/10 19/58/22 11/36/41 

カレジ相当者の割合(%)

声司宮ず 5)平均の子供数(人) 2.8 3.0 3.2 

6)持ち家の害IJ合(%) 41.1 54.1 78.3 

労働 1)経験年数(年) 10. 1 

条件 2)労働時間(時間/日、日/週) 12. 5，4.2 11.0， 4. 8 

3)月間労働時間 210 211 

平均保有台数(台) 1. 12 1. 55 

(95%がl台保有) (91%がl台保有)

収 1)ドフイピング 1， 590 4，310 3，050 (レンタノレ)

家 入 2)その他引 1，300 2，930 3， 790 

計 合計 2， 890 7，300 6， 840 

収 1)ドフイピング 650 640 

支 支 2)メンテナンス 1，600 2，380 

出 3)食費 1， 430 2， 100 不明

4)その他 不明 不明 不明

事故、交通 1)交通違反件数(回/年) 2.9 4.8 

違反件数 2)交通事故件数(回/年) 0.5 6.8 

出典 Balao V.V(l988) "A Sludy on Ihe Socio-economic Prolile 01 Members 01 

Transportation Cooperatives"をもとに作成
1)闘査サンプルはジープニィ (474人)、ミエパス (27人)、トライシクル(5人).タクシー (12人)で吏通手段>>1)の
担!t 分析は行われていない.
2 )配園者や家I!>メンパーのドライピンク以外町眠λ.
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(5 )零細・小規模資本の投資機会

ジープニィ、 トライシクノレ、ベディキャプ等は零細・小規模な資本の投資機会

として重要な役制を呈している。フィリピンは様々な職種の労働力を国外に o
v e r s e a s Co n t r a c I Wo r k e rとして短期移民させる制度を持っており、公的統計

に示されるだけでも年間約70万人口¥非合法の者を入れるとこの 1.5ー 2倍に

及ぶ労働者が出稼ぎに出ている。こうした出稼ぎ労働者 (migrantworker) が

蓄えた所得をもとにして何に投資するかについて調査をした結果があリ、表4.

1. 10に示される 。平均16.3%が交通部門に投資をしているが、この大部分がジ

ープニイ、 トライシクノレ、タクシ一等と言われている。

表4.1. 10 

出稼ぎ労働者の投資分野(メトロマニラ、セプ)

単位 % 

投資部門 本人 家族・代理人 平均

-交通 15. 1 17.0 16.3 

-貿易 28. 3 39.0 35.3 

-製造 15.1 12.0 13.1 

-不動産 3.8 5.0 4.6 

-農業 ・農業関連 18.9 10.0 13. I 

サービス業 18. 8 17.0 17.6 

出典 Scalabrini Migrat ion Centre， 1988 "Enterpreneurship on 
Migrant Earnings" Tablel4 

(6 )ジープニィ利用者の属性

メトロ 7 エラの公共交通は低・中所得者層のみならず、高所得者層においても

よく利用されており、 jUMSUTによれば、 1980年のパーソントリップ調査で公共

交通を殆ど利用しないのは、最高位の所得階層(全世帯数の上位0.6%)だけで

あり、これに次ぐ 10%の層では約32%のトリップが公共交通で行われる。問機

に自家用車保有世帯においても全トリップの約32%が公共交通で行われこの内

74%がジープニィ、 20%がパス、 6%がトライシクノレである。ジープニ ィとパ

スの選択は所得水準には殆ど関係ないが、 トリップ長とトリップ目的で大きく

異なる。ジープエィは学童・学生や主婦に顕著に利用され、一般労働者や販売

従事者の支持が高く、パスはオフィスヲーカーや専門職の利用が高いという差

があり、 トリップ長も長い。パス利用者の平均世帯所得もジープエ ィ利用者の

それより若干高いが、パス路線とジープニィ路線の地理的な分布が異なってお

り、パス路線が比較的高所得者層が分布する地域を通る EDSAを中心に置かれて

いるためとも考えられる。こうした状況を考臆しでもジープニイがその高密度

なサービスによって地域社会に密着した身近な交通手段として広く利用されて

いることは疑いない。
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4 )技術要因

(1)初期のジープニイ

ジープニィが戦後の余剰軍用ジープを改造して出現したことはよく知られてい

るが、誰が最初のジープエイを製造したかについては長い間わからなかった。

• J ee pn e y'の著者Torres E.によればジープニイが定着してきた 1968年に新聞記

者がこの疑問を投げかけ、 1910年に賞品が懸けられ公募された結果 C1 0 d u a 1 d 0 

De 1 f i n 0というポップ音楽のバンドリーダーであることがわかった。当時音楽

家は失業状態で、市民が交通手段の不足に悩んでいたことに目をつけ、 1945年

にジープを改造してワンマン交通事業を始めたといわれる。 8人乗り(後部 6

座席、運転席 2座席)の木造車体で屋根はキャンパス地のきわめてシンプノレな

ものであった。その後ジープに施された改造は、後部客室に 2列のベンチ式座

席の設置、後部からの乗降用ステップの設置、屋根をキャンパス地から金属に

変更、後部車輪格納部にフェンダーの設置、スペアタイヤを運転席横に装着、

後部座席に背もたれの設置等であり、前部座席を運転手をふくめ 3人掛けにす

る等で初期のジープニィはAuloCalesaと呼ばれた。ジープに加えて乗用車を

ベースにしたものが殆どで、町の自動車修理工場で改造が行われていた。普及

が進むにつれ車体が{申ぴ運転席をふくめて 11人乗りが登場するようになり、こ

の頃からジープと“ジットニィ"を組み合せたジープエィという呼称が定着し

たようである。1940年代から 1950年代の初めにかけて、ジープニィメーカーの

パイオニアであるMagsikapLegaspi、LeonardoSarao、AntonioFranciscoが

組立工場(といってもコテジインダストリーと呼ぶのがふさわしい程度)を建

設して、その後のジープニィ製造業の基礎を築いた。

(2 )ジープニィの製造技術

ジープニィは当初はジープや乗用車を改造していたが、間もなく底をつき需要

が増大するにつれ、中古部品の輸入が行われるようになった。一般的なジープ

ニィは座席定員14、16、20人の 3タイプであり、 2.1、2.4あるいは3.3リッタ

ーのエンジンを登載している。表4.1. 11に示されるようにジープニイのベース

は1s u z u KC又は1s u z u 240中古トラックが殆どである。又主要部品を調達先別

にみてみると表4.1. 12に示されるようにエンジン、 トランスミッション、ステ

アリング、車軸が全点輸入であり、プレーキシステムと電装が輸入・地元両方、

車体関係とサスベンションが地元となっている。車体に使われる材料はトタン

板、鉄パイプ、鉄棒、溶接棟、ラワン材、ステンレス鋼板、自動車用塗料 ・充

壊材、ココナツ繊維、木枠、プラスチックシー ト、合成皮革、針、フロントグ

ラス等に全て地元で調達され必要な加工が施される(ジープニイの製造プロセ

スについては補遺VI参照)。部品は必ずしも中古だけでなく新品の調達も行わ

れているが、供給源となる車種が中型トラックや25人乗りのミニバスクラスの

ため、ジープニィに求められる耐久力は充分にある。シャーシーは工場で充分

な安全率をみて製作され車体もステンレス製でシャーシーへの固定も充分な強
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表4.1. 11 

ジープニイのベース車両

ベースモデノレ | 割合(%)

1) Ford Fierra 0.3 

2) Toyota Tamaraw I 0.6 
3) Mitsuhishi/Fuso I 2.9 
4) Is"，u KC/lsuzu240 I 94.9 
5) その他 1.3 

出典 SMDl (1985) “FAJOS" 

表4.1. 12 

ジープニイの技術と部品調達

主要コンポーネント
主要部 調達部品点数

品点数 輸入 地元

1 )車体 30 30 

2 )車体装飾 12 12 

3 )車体綴装 15 15 

4 )エンジン 39 39 

5 ) トランスミッション 26 26 

6 )ステアリング 15 15 

7 )サスペンション(前・後) 6 5 

8 )車軸(前) 9 

9 )車軸(後) 17 17 

10) ブレーキシステム 14 5 9 

11) 電装 22 12 10 

出~ 筆者によるインタビュー調査 121

度を持っている。ハンドプレーキは装着されず、 ドライパーの運転技術でコン

トローノレされている(ハンドプレーキ、スピードメータ一、燃料計等はユーザ

ーのオプションになっている)。技術的にみて安全面からは空事で100km/時、

実車で70km/時が適切な最高速度と考えられるが、これは事実上都市内公共交

通機関としては充分であろう。問題は車体の延伸や高い座席位置によって箆心

位置がまちまちになり、横転し易い傾向があることと言われている。

ジープニィに対する標準仕傑を定める動きは現在のところな く、登録前の車両

検査も非常に簡単で事実上行われていないのに等しく、安全性は専らメーカー

の技術に左右されている。

(3 )ジープニィの維持管理

ジープニィのメンテナンス上の最も大きな問題は輸入部品とタイヤの高価格に

ある。従って、部品の調達では広範囲に及ぶ様々なプランドの部品がメンテナ

ンス技術者の創意工夫によリ活用されている。こうした技術者の力量次第でジ

ープニィの耐周年数と安全性は大きく左右される。
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(4)適正技術としてのジープエイ

ジープニィを含む IPTが製造、維持管理、運営面において適正技術の多くの

要件を満たしていることは明らかであるが、一方では中古機械部品をベースに

組み立てた低い技術力(先進国からみた)のために、安全性や排ガス・騒音等

による環境上の問題を引き起こしているのではないかという見方がある。しか

し事故の実態をみる限リハードウエアの欠陥が直接の事故原因となることは余

りなく、専ら人的要因によるところが大で、ジープニイの事故率は走行キロで

みても低い方である。排ガスについてもいち早くディゼノレ化が進んでおり、汚

染実態も明らかでないし、騒音が経済的 ・社会的に顕著な環境問題になってい

るとは考えられないが、将来よリ高度なニーズに応え生き延びるためには安全

性や排ガス対策は重要な際題である。世銀が言うところのプロジェクトへの投

資基準としてのaf f 0 r d a b i 1 i I y， re p 1 i ca b i 1 i I y， s u s I a i n a b i 1 i I Yという概念に照

らせばジープニィの成立してきた過程はこれを充分に満たすものであったと言

える。産業部門での技術移転において、移転に伴う学習効果として、(イ)技術

の選択を独自に行いうる能力、(ロ)技術を体得して機械整備を操作維持する能

力、(ハ)移転された技術に改善を加える能力、(ニ)自ら新しい技術を生み出す能

力が上げられるが 13>、これと照らしてもジープニィは(イ)(ロ)(ハ)の段階を完了

しており、今ゃなんら特殊とは言えなくなった自動車技術をもとに、社会ニー

ズにあった新しいジープニィの創造の試みも始まっている。

5 )環境要因

(1) メトロマニラの市街地構造とジープニイの発達

メトロマニラの道路網は、アメリカ占領期に計画的に整備されたヒエラノレキカ

ノレなネットワークを持っている点で、他の東南アジア大都市と異なる。 この範

囲は概ね現在のEDSA (環状 4号線)の沿線から内側であり、ジープニィが出現

した時には既に良好な道路網が存在していたことを意味する。 このために、市

街地は公共交通路線によって極めて効率よくサービスされ、同時に多様な路線

の組み合わせが可能になった。当初はパスが幹線を中心にサービスしていたが、

ジープニィは準幹線と幹線の両方をカバーしながら幹線でパスと競争を始めた。

ジープニィが次第に増加し幹線道路でのフリークエンシーが増大し、路線の増

加によって多様な目的地選択が可能になるにつれ、次第にパスを脅かすように

なった。単一のモードで大部分の市街地が高頻度の公共輸送サービスを受けら

れるようになった例はメ トロ7 エラ以外にはなく、バンコクやジャカノレタで同

様の中匙公共交通手段が存在したにも拘らず結局は補助的な役割しか果たせな

くなったのは、こうした道路インフラの量と質の差が大きな要因のひとつにな

っていると考えられる。

高規格の環状線EDSAと主要放射道路との交点に大規模な商業 ・業務コンプレッ

クス(幾つかは副都心に成長している)の開発が行われたが、これによって強都

心型から複数都心型へ都市構造が変化したために、道路上の公共交通需要分布
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が双方向になりかつ多様化したことも公共交通の利用を高め、特に高密度・高

頻度サービスであるジープエイの発達を促すひとつの要因になったと考えられ

る。

(2 )ジープニィ施設

公共交通がよく利用されるためには、利用客の乗降施設や車両の駐停車施設等

の整備が必要である。しかし、メトロマニラの公共交通施設の整備に対して公

共が政策的に資金を投入することは殆どなし、。ジープニィやトライシクノレはド

ライパーやオペレーターの自宅の駐車場や近傍の道路に駐車し、運行時間中は

路線の起終点に駐停車する。こうした起終点は通常公共交通需要が集中する地

区に置かれており、ジープニィターミナノレと呼ばれている。 JUMSUT調査によれ

ばメトロマニラ全体で184ヶ所のターミナノレ地区があり、このうち路外の公共

空地やガソリンステーシヨン等を利用したものはわずかに35ヶ所で、残りの 14

9ヶ所は道絡を利用している。道路を利用したターミナノレは lヶ所にあるわけ

ではなく、方向別に幾つかの広憾員道路の最内側車線に列をつくって客待ちを

している場合が多い。大きなターミナノレ地区ではディスパッチャーと呼ばれる

ジープニイの発車係がおり、利用客や交通状況をみてジープニィの交通整理を

行っている。こうしたターミナノレ地区に全ジープニイ利用客の約40%が集中し、

大規模ターミナノレ地区では 1日約30万人から 40万人もの乗降客がある。道路空

間だけでこれだけの利用客が扱われるために、こうした地区では激しい道路混

雑がみられ、自家用車の交通は著しく阻害されることになる。しかし一方公共

交通利用者にとっては、混雑による速度低下はあるものの、多くの路線が集中

しているため乗り換えが便利であり、ジープニィだけでなくパスやLRTとの接

続も容易であるといったメリットがある。こうしたジープエィターミナノレ地区

は、日本の鉄道駅のように、乗り換えと商業サービスを一体として行う機能も

備えておリ、これが平面的に拡大したものとみることができる。これらの地区

を詳細にみてみると、 JUMSUT調査で明らかになったように、理想的には路外の

ターミナノレ施設を整備することで、現実的にはジープニィや利用客の交通動線

を注意深く検討し交通管理や路線変更に加えて若干の施設整備(ジープニイベ

イ、歩道橋等)を行うことで、著しく混雑を改善できる可能性があり、メ トロ

マニラにはこれを可能にする道路空間が存在している。ジープエィはこうした

ターミナノレ地区で路線組合の交通整理員や笹官等にターミナノレフィーを払って

おり、利用者負担を前提とした公共交通施設整備の可能性も考えられる。

(3 )需要特性に 7 ジチしたジープニイ

パスとジープニイが幹線道路上で競合していると言われるが、公共交通需要を

分析すると、ジープエイとパス利用客のトリップ長分布には明らかな相違があ

り、競合するトリップ長得は概ね5.lkm-7.5kmだけであり 、他の距離帯ではは

っきりと分担が分かれている。ジープニィが現行の運賃体系のもとで(5 kmま
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6 )政策

で均一 現在は 4kmまで)収益性を保ちながら、少ない待ち時間・乗降時間や

フレキシプノレな運行で確実に利用者のニーズに応えている反面、パスがジープ

ニィとの競争に敗れていくのは、路線の選定が適当でないことに加えて、ジー

プニィと同じ運賃体系が適用されているところにも原因があると考えられる。

(1) 都市交通に関する規制の枠組みと政策の流れ

都市交通における様々な規制は国全体を対象に制定されておリ、これが適用さ

れる段階でメトロマニラとそれ以外の地域に 2分されてきた。中央政府が直

接介入し、地方政府の役害IJは限られていた。アメリカ時代の 1936年に Pu b 1 i c 

Service Act が制定され、以来1980年代を通じて公共交通に対して、交通業者

の独占と収奪的な性向から一般公衆の利益を守るために政府の介入が必要で

あるとの基本的な考え方が政策の根底にあった。 1912年まで存続した Pu b 1 i c 

Service Commission (PSC)は法務省のもとに置かれ、法律家が中心になって参

入、運賃、交通事業者の運行サービス水準の決定を、鉄道と航空を除く交通サ

ービスに対して行ってきた。こうした経緯によってフィリピンの交通に関する

規制システムは、法体系自体は強固になったが、運輸部門の実態や変化にあわ

せた政策シフトが困難になった。 1912年の戒厳令下で硬直的なPSCが廃止され、

1980年代を通じて様々な組織の改編が行われた。 Boardof Transportation 

(BOT)が陸上交通と海還を対象に設立されたが、 1980年代初めに海運は独立し

て Maritime Industry Authority (MARINA) となり 1985年にBOTは Bur e a n 0 f 

Land Transportat ion と合体してLandTransportat ion Commission (LTC)とな

った。 1981年にLTCは再びLandTransportation Officc(LTO)とLandTranspor t 

Franchising and Regulatory Board (LTFRB) に分割された。そして LTFRBが

公共交通事業者の参入と運賃を規制している。こうした再編も結局のところは

組織面に止まり、法律による公共交通の規制という基盤は変らなかったが、 LT

F RBがDOTCの管轄下に置かれたことで、以来DOTCの政策の影響を強〈受けるよ

うになってきた。

長い間フィリピンの公共交通政策を支配してきた概念に“PriorOperator Rule" 

(先行者の毒事重)、“Protectionof Investment"(適正事業利潤の保全)、“Cr 0 S S 

Subsidy"(内部補助)、“Territorial Responsibility"(地域調整)"等があり，4>

何れも公共交通の規制によって適切なサービスを公平に行おうとする意図に支

えられていた。そして、戦前はこうした政策のもとに公共交通の秩序が保たれ

ていたが、都市の規模も小さかったこと、行政能力が高かったこと、政治 ・社

会が安定していたことなどがその背景にあったと考えられる。戦後、状況が一

変したにも拘らずこうした基本理念は受けつがれ、パス公社の股立、パス事業

者の統合、フィリピン国鉄通勤線の改良、 LRTI号線の建設と公共主導の公共交

通改善策が打ち出された。ジープニィをコン トローノレし ようとする動きもこう

した流れの中で必然的に起ってきたと考えられる。(ジープエイの規制につい
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ては次項で詳しく述べる)。 しかしこうした一連の政策発動の多くが失敗に帰

し、 1980年代に入って世界銀行等の影響もあり、“経済主義"とも言える!lilJきが

台頭してきた。これに行政カの低下(規制実施や財政面)や政治的無責任さが

加わって民営化や民活の動きが活発になったきた。

(2 )ジープニ ィ規制・政策の変遷

ジープニイは前述のような公共交通の規制に関する法律が出来上ってから出現

した公共交通機関であり、その発達は法律家主体の規制当局には極めて不快な

存在として見られたと恩われる。しかしジープニィを路線も台数も限られるパ

スと同じような規制で車両、参入、運行管理を行うには、行政能力が不充分で

この結果当局の情報と実態とが大きく草離したままの状態が続いてきた。ジー

プニィに対してはその役割を限定する方向で政策発動がされ、 1950年代に早く

も幹線道路の通行制限が、 1960年代にもジープニイ 4台の撤退でパスl台の参入

許可を与えると言った施策も試みられた。何れも失敗し、 1970年代にも再びジ

ープニイを準幹線道路へ移す試みがかなり大がかりに行われたが、目立った変

化は結局起らなかった。 1980年代にはTI号線の開業に伴って)1 CA調査によリパ

ス、ジープニィの路線再編が詳細に検討され計画されたが、これもジープニイ

組合の猛反対と政治的判断によリ実施されないで終った。わずかに1980年代初

めにパス事業者統合事業の実施に先だって行われたEDSAからのミニパスの郊外

路線への転換や、 EDSA、Roxa s通リ、 SouthSuper Highway等一部幹線道路の

ジープニイ路線排除に成功した程度である。こうしたジープエィ追放や路線再

編が結局は失敗に帰すのは、様々な理由があるが、最も基本的には、ジープニ

イの役割を積極的に認めようとしな い行政の伝統的な態度、これに対するジー

プニィ業界の不信感、時間をかけてっくりあげてきた一定の均衡状態が絞られ

ることによるドライパーの不安がある。政策発動に当つての行政の計画プロセ

スや実施体制をみると、目的が適切に達成されるかどうか疑わしい面も多く、

行政の介入に対して生理的な反発が真先に出てくるのも当然のことかも知れな

し、。

ジープニィに対する規制は、行政通達 (Memorandu四 Ci r c u I ar) で行われるこ

とが多い。 1976年以降の通達の発令状況と主な内容を表4.1. 13に示したが、発

令後無効になったものや、有効なものでも不完全にしか実施されていないもの

が殆どである。これらの通達からもジープニイの参入制限、路線再編、違法運

行の排除等を試みていることがわかる。こうしたなかでジープニイの路線長の

制限(最大15km)が比較的成功した例であるが、ジープエィ利用客の平均トリッ

プ長は短かく、大きな影響がなかったためと考えられる。 RMC(RouteMeasured 

Ca p ac i t y )という概念は、 1980年代になって法律上硬直的な容入規制に弾力性

を与えるために各路線について公共交通需要を推定し、許可台数枠を設定し、

この範囲内であれば簡紫化された手続で参入できるというガイドラインとして

導入されたものである。しかし結果は至る所でRMCと実際の運行台数の軍隊が
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年

1976 

1977 

1978 

1979 
1980 
1981 
1982 
1983 

1984 

1985 
1986 

1987 

1989 

1990 

1991 
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みられ、ジープニィ運行管理目的は達成されていない。 1991年に導入されたカ

ラーコードスキームは、路線別あるいは地域別にジープニィの車体に指定され

た色をつけることによって違法参入を防止しようとするもので(-;>ニラ北方の

地方都市オロンガポ市での成功が契機になっている)あるが、運行の規模も範

囲も圧倒的に大きなメ トロマニラで如何に実施するかについては殆ど準備がさ

れていない。

表4.1.13 
PUVに関する行政通達

件数 主な通達の目的 実施状況

• CPC(certilicate 01 public convenience)の譲渡 -有効、不完全に実施
について -有効、不完全に実施

-事故報告書の提出

-車体への広告表示ガイドァイン -有効

-メトロマニラでのジープニィ違法参入防止 -無効
-メトロ7ニラを通過又は起終点とする郊外ジープ -無効
ニィの参入申請受付停止

-年次報告書の提出 -有効、殆ど守られていない

-メトロ7ニラでの新規ジープニィの申請受付停止 -無効

-車体検査の義務 -有効、殆ど守られていない

-学生害時|運賃規定 有効

2 • CPCの第3者への譲渡禁止 無効(CPC自体が廃止された)

3 -車内でのステレオ、音楽の音量規制 -有効、不完全に実施

2 -許可を受けた車両の運行義務 有効、実施

5 -ジ プーイの車体両横にプレ ト番号表不義務 -有効、実施

18 -スアレオ禁止通達の廃止 -有効
-違方ジープニィに対する条件付多入許可 -無効

-メトロ 7ニラでのPUVに対する条件付参入許可 無効
• PUVの車体、車内にポルノ等の表示禁止 有効、実施

-メトロ7エラのジープニィ路線長最大15kmに制限 有効、ほぽ実施

運賃体系(-;>トリックス)の車内表示 無効

違法運行、乗車拒否、 トリップカットに対する青n -有効、不完全に実施
則

3 ジ プエィのKabi t Syst em(フアンチャイズの貸 -有効、不完全に実施
貸し)合法化の条件

• Kabit System合法化申請期間の延長
10 車体へのアクセサリ (色付フイト、カ ァン、 有効、不完全に実施

曇リガラス等)装着禁止

-ジープニイの乗車定員と車体重盆規定 有効
-学生害rJ引の新規定 -有効、ほぽ未実施
• RMC(Route Measured Capacity)の狂明交付ガイド -有効、不完全に実施
ライン

-ジ プーィの車体広告表ホガイドフイン -有効
• DOTCの路線合理化計画に沿った全認可路線の変更 無効

5 -新ジプニイノレ トのリスト -変更
-追加車両/路線申請 有効

6 -メトロマニアの全PUVオベレタ に認可路線、台 -有効、不完全に実施
数、車両諸元、許可条件等をLTFRBに報告義務づけ
-メトロ7ニラのPUV許可申諸手続の簡素化 有効

ドライパーのID表示 -有効、実施されつつある
3 -カラ コ ドスキムの実施(ジプーィとトラ -有効、不実施
イシクノレのみ)

-学生制引拒否に対する闘員IJ 有効
出典 DOTCファイノレより筆者作成
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(3) 運賃規制とその影響

フィリピンの公共交通に対する経済的規制のなかで、行政の最大の焦点は運賃

にあリ、ジープニイにおいても運賃体系は基本的に守られてきたが、これは利

用者にとっても最大の関心事であっ たためである。従って既に述べたように、

規定された運賃体系のもとで財務性を保つためにジープニィは綴々な政治的、

運行上の挙動をすることになる。運賃の設定は“Proleclion on investment" 

r 原則に従って 12% (後に 14%に改訂)の利潤が得られるように政府で行われる

が、そのために種々の道路状況下での標準的なパス 、ジープニイの運行費用の

算定値がベースとなる 。パスとジープニ ィの運賃体系は基本的に同じであるた

め、ノミス会社の財務諸表が参考にされることも多い。運賃は公衆に受け入れら

れるものであるべきとの指針もあり、実際にはそのプロセスは明確でなく、結

果からみても運行費用がタイムリーに反映されたものとはなっていない。パス

が1970年代オイノレショック後に壊滅的な打撃を受け、これがパス統合策につな

がったことも、 1990年代初期に一連のパス購入支援策が行われたのも運賃水準

と運行費用差が拡大した時期に当たる。 (表4.1.14、表4.1. 15、図4.1.1参照)。

同時にパスは限られた路線に集中し、こうしたギャップを埋めるフレキシビリ

ティを欠いたためにこうした影響を強く受ける。

過去の運賃改訂と燃料(ディゼノレ)価格値上げの時点をみてみると(図4.1.2参照)

殆どの場合に両者が対応していることがわかる。燃料費がパス、ジープニイの

運行費用の約30%を占め最も大きな費用項目であることや、 一般物価への影響

も大きいことから燃料価格に連動させるのが最も社会的合意が得やすいと判断

されるためと考えられる。 しかしこのために運賃と運行費用のバランスが大き

く崩れる状態が発生し公共交通の安定的なサービス供給が脅かされる。以上の

ように運賃政策は全く補助を受けないジープニィの場合において特に重要な意

味をもっている 。
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表 4.1. 14 表 4.1. 15 

ジープニィ関連物価の推移 ジープニ イ関連物価指数 (1978=1 00) 

パスー 以低員企 ジブニィ レギユフー

'1 ジープニィ 価絡 ガソリン

初JJ量り盟世 価偽

(ベソ) (ベソ/日) (ベソ) (ベソHI
IOIj5 6.00 15，000 
1966 6.00 18，100 
1967 6.00 21，800 
19bH 6.00 25，200 
19fifJ 6.00 28，600 
1970 8.00 32，000 
19;1 8.00 33，100 
1912 8.00 34，200 
197:J 8.00 35，300 0.32 
1974 0.20 9.98 36，400 0.96 
1975 0.20 10.65 37，500 1.22 
1976 0.25 12.81 38，600 1.40 
1977 0.30 15.19 39，700 1.66 
1978 0.30 15.74 40，800 1.66 
1979 0.45 20.48 41，900 2.07 
1980 0.60 27.39 43，000 4.30 
1081 0.65 31.37 51，700 5.05 
1982 0.65 31.82 60，400 5.05 
1083 0.65 34.22 69，000 6.27 
1084 0.90 48.47 72，000 6.69 
198'ろ I.IQ 57.08 75，000 8.85 
1986 0.95 57.08 111，400 7.03 
1987 1.00 69.33 147，800 7.85 
1988 1.00 69.33 184，200 6.65 
1989 1.00 82.88 220，600 6.69 
1990 1.25 96.42 257，000 8.50 
1991 1.50 118.00 347，000 12.00 
19峨2 1.50 118.00 338，000 10.50 
1993 1.50 1 ¥9. 00 334，000 9.50 
19B4 1.50 145.00 359，500 11.50 

パス 物価指散 Ju低民金 ジプニィ レギュラ
ジープニィ 価終 ガソリン
初耳Eり迎買

1965 29.6 38. I 36.8 
lG6o 30.5 38. I 45.1 
1967 32.4 38.1 53.4 
1!J68 33.3 38.1 61.8 
1069 33.8 38. I 70.1 
1970 38.8 50.8 78.4 
1971 t1l.4 50.8 81.1 
1872 49.2 50.8 83.8 
1973 57.0 50.8 86.5 19.3 
1974 66.7 76.1 63.4 89.2 57.8 
1975 66.7 82.3 67.7 91.9 73.5 
1976 83.3 86.7 81.4 94.6 84.3 
1077 100.0 93.5 96.5 97.3 100.0 
1978 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
1879 150.0 119.3 131.1 102.7 124.7 
1980 200.0 141.5 174.0 105.4 259.0 
1981 216.7 158.7 199.3 126.7 204.2 
1982 216.7 176.2 202.2 148.0 304.2 
1983 216.7 195.3 217.4 169. J 377.7 
1984 300.0 291.5 307.9 176.5 403.0 
19町 366.7 35[.9 362.6 183.8 533.1 
1986 316.7 370.5 362.6 273.0 423.5 
1987 333.3 3町 5 440.5 362.3 472.9 
1988 333.3 435.3 440.5 451.5 400.6 
1989 333.3 477.2 526.6 540.7 403.0 
1990 416.7 548.4 612.6 629.9 512.0 
1991 500.0 651.2 749.7 850.5 722.9 
1992 500.0 709.8 749.7 828.4 632.5 
1993 500.0 763.7 756.0 820.6 572.3 
19[11 500.0 832.4 921.2 881.1 692.8 

出典各種資料、ヒアリングをもとに作成 出典表4.1.14より作成

図4.1. 1 

パス ・ジープニイ関連物価指数(1978= 1 00) 
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図4.1.2 

パス・ジープニィ運賃の推移と燃料(ディゼノレ)価格の変動
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関係機関のヒアリング調査

7)ジープニイの成立 まとめ

ジープニイの発達は簡単に言えばニーズに適合したサービスの供給が都市の発展過

程を通じて行われてきたところにあるが、更にはこれを可能にした都市の環境、伝

統的に培われた公共交通への乗車習慣や社会的受容性、供給体制を支える地場技術

の存在、市場メカニズムが結果的には容認されている規制、 ドライパーやオベレー

ターの伝統的に築きあげられた自主管理体制等が大きな要因である。様々な政策支

援を受けてきたパスが旨く機能せず 7 ストラとして期待される役割を果せない反面、

こうした中量輸送機関が全くの公的補助を受けないで大規模に発達し得たというこ

とは、途上国大都市の公共交通のあり方を考えるに当って幾つかの示唆を与えてく

れる。

出jII;，

(イ)途上国の大都市は道路整備が遅れ大型重量車両の走行に耐えられる道路はそれ

程多くない。そのために密度の高い路線網が組み難く、幹線においても中量車

両による高額度サービスが経済的にも有利であり利用者のニーズにも適ってい

ることや、熱帯型途上国大都市での歩行習慣などから、いわゆるパスは途上国

大都市に適した機関ではないのではないか、目Hち車両サイズ茄では大きすぎ、

運行形態はヱーズにマッチしていないのではないかという指摘ができる。
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(ロ)メトロマニラはジャカノレタやバンコクと較べると道路網が体系的に整備されて

おリ、放射昔話状幹線に沿って路線商業が発達し同時にEDSAと主要放射幹線との

交点には大規模な副都心・商業拠点開発も進んでおり、分散的な需要に対して、

高頻度サービスが可能な中盆翰送が適合している。車両サイズとともにOD地

点へのアクセスを高める任意地点での停車はジープニ ィの成立を支える重要な

要素である。

(ハ)ジープニィに代表されるような IPTに対しては様々な反発があるが、多くの

諸点は充分な根拠にもとづいたものではなく、むしろ中品輸送機関を公共交通

の中心に据えてそこから発生する不利益や障害に対策を講じる方向での政策形

成があってもよいのではないかと恩われる。

4. 1. 3 トライシヴル・ベディキャブの成立

1 ) トライシクノレの成立

(1) 都市交通におけるトライシクノレの役割

メトロマニラにおけるトライシクノレは、ミニタクシーとして機能しているが、

その営業区域は限られており(幹線道路の走行が禁止されているため必然的に

サービスエリアは限定される)、 LRT、パス、ジープニイ等の端末輸送や地

域内の短距離輸送を担いその役割も明瞭である。 IP Tに関する規制のなかで

特定道路のジープニィの通行禁止やトライシクノレの幹線道路通行禁止はよく守

られており(違法性が明瞭なためと思われる)、このためにトライシクノレは特定

地域の個別輸送サービスを担うことになリ、自由度の高いバンコクのTuk-t uk 

やジャカノレタのBa j a j等のミニタクシーとは異ったサービス形態を示している。

トライシクノレのサービスエリアをみてみると、 JUMSUT調査によれば、図4.]. 3 

に示されるように道路密度が高く、公共交通へのアクセシビリティが高い都心

部では殆どなく、都心周辺部から郊外地に分布している。こうしたトライシク

ノレのサービスエリアには、ジープニィが物理的に通行できる道路もかなりある

が、需要面から高頻度サーピスは無理な所が多く、 トライシクノレがジープエイ

やパスの培養線の役割を果していると同時にトライシクノレは様々にデザインさ

れ最高 6人乗リ(通常3人)で同時に荷物台を設置したものも多く、サービスエ

リア内で多目的な交通機関としての利用度も高い。

トライシクノレの発達経緯をトライシクノレのサービスエリアの数でみると(表4.1

16参照)1950年代から市街化の進展とジープニイの発達とあわせて増加してき

た経過がよくわかる。図4.]. 3にもトライシクノレのサービスエリアとジープニ

ィ路線との密接な関係が示されている。こうしてメトロマニラの総面積の約1/

3にあたる223knl (表4.]. 11参照)が合計193のサービスエリアでカバーされてお

り、 トライシクノレがジープニィと基本的には強い補完関係にあることを示すと

同時にトライシクノレージープニィ(あるいはハス)による高水準の公共交通シス

テムが基本的に形成されていることがわかる。
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図4.1. 3 

メトロ 7 ニラにおけるジープニィ路線とトライシクノレサービスエリア
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表4ト16
メトロ 7 ニラのトライシクノレサービスエリアの発展経緯

区域
年次別タ ミナノレ設置数(個所数)

合計
1960 61-65 66-10 11-15 16-80 81-83 

1 )環状2号一EDSA問 II 13 26 19 14 9 92 
一北部区域 8 II 7 5 6 2 39 
一東部地域 2 2 11 12 45 
一南部区域 。 2 2 。 8 

2) EDSA外側地域 14 10 48 30 51 25 184 
一北部区域 3 11 12 23 14 16 
東部区域 3 6 12 2 8 8 39 
一南部区域 4 19 16 26 69 

合計 25 23 14 49 11 34 216 

出典 J I CA (1984) “J UMSUT " 

表4.1.11
メトロマニラのトライシクノレサービスエリアの分布

トライシクノレ トライシクノレ サ ピスエリア" トフイ、ンクノレ タ ミナノレの

メトロマエラ内 ターミナノレ数 サービス 面積 運行台数 タイプ別個所数

自治体 エリア数 (ha) (%) 道路路外

Ci Iy 01 Man i I a 16 10 690 (18) 895 16 
Pasay Cily 3 2 440 (32) 240 3 
Makal i 13 560 (19) ]， 135 13 
Manda I uyong 11 510 (51) 909 10 
San J uan 310 (61) 50 
Quezon Cily 65 49 4，810 (29) 3，512 51 14 
Caloocan Cily 26 18 1，850 (33) 1，931 24 2 
Va I enz uc I a 18 14 2，120 (45) 855 9 9 
Ma I abon 14 6 610 (29) 185 13 
Navo 1 as 10 360 (34) 320 9 
Marikina 15 11 1，150 (45) 854 8 
Pas i g 9 1，010 (33) 1，141 8 
Pa 1 eros 6 2 260 (100) 450 6 
Tagu i g 15 5 910 (29) 1，222 15 
Par anaque 21 19 ]， 900 (50) 951 18 
Munl i n I uqa 14 14 1，100 (36) 910 12 2 
Las P inas 19 19 2，180 (52) 193 14 5 

メトロマニラ普十 216 193 22，300 (35) 11，031 230 46 

出典。 JICA (1984)“JUMSUT .. 
1) %は各自拍体の面積に対する酬合

(2) トライシクノレの成立要因

(イ)財務性 トライシクノレの財務状況は、 4.1. 2節の表4.1. 3からは1980年で 1

日14時間、週 5日労働で平均140ベソ/日の手取り収入があり、ジープエイ

ドライパ一平均の約1/2であった。これは労働時間を考慮すると概ね当時

の最低賃金の水準に相当する。最低賃金以下での扇用が実際には多くあっ

たことを考えると、 トライシクノレがドライパーの極端な低価格労働力に依

存していたということにはならない。 トライシクノレの運営は基本的にジー

プニィと同じで、多くはオペレークーに80u n d ar yと呼ばれるレンタノレ料を
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r 

日単位で払って運行している 。オベレーターは当時で 1日平均18ベソの

80 u n d aげを得、メンテナンス、オイノレ、諸税、保険等の経費を負担しても

12，000ベソの新車に対して約27%/年の利廻リが期待され、オベレーター

にとっても適当な投資対象であったことがわかる。

(ロ)経済性 トライシクノレの問題はその構造(オートパイにサイドガーを付け

車体偏が約 1.6mとジープニィと変らなし、)や性能 (80ー125c cのオートパ

イがベースで速度も約20km/時と遅い)面から乗用車換算係数が大きく(交

通条件にもよるが1. 0~3 . 0) 、交通盆の多い道路では大きな容盆低下の原

因になることにある。 トライシクノレの経済性を運行費用の面からみると

(表4.1. 18参照)、定員・平均乗車人員何れに対してもジープニイの約 2倍

であり、 小型乗用車(タクシー)の1/2.5-1/3である。混合交通で混雑が増

すと急速に大きくなるトライシクノレの当盆(科学的な調査は行われていな

いが、観察からはそのように考えられる)を考慮するとタクシーよりも不

経済な交通手段ということになる。こうした点からもトライシクノレが、需

要が少く分散的で、道路容訟に余裕がある地域を面的にサービスしている

現状は経済的観点からも望ましいといえる。 トライシクノレの経済面に大き

な雇用効果があげられる。 トライシクノレの実態はその逮行台数すら正確に

把えられないが、 1980年代に入っても急増し1987年のUトTTC (フィリピン

大学 交通訓練センター)の調査ではメトロマニラに約17万台が在籍する

と推定されている。これは1980年代にトライシクノレが急増したことを示し

ておりジープニィの約 3倍に当る丞でこれから判断するだけでもかなりの

雇用がトライシクノレ及びその関連産業によって創出されているかがわかる。

表4.1. 18 

トライシクノレの運行費用

運行費用

ーセンタボ/凶

35.55 

107.74 

91.02 

(ハ)技術 フィリピンのオートパイはエンジンとギヤボックスを輸入し、現地

で組み立てられている。ローカノレコンテン トは価格ベースが概ね50%であ

ったが、漸次増え80%程度に達している。オートパイメーカーは、フィリ

ピンのオー ト パイの 80~90% が公共用にしろ自家用にしろサイドカー付に

改造されることを見越してフ レームやショックアプソーパーの強化やサイ

ドカー設置をし易くするなどの工夫を予め行っている。適正技術化が行わ

れており、しばしばみられる過載 (5-6人が乗車する)にもよく耐えて
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いる。

(ニ)社会性 トライ シクノレはジープニ ィと同様、その様々な装飾と形態は地

方によって異なり、それぞれの地域に適合した釆リ物として定着してい

る15>大きな手荷物がある場合には便利であり、コミュニティ内では主

婦の貿物や児童の通学、冠婚葬祭にもよく利用され、地方都市では最も地

域に密着した公共交通機関である。

(ホ)環境 1980年代に入ってからのトライシクノレの急増は、道路整備の伴わな

い急激な市街化進行に最も大きな原因があリ、次いで熱帯型途上国大都市

の歩行習慣によるところが大きいと考えられる。市街地の拡大は低密度で

広範囲に進行し、この結果都心部とは対照的にジープニィやパス路線サー

ビスから取り残される地減が拡大した。既にみたようにトライシクノレサー

ビスエリアの分布もこうした地域をカバーする形でみられる。 Ca1 es aや路

面電車その後のジープエイで高水準の公共交通サービスに慣れたメトロマ

=ラ市民の歩行距離は他の東南アジア大都市と較べても短いように恩われ

るが、こうした歩行習慣もトライシクノレの成立に寄与していると考えられ

る。郊外化が進展する地域でトライシクノレに代表されるような小型 1P T 

がインフォー 7 ノレな形で公共交通サービスを提供する事例は規制の運用が

緩かであればバンコクやジャカノレタのように同様にみられるが、規制が厳

格に適用されるクアラノレンプーノレやシンガポーノレでは、予め計画的に考慮

されない限リ公共交通サービスは提供されないことになる。メトロマニラ

においてはこうした郊外地の開発に応じたフォー 7 ノレ・インフォーマノレな

公共交通サービスの保鉦が、微々な住宅地開発を促進する要因のひとつに

もなっている。

(へ)政策 トライシクノレは1980年代初期に地方自治体の管轄となり、中央政府

の規制 ・政策の直接の対象から外れた。安全で安価な公共交通手段を市民

に提供するという政府の基本的な政策方針に照らしてトライシクノレはその

運行範囲さえ適切に守リさえすれば望ましい交通手段とみなされた。しか

し急増するトライシクノレに 1984年MMC(MelroManila Commission)はトライ

シクノレの実態調査を行い、これをコントローノレしようとしたが、この背景

には当時20万台 (MMCの発表値でかなり過大と恩われるがUトTTCの調査でも

1981年に約 11万台と推定されているもの トライシクノレの殆どが登録もせず

税金も納めていないこと、 Co1 0 r um (違法)オベレークーによって正規のト

ライシクノレの営業が脅かされるようになったこと、自治体がトライシクノレ

のコントローノレを失ったこと等がある。 1985年には大統領令で全国の未登

録トライシクノレに期限内に登録すれば Co1 0 r um (違法) トライシクノレも合

法化されると呼びかけた。しかし l年後の 1986年になってもわずか 2%程

度しか実行されずこの試みは失敗した。 1988年にはトライシクノレの参入許

可は再び地方自治体から LTFRB (Land Transporlalion Franchising and 

Regulalury Board) の手に移ったが実態は同じであった。新たな法律の制
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定も行われたが、問題はその取締リ能力にあることは明らかで、事態は改

善されないまま 1990年代の公共交通規制緩和の流れのなかでその管理は再

び地方自治体に委ねられることとなった。

2 )ベディキャプ成立

(1) メトロマニラにおけるべディキャブの発生

メトロマニラはアジアの大都市で人力車が殆ど普及しなかった例外的な都市で

ある。その大きな要因のひとつに“King 01 the Road" と呼ばれた馬車の発達

にあったが、ベディキャプは日本軍の占領末期には馬が食用にまわされ、これ

を代替する形で発生した 1"戦後消滅したが1950年代終り頃にGraceParkに

住み北港まで自転車で通勤していた沖仲土が失職した時に、 GraceParkから近

くの大通り (Sam，onRoadで現在のEDSAの西方向への延伸部分)までの比較的短
い距離をタクシーが乗車拒否をするのに目をつけ自分の自転車を改造して営業

を始めたのが最初のベディキャプと言われている 171 たちまちのうちに利用

客をひきつけBe n To r r e s氏の成功にならい参入が相ついだ。短期間のうちにオ

ベレークー35人、ベディキャプ80台になり、オベレーターは組合を組織し運賃

の設定やドライパーのl!J11練を行い、利用客サービス改善を行っている。ベディ

キャプがこうしてメ』ロマニラで普及を始めると社会的な関心を呼び、当時ジ

ャカノレタではBecakが排除されつつあり、カラチでも新規免許が停止され、中

国の人力車も一掃されたような状況のもとで何故マエラにペディキャプが発生

したのかという疑問が投げかけられたり、人道的な理由からペディキャプは認

められるべきという意見や全く同じ理由から認められるべきでないとする意見

がかわされたりしている 181 ベディキャプが禁止された時期は定かではない

が、 1960年代終り頃と恩われ、再び姿を現すのは1980年代終り頃からである。

(2 )ベデイキャプの成立要因

ベディキャプドライパーの収入は4.1. 2節の表4.1. 3からトライシクノレドライバ

ーの約1/2となり、これは最低賃金を大幅に下廻りベディキャプが低価格未熟

練労働者によって支えられていることがわかる。ベディキャプは、エネノレギ一

利用や大気汚染への影響という面からは理想的ともいえる交通手段であるが経

務的観点からはその低速性が混合交通下で道路交通流に及ぼす影響とドライパ

ーや乗客の安全性が問題となろう。 トライシクノレの場合と同傑運行サービスエ

リアの設定がベディキャプ成立の重要な要因と考えられる。メトロマニラのベ

ディキャプが主に貧困層地域に発達しており、パス、ジープニイ、 トライシク

ノレでも需要を満たせない階層や地域に交通サービスを供給する手段として社会

的な意義は大きい。ベディキャプは政策的にはトライシクノレと問機に扱われて

いるが、雇用拡大が重要な経済政策となっている近年ではベディキャプを人道

的視点から排除しようという動きはない。
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3 )まとめ

IPTのなかで代表的な個別輸送手段であるトライシクノレやベディキャプは主とし

て交通工学的な観点から導入すべき地域(例えば交通量が多くなく混合交通下でも

トライシクノレやベディキャブが大きな混雑要因になったり、 ドライパーや旅客の安

全性が脅かされないようなところで、メトロマニラで言えばサプディビジョン、幹

線道路に固まれた住宅地、郊外の交通量の少い市街地など)が適切に選定されれば、

大きな効果を発若者する。特に郊外化が進行するなかでマストラは勿給中訟のジープ

ニィですら財務性が保ち難い地域が拡大しており 、こうしたところでトライシクノレ

やベディキャプの果す役割は大きい。問題は財務性がどこまで保たれるかであるが、

他の東南アジア大都市で特に人力のBecakゃれmlor. Trishawが主に政策的に排除さ

れてきた経緯をみると、こうした外的な力が働かない限りかなり長く存続できる可

能性があると考えられる。バンコクのTuk-tukのように車両性能をあげ安価なミエ

タクシーとして幹線輸送でも運行できるようにするのも一方法であるが、この時に

は現在のサイドカー形態ではなく安全面での改良が必要となろう。

こうしたトライシクノレやベディキャプのような IPTが成立する背景に熱帯型途上

国大都市における歩行習慣が要因としてあげられる。徒歩は何れの時代においても

最も基本的な交通手段であるが、その実態についての情報は非常に少し、。そのため

に渉行に対する意識をメトロマニラ 3地区(都心商業務地、郊外サプディピション、

LRT駅)で合計215人を対象に 1988年にシンガポーノレで PWD (公共事業局)職

員を対象に行った方法と同じ鯛査を行い、その結果を表4.1. 19と表4.1.20に示す。

メトロマニラの調査から最も基本的な問題は歩行距離と時間の関係であり、 1分間

10数mから 20数mの範囲にあり、シンガポーノレ約40m/分と較ベても非常に遅いこと

になる。しかし実際には目視でも上記の結果ほど遅くはないので時間と距離に対す

る認識が一致していないためと考えられる。今後の調査 ・分析が更に必要と思われ

るが、 cjcのようなことが大雑把に言えよう。

(イ)歩行距離に対する抵抗は、日本やヨーロッパ都市と較べるとかなり短し、。

(ロ)歩行に影響を与える要因で、シンガポーノレで天気や歩行環境、階段といった現

実的な回答がある反面メ トロマニラでは天気や交通状況に加え同伴者や時間が

あればと回答しており、歩行が選択的な手段になっている。
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表4.1. 19 

メトロマニラ市民の歩行に対する意識

歩行距離 (m) 歩行時間(分)

全く気に 歩いても 歩くこと 全く気に 歩いても 歩くこと

ならない よい距離 を考えな ならない よい距離 を考えな

距離 い距離 距離 い距離

1.7 カァィ地区 1)性別 男 164 556 1， 162 12 27 56 

(都，心商業 女 205 422 1，280 14 23 67 

業務地)

2モンァンノレパ 1)性別 ー男 310 915 1，826 19 46 96 

地区(郊外サ 女 123 476 1，228 11 28 56 

プディピジョ 2)保有車保有 100 508 1， 100 10 27 50 

ン2ヶ所) 非保有 193 637 1， 457 14 35 72 

3. LRT駅 1)性別 男 223 574 1，149 18 27 61 

女 73 468 1，050 7 19 43 

《比較〉 シンガポーノレ 418 439 1，022 9 12 25 

出典 1) 1995年に筆者の行った簡易調査。 7 カティ地区で84菜、 LRT駅で73票 So1 d i er s 

H i 11とMutua 1サブディビジョンのトライシクノレターミナノレで58哀が有効サンプノレ。

サンプノレの構成は58%が男性、 42%が女性。

2) J1CA (1988)“Singapore Uroan Transport 1mprovement Study" p.3-16 Tao1e 3.18 

表4.1. 20 

歩行に影響を与える要因

要因
メトロマニラ

シンガポーノレ引
男 女

1 )天気 23.5 17.9 30.4 

2 ) トリップ目的 10.0 13.6 7.0 

3 )歩道施設状況 12.8 6.6 27.2 

4 ) 日陰 4.0 2. 9 13.8 

5 )同伴者 18.9 21. 7 3.6 

6 )その他 33.8 J) 37.3J) 18.02> 

合 計 100.0 100.0 100.0 

出典表4.1. 19と同じ
1) その他で特徴的な望書因は時間があること(目23.1% 立19.7%)や空通混雑がないこと(歩車道の区分

がなかったり車道を歩くことがよくあるためと思われる) 車がいないことなどがふくまれる.

2) その他で大きいのは階段の乗降 (14.5%)がある.
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4. Z 軌道系大量公共交通機関の成立

4. Z. 1 軌道系大量公共交通機関の導入経緯

1 )先進都市での都市鉄道の導入経験

(1) ロンドン、=ューヨーク、東京

先に見たようにロンドンやニューヨークでは自動車時代が本格化する前に基本

的な都市高速鉄道網がほぼ現在の水準で完成していた。前者は1900年には人口

約660万人、後者も約340万人の大都市であり、都市内の公共輸送サービスの改

善が強く求められていたこと、所得水準も表2.1.7で1990年価格をもって推定

したようにイギリスでは約7，600USドノレ/人アメリカでも約4，800USドノレ/人と

既に現在の中進国の経済力を既に持ち合わせていたことを考えれば、技術開発

とともに速やかに都市高速鉄道が建設されていったことは容易にうなずける。

この基本的な状況は他のヨーロッパ諸国でも同様である。

一方日本では浅草ー上野間2.2kmが開業するのは1927年であり、新橋一上野間

8.0kmは1936年である。この頃の東京は人口こそ約500万人に透していたが、 l 

人当たり GDPはI，OOOUSドノレ程度であり、現在の途上国大都市と殆ど同じ水準に

あった。日本では1972年から 1980年代初期にかけて 1000人分の l人当たり GNP

で概ね60-90 mの地下鉄建設が行われてきておリ、問機の計算を香港とシンガ

ポーノレに当てはめるとそれぞれ88mと93mとなリ 7 ニラでは LRTであるが

136mとなるけ¥即ち東南アジア大都市は何れも都市鉄道の建設を支える経済

水準に達していることを示しておリ、 TRRL調査からも同織の傾向がわかる 20)

人口規模や所得水準で当時の東京と最近のメトロマニラ、ジャカノレ夕、バンコ

クは殆ど同じ水準にあると言えるが、モータリゼーションの進展状況、社会構

造、鉄道建設・運営技術等の面で異なった点も多い。途上国大都市への鉄軌道

系大量交通機関の導入に否定的な最大の要因に財政能力が上げられているが、

同じ水準から出発して大規模な都市鉄道網を形成した東京の経験は途上国大都

市に参考になる点が多くあると思われる。東京の都市鉄道の発達を支えた要因

は下記に要約される 211

(イ)東京の道路整備は遅れ都市化進展の初期から鉄道が発達し、鉄道技術も早

い時期に国産化された。

(ロ)東京では地下鉄に先がけて郊外鉄道や省線が発達し、市街地内の路面電車

と併せて電気鉄道網が既に形成されておりモータリゼーションの進展につ

れて地下鉄は路面電車を代替する形で発達し、後に郊外鉄道との直通運転

によリ一体化した効率のよい都市鉄道網が実現した。

(ハ)地下鉄は当初民政民営で建設されたが、大きな初期投資に耐えられず公営

化され、開発利益の還元(大阪の地下鉄の建設時に駅周辺の地主に開発費

の負担を求めた)や駅の商業施設経営等から運賃外収入を増大させる工夫

が行われた。公営化後は建設費に対する補助が制度化された。

(ニ)地下鉄建設が本格化する頃から経済成長期に入リ、財政規模も著しく拡大
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し建設資金需要に応 えた。

(ホ)公共交通発達の初期から鉄軌道公共交通機関の乗車習慣が定者して常に膨

大な輸送需要があ った。又中産階級の拡大と所得水準の向上によって比較

的高水準の運賃支払いが可能であった。

(へ)都心部においては広範囲な地下連絡道等によって、都心外周部や郊外部で

は駅前広場の建設によって、徒歩や路面公共交通機関の フィーダー交通の

発達を促進した。

以上のような日本の経験を途上国大都市に適用できるように一般化すると次の

ようにまとめられる。

(イ)大都市において都市鉄道が公共輸送サービスの中核的な役割を果たすため

には、適切なネッ トワークの建設が必要であり、異なった運営主体のシス

テムの統合やフィーダー交通の整備が必要であること 。

(ロ)都市鉄道を都市の発達にあわせて継続的に整備してゆくためには、公共の

財政支援が不可欠であリ、政治的介入を最小限にするためには安定的な財

源確保の制度措置が必要であること 。

(ハ)公共交通サービスの利用習慣を培うために、運営 ・サービスの改善やキャ

ンベーンが適切かつ継続的に行われること 。

(ニ)釈における商業施設の併設や広告等によって運賃外収入の拡大を図ること。

(2 )香港とシンガポーノレにおける都市鉄道の建設

香港とシンガポーノレは東南アジア、者E東アジアにおいていち早くフノレスケーノレ

の都市鉄道を建設した大都市である。両都市とももはや途上国とは呼べないが、

都市鉄道の構想を始めた1960年代終わりには、シンガポーノレで 1人当たり GDP

が900USドノレ(1910年)程度であリ (同年の日本が約2000USドノレ)、都市鉄道

の建設は大きな財政負担と考えられた。表4.2.2に香港とシンガポーノレの都市

鉄道の計画 ・建設経緯を簡単にまとめたが、何れも総合的な交通調査や長期的

開発計画のなかでの勧告が契機となっている。 しかしその経緯は大きく異なっ

ており、香港はオイノレショックにより 一時中断したもののほぼ順調に建設を進

めて 1919年には一部開業にこぎつけ、 1989年には当初計画線全線42kmを完成さ

せたのに較べ、シンガポーノレにおいて都市高速鉄道の実施が決定されたのは19

82年になってからであリ、途中 10年間にわたる鯛査 ・論争を経ている。 しかし

その後は香港のシステムが海底トンネノレをふくむ殆どの区間が地下であるのに

較べ、シンガポーノレの都市鉄道の地下部分は全長61kmの内20kmであったため工

事は早くすすみ、 1981年に一部開業し1990年には全線の開通をみている。香港

で比較的スムースに事業の決定がなされた背景には、香港は人口も 6百万人と

シンガポーノレの210万人と較べて倍以上あり、公共交通需要も大きく道路混雑

も進行しておリ都市鉄道の必要性がよリ明らかであったことや、初期の調査に

よって沿線の都市開発のポテンシヤノレが大きく事業採算見通しも立っていたこ

とがある。
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表4.2.2

香港とシンガポール都市鉄道の建設経緯

香 港" シンガポーノレ2

1966: Hong Kong Mass Tran，porl Sludyで地下鉄|

4路線の提案 11967-1911 長WJ開発計画(Concep1 P 1 an)の策定。
1969 補足調査を実施し当初4路線を若干修正し| 都市高速鉄道の最初の提案

52.6km、48l1Rを提案

1911 :資金調達と都心部での建設方法の検針と可

能性の確認。政庁は公的資金投入を表明す 11912-1914: .".ストラ第 l~調査の実施。 パス案 3

るが、 同時に充分な収入があることを確認。| 都市鉄道祭2を検討し、 2路線38kmの都市鉄

1913 第1期分についてターンキー方式で国際入| 道案を勧告

札。日本コンソーシアムが50億HKドノレで綜

キL。

1915 オイノレショックによリ日本コンソーシアム I1915-1911 : .".ストラ第 2~翻査。第 1 次調査の鉄

撤退。Mas，Tran，il Provi，ional Aulhori 

1 y (MTPA)を設立し、第1期15.6km、15駅、

建設費58億HKドノレに縮少して再入札準備。

同年末MTPAはMassTran，il Railway Corpo 
ra 1 ion (MTRC)公社となる。

1914: MTPAに用地収用権と補償権限を与える条令

の制定

1915 第1期工事建設開始

道案についてのフィージピリティ調査。都市

鉄道案(Bu，-Rai 1案)とパスシステム案(AIト

Bu，案)の検射。2路線、 44.5km、31駅、 125

億5ドノレ(1915年価格)の都市鉄道を勧告

1916 国家開発省(MND)による土地利用、交通計画

のレビューによって第l次案よリ短い都市鉄

1911ー1918 第2期の詳細調査と 10.5km区間の建| 道案を勧告

鍛開始(10駅と第2デポ含む) I 1918 世銀によるマストラ第2次調査のレビュー。

1919-1980 第1期路線3段階で開業

この結果パス案の検討を主張。

1918-1980 : .".ストラ第3次調査を行い詳細路線選

定と設計。 41畑、 34駅、 16.1億3ドノレ(1919年

価格)を勧告

1980-1981 第3期(1，landLine)12.5km区間の事 11980 ハンセンレポートで7 ストラ鯛査結果の批判

業決定と建設開始 ! とこれに対する反論。Provi，ionalMass Rap 
id Tran，il Aulhorily (PMRTC)の設立。

1982 第2期線開業

1985 :第3期線開業。海底トンネノレ(道路、鉄道

1881 総合交通調査(Comprehen，iveTrallic 5urve 

ey Phase A)の実施。都市鉄道案の支持。

1982 都市高速鉄道推進決定。

1983 : PMRTCを改組し、 MassRapid T13n，il Corpo 

r a 1 i on (MRTC)設立。建設開始。

併用)BOTで建設開始。地下鉄部分はMRTCに 1 1981 部分開業

リース.

1989 海底ト ンネノレ開業。41.5畑、 40駅の地下鉄

網完成。第2次総合交通調査(CT52)を実施

して延伸計画の作成。 い990: 66. 5km (内19.9困地下)41駅の都市鉄道網開業。
出典 I)Meakin R. T “Hong Kong' ， Mass Tran，il Railway; Vilal and Viable" 1989 
2)太田勝敏“開発途上国における都市鉄道の導入に関する考察"1985 
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一方、シンガポーノレでは道路整備が先行し、効率的なパス翰送サービスが有力

な代替案として存在し続けたところに論争の入り込む余地があった。 シンガポ

ーノレ政府は道路交通混雑の回避を自家用車の保有・利用抑制によって進め1974

年には AL S (Area Licensing Scheme)を実施し、こうした一連の抑制政策と

代替手段となる公共輸送サービスの改善を一体のものと考え、抑制策の強化の

ためにパスよりサービスレベノレの高い都市鉄道の整備が必要という判断に最終

的には至っている。従ってMRTは地下鉄の冷房やホームドア、合計254基の

エスカレークーの設位に加え、 フィーダーサービスに AGTの導入を 1989年に

企画し 2目、 1995年には実施に移しつつある 23'

この香港のMTRとシンガポーノレのMRTの比較を更に表4.2.3にまとめたが、

両システムの聞には多くの異った諸点があることがわかる。

(イ)システムはほぼ閉じ規格性能であるが、香港は既成市街地に導入したため

殆ど地下で駅間隔も約 lkmであるのに対し、シンガポーノレは予め計画的に

開発されたニュータウンのセンターを結ぶもので駅間隔も約 1.6 kmと長く、

この結果表定速度も前者で 33km/時、後者で40km/時と大きな差がでてい

る。

(ロ)建設費は香港のMTRlkm当 り1.5億USドノレに較べ、シンガポーノレMRT

は37百万USドノレ(実際には1980年代の景気後退でかなり安く宛注しており、

当初予算の約70%で完成したと 言われ、とすると 26百万USドノレとなる)と

大きな差がある。 シンガポーノレのMRTの回当り建設費はメ トロマニラの

LRTのそれと殆ど同じであり、導入空間を予め計商的に準備していたシ

ンガポーノレの建設マネジメントの効率のよさが、建設費の大幅な低減を可

能にした要因のひとつに考えられる。

(ハ)運営は香港MTRが保有、運営とも政府であり 、シンガポールMRTは政

府保有で会社組織の SMRTが施設、車両等のリースをうけて運営を行っ

ているロ運営方針も異っており、前者が政府組織であるにも拘らずパスや

PLBとの競争的環境を保ちながら高サービス高運賃で収入最大化を目指

し、大規模かっ広範囲の不動産開発・経営によって運賃外収入の確保にも

努めるという極めて私企業的な行動をしているのに較べ、後者は会社組織

といっても MRTCが特殊株をもち会社活動の基本事項について拒否権を

もっていることや、リースや税制面で優遇されていることからみて、第 3

セクター的な性格をもっていると言うことができる。 シンガポーノレのMR

Tは全体の都市計画や自動車交通対策 と強く関連 しておリ 、これらを促進

する戦略的手段として佐世づけられ、ここに手厚い公的支援の理由が見出

されている 。 このために運賃水準も低く抑えられているが、 一方では限度

をこえた補助につながらないように会社組織として運営の効率化を図って

いるところに官民の微妙な役割分担がうかがわれる 。都市鉄道におけるい
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表4.2.3

香港とシンガポーノレの都市鉄道

呑 港 シンガポーノレ

1 システムの概 -フノレスケーノレ都市鉄道、総路線長41.5 -フノレスケーノレ都市鉄道、総路線長66.5

要 km(内38.4km地下)、 40駅 凶(内19.9km地下)、 41駅(内地下駅15

内9駅民間防衛駅としての機能を併せ

もつ)

-総建設費 245億IlK$(1980年までの累 -総建設費 36億S$(1982年価格)当初予

積) 算50億S$

-最小運転間隔 2-3.5分 -最小運転間隔 2-2.5分

-列車編成 7-8両(310人/阿) -列車編成:6両(300人/両)

-表定速度 33k皿/時 -表定速度。 40回/時

-輸送力 38，000-75，000人/時/;方向 -輸送力 43，000-54，000人/時/方向

-利用者 200万人/日 (1990年) -利用者 65万人/日 (1990年)

2 -組織 . MTRC(政府保有)で保有運営 . MTRC(運輸省管轄下の特殊法人)で保有

運 • SMRT(Singaporc Mass Rapid Transil 

営 第3セクター)で施設のリースをうけて

運営

-建設費の調 -建設費245億HK$の内1/3政府出資、残 -建設費全額政府負担

達 額輸出信用と金融市場で調達。

-運営状況 -資本費・運営費ともにカバーして利益 -運営費カバーして利益計上

計上 -リース料、税制面で優遇

-運賃政策 距離制 2-5.5HKS 距離制0.5-1.IS$ 

-運賃収入最大化を基本方針 -利用者の支払能力(パス運賃水準)の考

慮

3 路面公共交通 • 1978年、 1981年、 1985年に各々パス、 • 1992年パス統合計画立案 ・実施

機関との統合 フェリ一、 PLB路線再編/統合計画立案 -共通運賃制

-実施 -郊外駅でのパークアンドライド施設

4.一体的都市開 -駅、車庫の上部や周辺地域での不動産 -郊外ニュータウンのパスインターチェ

発 開発(殆ど分験、 一部保有 ・賃貸)に ンジとMRT駅を一体化し手1)用促進を図

よって開発利益の内部化を図る。 る。

-都心部地下駅に庖舗併殺賃貸。

5. -従前の道路 'E1RR20%(主にパス利用者、次いで自 • E1RR 21.9%(主にパス利用者が受益者、

経 交通利用者 家用車利用者、交通事業者が受益者) 自家用車利用者や交通事業者の受益は

済 便益による 将来)

効 EIRR 

果 -土地利用 ・ • MTR駅近傍地区の地価上昇とMTRコリド -都市計画規制が厳格で特に目立った変
地価への ーの地価の平準化 化ない。

インノ々 クト • MTR駅近傍の建物・土地利用の高度化
• CBDからオフィスの分散化の進行

出典:Harcrow Fox & Associates“Sludy 01 Mass Rapid Transsit in Developing Counlries" 1988， 

Meak i n“Hong Kong's Mass Transil Railway “Vilal and Viahle" 1989他
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わゆる“上下分離"の考え方がMRTにみられるが、シンガポーノレではバ

ス停や大規模なパスインターチェンジ施設整備は政府負担で行われてきて

おり、インフラ整備と運営の分離は既にパスにおいてみられた。

(ニ)香港ではMTR開業前に多様な公共交通機関が存在していた。路線再編の

目的は、 MTRの利用水準の確保、パスやフェリー運行業者の採算性の維

持、パス輸送サービスの混雑緩和におかれ、新規フィーダ一路線の盤備と

MTR路線との直接的な競合の回避が行われた。最も大きな影響を受けた

のはパスとフェリーであった。このうち、合理化と断続的な運賃の値上げ

新規路線の運行等によってパス経営は安定化したが、フェリーは利用客減

少と運賃値上げの悪循環に陥った。 PLBは車両の大型化やエアコン化を

行い高いレベノレ高頻度サービスで対抗し、需要に対応した路線変更を行っ

た結果全体としての影響は少なかった。路面電車はMTRと路線が競合し

たが、 MTR開業直前に開通した高速道路によって道路混雑が緩和され走

行条件が改善したことや路面従車の高頻度サービス、沿道施設への高いア

クセシピリティ、低い運賃によって殆ど影響を受けなかった。こうして高

密度に分布する大規筏な公共交通需要に支えられ、路線再編の当初の目的

は達せられたとされ、更に下記のような効果がMTRによってもたらされ

た 24>

← MTRによって手段選択の栃が広がリ、交通事業者が市場の変化 ・要求

に敏感になった。

MTRが商い運賃設定をしたために公共交通運賃金体の上昇圧力となっ

fこ。

路面公共交通機関の再編が進み、 MTRを核とした公共交通ネットワー

クが形成された。

路面公共交通で極端に混雑していた区間の交通状況が改善された。

一方、シンガポーノレではMRT建設以前の大量公共交通機関はパスのみで

あり、パスも幹線サービスとフィーダーサービスに大別されており、 MR

Tは前者を代替した。土地利用ノξターン も明確で、パス運営も21'土のみで

あり、路線再編は計画的に行われた。このために行政サイドは1987年に

Public Transport Counsil(PTC)を設立し、 MRT、パス、タ夕、ンーの運

賃やパス路線の許認可も一元的に行い、同時にMRTとパスの接続サービ

スを行う Transi t Link いd. (民間会社)が設立された。後者は SMRT、

S B S、TIBSが1/3ずつ出資をして、 1989年に設立されたもので、統

合チケジトシステムの運営とパス路線再編計画を主な業務としている。民

間の自主的な創意工夫を促し、行政が公共性の保全を管理してゆこうとす

る考え方がうかがわれる。

(ホ)都市高速鉄道の建設は様々な経済的インパクトをもたらす。公共交通利用

者や公共交通事業者が享受する使益だけでも香港やシンガポーノレの都市高
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速鉄道のコストに対して何れも高い経済的内部収益率が推定されているが、

土地利用や地価に対するインパク卜はかなリ異なる。香港ではMTRのイ

ンパクトが様々な形で表わされてきているのに較べ、シンガポーノレでは殆

ど目立っていないが、基本的にはシンガポーノレでの厳格な土地利用規制と

土地管理が大きなlJl!因と考えられる。

以上概観したように、香港は私企業的な経営方針をもとに商運賃や積極的な関連都

市 ・不動産開発によって収益性を保ちながら、シンガポーノレは都市高速鉄道の都市 ・

都市交通政策全体のなかでの戦略的位置づけを明確にし、宮民の役割分担を適切に

行って、何れのシステムも成功を納めた事例として理解される。

2 )メトロマニラにおける軌道系マストラの導入経緯

メトロ 7 ニラの都市交通混雑の進行に対して軌道系公共交通機関の整備が綴給され

始めたのは他の東南アジア大都市と同線1960年代に入ってからであリ、 1910年代初

めにoT CA  (現在の J1 C A) の技術援助で行われた総合交通鯛査(マニラ首都
圏都市交通調査 UTSMMA) のなかで広範囲な道路整備とともに都市高速鉄道

(地下鉄)網の建設やフィリピン国鉄 (PN R) の通勤輸送サービスの導入につい

ての提言が初期の大きな契機であった。地下鉄網については、一号線について引続

きフィージピリティ調査が行われたが、その結果について世界銀行を中心に大きな

批判がまきおこった。膨大な建設費とその後の運営費の調達、技術の維持、経済効

果の実現等が問題とされ、地下鉄索は立ち消えとなったが、軌道系 7 ストラに対す

る関心は高まり、モノレーノレ建設のコンセションやLRTの導入検針に結びついて

いった。こうした状況のもとで PNRは1912年に在来線を利用して近郊地域に対し

て通勤輸送サービスを開始した。メ トロマニラにおける軌道系 7 ストラの導入経緯

を表4.2.4にまとめたが、 LRT建設と PNR通勤輸送サービスのその後の整備状

況は下記の通リである。

(1) L R T 

LRTの建設は1916年に世界銀行の技術援助のもとで行われた都市交通調査

(MMETRO PLAN)がその契機である。都心部から放射状に 3路線約50kmを平面で

建設するという提案で、特に詳細な分析はなくパス輸送地強を検討した結果、

幹線コリドーではパス専用レーンでは需要に対応できず、 LRTの方が輸送効

事が高いと判断されたことが平面LRT案につながったものである。道路交通

管理や駅施設計画等についての検肘も不充分でこれが後に高架に計画変更とな

った大きな原因である。マノレコス政権下で半ば政治的に決定さ れたLRT建設

は充分なフィージピリティ調査が行われなかったが、その結果下記の諸点が建

設後に問題となった。

(イ)建設費については、通常事前の見積 りを大幅に超過することが多いと TR

RL調査で指摘されているが、メ トロマニラの場合にも約15%のコス トオ

ーバーランがみられた(表4.2.5参照)
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表4.2.4

メトロ 7 ニラにおける軌道系7 ストラの計画・整備経緯

LRT PNR 

1911 • J 1CA (当時OTCA)の緩助で行われた7 ニラ首都圏
都市交通調査(UTSMMA)で一般幹線道路の整備、
高速道路の建設、 PNR通勤線の強化とともに都市
高速鉄道網が提案された。

1914 -上記にもとづいてJ1CAの援助で高速鉄道l号線(地 1914 ・OECF借款によるディゼノレカー
下鉄案)のフィージピリティ調査が実施された。 30車両の購入(19億円)

1915 -世銀の援助のもとで土地利用 ・交通の総合的な

調査を行いC2(環状2号線)内のコードプライシン
グと路面LRT網が勧告された。

1916 -モノレーノレ建設に対して20年間のコンセション 1916 . ADB借款によるPNR南線のリハ
が民間グノレープに与えられた。 ピリ事業(1986年に15%の実施

率で工事中断)
1911-18 -民間グノレープによるLRTシステムの売り込み激化。 1918 ・OECF借款によるディゼノレカー

フィージピリティスタディがないままに5グノレー 35輔の購入(30億円)
プの提案があり、ベノレギーグノレープがプロジェ

クト受注(路面LRTのl号線)。
1919 .Minislry of Transporlalion and Comminicatio 

nsの設立。 LRTプロジェクトのレピューとフィー
ジピリティスタディの実施。 LRT高架化に決定。

1980 . Light Rail Transit Authority (LRTA)の設立。
建設工事の開始。

1981 • J ICA調査によりはTI号線建設に伴うパス、ジー 1981 ・OECF借殺によるメンテナンス
プニィ路線再編計画の作成。 デポの設計

1982 • LRT拡張計画調査を実施し全体ネットワークを 1982 ・OECF借教によるPNR北線リハ
提案。 ピリ調査設計

1983 ・OECF借款によるメンテナンス
デポの建設、車両購入、コン

サノレティングサービス(45億
円)。デポ1990年完成。

1984 -一部開業。運営は民間法人 METRO(Me ra 1 '0 
Transit Organization Incorporated 1980年
10月設立)に委託。

1985 -全線15凶開業。
1989 . Commission 01 Audit(COA)の指導によりMera 1 '0 1989 ・OECF借款によるPNR南線リハ

はMETRO社保有株式をLRTAに売却し、経営から撤 ピリ事業(50億円、 1994年現
退。以後 METROは LRTA下で営業続行。 在実施中)。改良された通勤

ト~ÀMETROTRENの運行開始。
1988-90 -外国投資家グノレープによる LRT拡猿計画の提案

が相つぐ。
1991 • LRTAによるLRT1号線容量増強C2号線建設につい 1991 ・OECF借款によるPNR通勤線リ

てのフィージピリティ鯛査の実施。 ハピリ事業(20億円、 1994年
現在実施中).1992年にディ
ーゼノレ機関車16両購入。

1993 • DOTC、LRT3号をBLT(Bu i 1 d-Lea se-Tra n s 1 er)方式 1993 ・OECFによるPNR運営改善調査
による実施契約を民間投資家グループと結ぶ。 と観告

• LRT1号線噌強と2号線建設についてのOECFエンジ
ニアリングローン供与決定。

出所 LRTA、PNRの各種資料とヒアリングによる
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(ロ)公的資金援助協力交渉が難行し結局建設費の約62%を平均8.2%の外国資

金に頼リ、政府出資金で500百万ベソを賄ったものの残リは利廻り 10%程

度の園内債券によった。その後のペyの下落もあり外貨部分の返済が大き

な財務負担となった。

(ハ)施工に際し、工区毎に道路を全面的に閉鎖したために、工事期間中(約 3

年間)に交通混乱と混雑が広範囲に発生し、迂回道路の交通量滑によって

道路の破損、交通公害が予想以上に進んだ。

(エ)建設ノレートの道路下にある様々な供給処理施設が不充分な事前調査のため

各所で建設工事によって破壊され沿道地域での生活不便が場怖された。

(本)駅 ・ターミナノレ整備が政治的理由により、 LR T A (運輸省管轄下の LR 

T公社)から切離され、 MHS (MinistIY 01 Human Sett1ements 人間

居住省)で担当され建築デザインを中心に殻計された結果、交通アクセス

面や一体的都市開発による収入潮大策等の検射が不充分になった上、関連

開発収入の内部化の方途も断たれた(?ノレコス政権崩壊後、駅・ターミナ

ノレ運営は LRTAに帰属することになった)。

表4.2.5

L R T 1号線建設費 l'

単位百万ペソ

項 目 1980年予算 1985年実績 実績/予算

1 )土木工事 1. 177 1，375 1. 17 

2 )電気 ・機械・車両 882 1. 106 1. 25 

3 )施工管理 106 120 " 1. 13 

4 )土地・建物取得 161 130 0.81 

5 )ユティリティ移設 87 60 0.69 

6 )金 手IJ 23 

d口h 計 2，436 2，791 1. 15 

出典 LRTA 

1 )外世空換比率 1 USドル=10ベソ=240 PI 

2 )内83百万ベソはベルギー政府のグラント

こうした初期の不充分な計聞のために生じた問題の多くは、現在も綴々な形で

影響を及ぼしているが、開業後は利用客:にスムースに受け入れられも 1990年頃

までには中心部で 2両編成による輸送容量に達した。運営も順調に行われたが、

この背景には LRTAがシステムの所有と運営を分離し、運営をかつて路面電

車を経営していたMERALCOが出資設立した民間法人METRO社に委託したことがあ

る。しかし 1989年にMETRO祉の利益が過大であるとの風評がたち、当時の混乱

した政治状況のもとで交渉がもたれた結果、 MERALCOは保有株式を売却し LR

T経営から再び撤退した。 METRO社の技術者・従業員はそのまま LRTA下で

雇用が継続されたこともあリ、その後特に大きな運行上の問題は発生しなかっ
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た。 LRTl号線の輸送カ増強は緊急に必要とされ、 2号線や 3号線の建設も

外国の投資家グノレープによって熱心に推進されたが、政府の資金調達方針が定

まらず、猫の自のように変わる意志決定者人事によって再び充分な調査が行わ

れないままに LRT3号線が BLT  (Bui Id-Lease-Transler)方式により民間グ

ノレープにコンセションが与えられた。 2号線については 1号線をふくめた民営

化プロジェクトとして BOT方式による整備が検射されたが結局OECFロー

ンによリ詳細設計の実施がきまり、工学的な観点から初めて事前の検討が行わ

れることになった。民営化方針が進むなかで一号線の運営が公営化されたリ、

LRTネットワークとしての一体性が求められるにも拘らず、各々が単独に具

った事業方式で進められる状況は、バンコク等においても同様であリ、途上国

大都市における軌道系 7 ストラ導入の困簸さが、財務面や技術面以外にもあり

行政自体が大きな阻筈要因のひとつになっていることが窺われる。

(2) P N R通勤線事業

LRTが 1号線の建設以後事業化にむけて試行錯誤が続いているなかで、 PN

Rはこれと対照的に 1970年代初めから主として OECFの資金・技術支援のも

とに相ついで施設改善や輸送力増強を図ってきた。しかしその結果は思わしく

なく、通勤翰送サービス区間は年々短縮し輸送盆も低迷している。

3 )メトロマニラの軌道系 7 ストラ整備に対する国際機関の態度

世界銀行は発展途上国大都市の公共交通整備のなかで、軌導系 7 ストラを単に優先

順位の低い施策とみているだけでなく、都市高速鉄道や郊外鉄道の建設に対して政

策の選択肢にもふくめないような厳しい態度をとってきた。メトロマニラにおいて

も、 LRTの建設や PNRの改善事業が始まっていた。 1982年に UrbanTranspor 1 

S e c t 0 r Re v i ew2引をまとめ、 1960年代から様々な都市鉄道の提案がされてきたが、

1977年に完了した世界銀行融資によるMMETROPLAN調査での結論と提案を世界銀行

のメトロマニラの都市鉄道に対する基本的立場としている。即ちメトロマニラにお

いては、一切の専用敷を持った交通システムはパスウェイであろうと LRTであろ

うと非経済的で、予測できる将来において交通セクターの財源の全部とは言わない

までも殆どを消費することになリ検討に価しないと結論づけ、自家用車に対する混

雑税賦腺や大容量車両のための高速車線とともに提案されたヨーロッパスタイノレの

路面 LRTを支持した。路面 LRTは建紋費も 1977年価格で 4百万ベソ/凶(約1.2

億円/km)であリ、パスレーン 1車線分のスペースに対して輸送量は少くとも 2倍

であり、混合交通のもとで走行速度は、パス・ジープニィと変らないという理由で

選ばれ、 RizalAvenue， Tall Avenue， Quezon Avenue-Espana， Shaw Boulvard の

4ノレートが適当とされた。詳細な検討はなく驚くべき単純な議論にもとづいており、

世界銀行も補足的な検討をすることもなくこれを支持した。従って、 LRTが上記

の Ri ta 1 /T a 1 1 A v e n u eに高架で建設されることに対して下記に要約されるように

激しく批判した。
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(イ) 1980年に行われた財務計画では、 1984年開業後 1991年までは赤字が続くが、そ

れ以降は黒字に転じるとしているが、利用客数と営業収入の見積リが過大であ

ること 2引、建設資金調達が楽観的であリすぎることなどから、開業後 10年間

にわたって予想されるより更に毎年 2億ベソの迫力日赤字が発生する。

(ロ) 1979年に行われたMOTCの経済評価では、便益費用比率が1.4とされている

が、財務分析同様利用客数の予測が過大であること建設費が 1979年の見積り額

より高くなっていること、 LRT権造物による道路容量;の低下が考慮されてい

ないこと、高架構造物や駅によリ道路容量の低下で考慮されていないこと、高

架構造物や駅による周辺土地利用への悪影響が考慮されていないこと等によっ

てこの分析結果は疑わしい。

(ハ) L R Tによってコリドーの輸送力は増えるかも知れないが、ジープニイの秀れ

た運行特性(どこでも利用でき座席が保証される)によって、パスが競争に負

けたように LRTもジープニィと競争できないであろう。道路混雑によって乗

車時聞は増えるかも知れないが、他の重要な要因を考慮するとジープニイの方

がLRTより好ましいモードと考えられる。

以上のように、 DOTCのプロジェクト形成プロセスの不備は明らかであるが、世

界銀行の批判も極めて簡単な分析にもとづいており、 LRTとジープニイの関係に

ついては、一方で輸送効率の高いパスや路面 LRTへの転換を勧める方針と矛盾し

た批判となっている。世界銀行の主張は LRTl号線の建設がもとに戻せない以上

如何に財政負担を軽減するかを真剣に考えるべきであり、将来の都市鉄道プロジェ

クトについては、代替案(交通管理や道路整備)をふくめて充分な財務 ・経済分析

を行ってその妥当性が明らかになるまで実行されるべきでないという点にそのポイ

ントが置かれている。

PNR通勤輸送サービス事業については、 PNR全体の輸送温;が過去20年間減少し

てきており、運賃収入が運行費の20-30%しかカバーできないという財務面の問題

を指摘し、こうした減少傾向に歯止めがかかリ PNRの運行サービス改善が示され

ない限り、大規模な投資は行われるべきでないと結論づけている。

こうした 賞した世界銀行の都市鉄道整備に対する堅固な態度に比較して、都市分

野で世界銀行と比肩される融資を行っている OECFをふくむ日本の途上国への技

術 ・経済協力は要請主義をとっているため、世界銀行のような明示的な援助政策に

もとづいて行われている釈ではないが、 PNRに対する一連のエンジエアリングサ

ービスやプロジェク トへの融資、 LR T 1、 2号線への支援、ジャカノレタのJabota

b e k鉄道改善事業への一連の援助等をみるだけでも都市鉄道に対しでかなり積極的

な態度をとっていることが明らかである。
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4.1.1 LRTl号線の事後評価

(1) システムの概要と運行状況

LRTl号線は、公共交通需要が最も大きいRi za 1 通り /Taft通り上に都心部

を縦貫して全線高架で建設された延長約14.5 km軽快電車システムである。駅数

は南、中央、北の 3ターミナノレと中間 15駅で合計18であり、平均駅間距離は約

850mである。駅は殆ど主要道路との交差点上もしくはその近傍に位置してお

り、利用者にとっては便利であるが、連絡階段付近の路上でのパスやジープニ

ィの駐停車を誘い交通管理上の問題となっている。車両は長さ 29.28m幅2.5m 

の連接車で定員は374人(座席数81、立ち席定員293人(7人/nf))であり、

これが 2両で 1列車を構成し表定速度30km/時でピーク時 3分オフピーク時 5

分の頻度で運行されている。従って 15.000人/時間/方向が輸送容訟であるが、

運転間隔は2.5分まで絡めることができ駅施設は 3両編成に対応できるように

建設されており 27，000人/時間/方向が最終的な容量とされている。

利用客は開業以来着実に増加しており、 1990年には 1日平均約35万人が利用し

ピーク時にはかなりの混雑がみられるようになった。その後も利用客は増え続

けピーク率が低下し翰送力に余裕のある時間帯の利用が増してきており事実上

現行システムの容盆に達している。

表4.2.6

LRTl号線利用客数の推移

出典 LRTA 

(2) 財務性

LRTl号線の建設費は約28億ベソ(当時の換算レートで約560億円)であり

この内外貨相当分は85%に達した。歴史的にメトロマニラの交通インフラプロ

ジェクトの公共投資は国全体のインフラ支出の概ね 3%であったが、 LRTl

号線の建設期間ではこれが 7%にはね上がリ、メ トロマニラの公共投資の60%

以上を占めた。公共財源に限りがある以上、こうした大規模な投資は他のプロ

ジェクトの実施の遅れや犠牲につながることになり、公的財源に多くを依存す

ることは明らかに問題が大きいと思われる。一方では既に述べたようにメトロ

マニラの都市経済規模(1985年のGRDP 1，747億ベソ)からすると 1号線の建設費

は1.6%程度であり、途上国の他の都市鉄道を持つ都市と比較して充分に建設

能力があるとみなす見方もある。園内の金融市場では国の規模の資金需要に応

える力がなく結局は外国資本の参加や調達が避けられない。 LRTプロジェク

ト自体が外貨相当分の占める割合が多いため圏内で資本調達ができたとしても

結局は外資へ依存は避けられないことになり、資金調達や返済の方法はプロジ
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ェクトの財務性や国の対外債務状況に大きな影響を及ぼす。 LR T 1号線の場

合には比較的短期で高金利の外資が導入されているために、初期の金利・元本

の支払いが巨額に上ると同時に為替レートの変動にも左右されることになる。

L R T 1号線の収支状況を表4.2.7と表4.2.8に示すが、これをみると開業以来

営業係数は 1.5-1. 7と途上国大都市の都市鉄道の中では最も成績の良いシステ

ムのひとつであることがわかる。順調な利用客数の伸びと適当な時期に行われ

た運賃改訂によって運賃収入が伸びているのと、運行経費の管理も適切に行わ

れていたためである。運賃外収入はとるに足らない額で収入は殆ど運賃収入の

みであるにも拘わらず、運行費と償却費をほぼカバーしており、概ね支払金利

相当額が毎年の赤字となっているに過ぎない。 これは先に述べた事業化に際し

ての公的資金協力の鯛達が不成功に終わったため比較的高金利の外資が導入さ

れたことと資本金比率が低かったことが主な原因であり、事業前の財政計画が

注意深く行われていればかなり改善される可能性があったはずである。政府が

適切な対策をとらなかった理由には下記の諸点があげられる。

(イ)フィージピリティ調査もなく事業化が進められ、当初は需要予測やこれに

もとづく財務分析も行われなかった。 このためMOTC(現在の DOTC)

では利用客数が 1日平均50万人 ー100万人とあいまいに想定され運賃体系

や運賃水準と利用客数との関係も殆ど理解されていなかった。1981年にパ

ーソントリップ調査に基づく OD表が作成され鰐要予測が初めて詳細に行

われ利用客は運賃は競合するパス、ジープニィの路線、メトロマニラ公共

交通利用者の時間価値、アクセス状況等によって LRT利用客数がかなリ

変化することがわかった 27>

(ロ)マノレコス政権下でトップダウンによって決定された LRTプロジェクトに

対してMOTCを初めとする政府関係者は建設資金の関連に追われ開業後の財

務面の問題を軽視した節が窺われた。

(ハ)その後調査が引き続き行われ28>現実的な予測値が算定された頃には財

務計画のベースとなる資金ソースや収支構成は殆ど固定されMOTC関係者で

は政府補助が不可欠との結論になったが大蔵省等政府中枢部では状況認織

が不充分であった。

LRTの運賃はパス、ジープニイに較べてかなり高く、 LRT利用客の平均ト

リップ長約 8kmで約 2倍であり、 1984年の開業以来ほぽ毎年のように値上げを

実施してきた(表4.2.9参照)。途上国においては公共交通需要は運賃の変化

に敏感で弾力性が大きいことが知られており、予測モデルによる分析でも同様

の結果がでている。にも拘わらず実際には表4.2. 10に示されるように運賃値上

げの当日をはさんで前後の一週間当りの利用客数をみてみると値上げ幅が 17%

から33%とかなり大きいにも拘わらず利用客数の減少は殆どないか一時的で数

週間の内に値上げ前の水準に戻っていることがわかるが、これは次のような理

由によるものと考えられる。
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表4.2.1

LRTl号線の収支状況

1985 1986 

運賃収入 161.5 229.8 

運行経費H 98.9 143.9 

営業利益 68.9 85.9 

営業係数 J. 69 J. 60 

出典 下記表4.2.8より作成

1)償却、割賦返簡除く

1885 

週買収入 167，511 

払胆し企

運賃純収入 167，511 

人件費(聞ーTRO) 30，587 

賢刷費 8，669 

一般管型世 15，865 

電)J費 27，240 

経世報慣企 4，114 

理行経貨小計 86，475 

運行阻入(陥下Jt!費用) 81，038 

人件貨(LRTA) 1，665 

メンテナンス等 10.744 

慣却 74，771 

割賦返師 13，381 

その他経費小計 100，561 

運行収入(酷下肥収入) (19，525) 

広告担入 506 

賃貸収入 2，597 

配当金 228 

その他 。
その他眠入小計 3，331 

週行収入 (16，194) 

利子収入 19，277 

支払金利 。
支払金利 97，425 

品管慣 。

1981 1988 

263.0 301.4 

16 J. 8 119.8 

10 J. 1 121.6 

1.62 J. 11 

表4.2.8

LRTl号線収支詳細

1986 1987 1988 

229，852 263，058 307，703 

32 107 271 

229，820 262，951 307，432 

43，072 59，871 79，768 

14，082 4，523 6，558 

20，3，3 20，352 20，822 

44，428 53，612 46，415 

5，000 5，000 5，000 

126，885 143，358 158，561 

102，935 119，593 148，871 

2，342 2，850 3，438 

14，709 15，615 17，811 

134，243 134，366 135，410 

23，870 24，204 24，835 

175，164 177，035 181，494 

(72，229) (57，442) (32，623) 

4，002 3，000 1，387 

4，450 6，836 6，877 

220 221 223 

7 503 24 

8，679 10，560 8，511 

(63，550) (46，882) (24，112) 

25，573 23，609 35，676 
。 。 。

201，779 393，249 408，318 
。 41，729 23.985 

単位・百万ペソ

1989 1990 1991 

351. 3 430.2 513.3 

21 J. 9 29 J. 4 321.9 

145.4 138.8 185.4 

J. 69 J.4 8 J. 51 

単位乎ベソ

1989 1990 199! 

357，747 431，282 NA 

449 1，093 NA 

357，298 430，189 513，265 

90，933 117，1¥73 131，383 

23，827 58，047 73，168 

23，503 28，955 34，383 

43，132 52，919 51，656 

2，500 5，000 5，000 

183，895 262，394 295，590 

173，403 167，795 217，675 

6，687 5，364 5，828 

21，358 23，600 26，484 

135，673 145，160 222，142 

24，931 27，844 50，235 

188，647 201，988 304，689 

(15，244) (34，173) (87，014) 

1，984 1，093 3，910 

7，795 8，977 9，469 

224 227 457 

840 95 31 

10，843 10，392 13，867 

(4，401) (23，781) (73，147) 

41，671 31，378 NA 

。 83，248 NA 

366，497 499，302 NA 

20，317 26，348 NA 

純阻入(酷補助金) (94，342) (239，756) (458，251) (420，739) (349，544) (434，805) (578，845) 

補助金 。 。 。 。 96，900 8，305 17，435 

純血入 (94，342) (239，756) (458，251) (420，739) (252，644) (426，500) (559， "0) 
」 一一

出奥 LRTA 
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'" 

(イ) L R T沿道は交通混雑や交通隊筈(駅周辺の露庖やジープニイ、 トライシ

クノレのターミナノレ化)が激しく、 走行速度も遅く代替パス、ジープニィ路

線も減少しておリ、 LRTに競争できる路面公共交通システムが少なくな

ったことや競争条件が悪化したこと。

(ロ)定時性の保たれる LRTへの乗車習t自が硫立したこと。

(ハ) L R Tの運賃上鼻は概ね物価の上昇に見合っており、 LRT運賃の負担だ

けが特に大きくなったとは意識されないこと(パス・ジープニイ運賃の上昇

は物価上昇より低い)。

表4.2.9 

LRT運賃の推移

平均トリップ長引での
年・月・日 LRT運賃(ベソ)

パス ・ジープエイ運賃(ベソ)

1984年12月 l日 2.0均一 1.0 

1985年 5月13日 2. 5 1.0 

1986年10月12日 2. 5/1.01) 1.0 

1987年 8月20日 3.0/1.01) 1.0 

1989年 6月19日 3.5/1.01) 1.0 

1990年11月11日 4. 5/1. 01) 2.3 

1991年12日 3日 6.0/1.01) 3.2 

出典 LRTA 
1 )北方向品料 5区間、南方向晶終 5区間についての割引運賃.

これによって輸送)Jに余臨のある区間の利用促進を図った.

2) L R T利用客の平均トリップ毘は約 8回である.

表4.2. 10 

LRT運賃の値上げと利用客数の変化

¥寸土1T1987.8.20(木) 1989.6. 19 (月) 1990.11. 11 (日) 1991. 12. 3 (火)
20% 17% 29% 33% 

値上げ前利用客数

. 2週前(千人/週) 2，004 2， 189 2，512 2.543 

1週前(千人/週) 1. 892 2，239 2，769 2，615 

値上げ後利用客数

1週目(千人/遡) 1，786 2，215 2，429 2，439 

2週目(千人/遡) 1，749 2，307 2，663 2，538 

. 3週目(千人/週) 1，866 2，245 2，529 2，584 

4週目(千人/週) 1，903 2，088 2，769 1，858 J) 

出典 LRTA統計をもとに作成

1)クリスマス聞い2.25-12.31)による利刑事輔
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(3 )経済性

LRTl号線の経済評価は事業化決定後に行われ内部収益率20.3%、NEDA

の採用する資本の機会費用 15%のもとで費用便益比1.6と算定されている 291。

この分析の中で計上されている使益は LRTに転換したパス、ジープ=ィ利用

客の時間節約、道路上に残るパス、ジープニイの時間節約、 LRTによって不

必要となるパス、ジープニィの車両購入費と混雑緩和による便益である。一方、

TRRL調査， 01では、簡略化されたモデノレを用いて内部収益率を 11%と算定

しており、同様に公共交通利用客の時間節約と代替機関であるパス、ジープニ

イの費用節約を主な便益とし、誘発交通による使益や LRT利用客の快適性や

利便性を時間に換算してボーナス使益として加えている。後者によればNEDAの

投資基準は満たされないことになるが、何れの方法においても LRTがある場

合 (wi t h) と、ない場合 (wi t h 0 u t) の公共交通システムの利用者と供給者の

交通費用の差を便益としていることは同じであり、需要が増大し道路交通混雑

によって路面公共交通機関のコストが増大すれば LRTの便益も大きくなるこ

とになり、都市が成長する限リは遅かれ早かれ経済面のフィージピリティは保

在されることになる。従って LRTの整備は次のような視点で考えられる必要

があることになる。

(イ)代替システムと較べたときの経済的優位性 LRTに変わる公共輸送シス

テムには在来のパス、ジープニィに加えて改良パス、専用レーン、パスウ

ェイ、路面 LRT等があるが、 LRTl号線の導入空間である道路は幅員

もまちまちで交差点も多く交通量も飽和点に達しており、事実上実施が困

難である、コリドーの容量を増さない限り基本的な問題解決にはつながら

ないと考えられた。 LRTl号線の利用客人 ・キロ当たりの輸送コストを

算定してみると表4.2.11に示されるように1986年から 1990年の問で償却費

を除いた場合で0.18-0.23ベソ、償却費を含んだ場合で0.39-0.45ベソが

実績値となる。これらの数値がそのまま LRTの経済的費用を示すわけで

はないが、償却費こみの値はインフラ ・諸設備の初期投資と耐周年数のも

とでの年平均費用と運行費用を加えたものと近似できると考えられる。代

替システムを在来のパス、ジープニィとすると、その平均的なコストは運

賃で近似されると考えられるのでこれをみると 1984年 1988年まではO.13 

ベソ/人 ・キロで1989年にO.32ベソ、 1990年に0.42ベソとなっている。

以上の比較から基本的に言えることは LRTは現在のままではパスやジー

プニィと較べて経済的ではないということである。即ちインフラの建設費

が大きなコスト負担になっているため、現在の 2筒編成による輸送力では

よく利用されているにも拘わらずパス、ジープエィと同程度の翰送コスト

がかかってしまう。 LRTl号線は 3両編成までは車両への投資だけで輸

送力をあげられるし輸送需要もあるとみられるため、 7 ストラとしての経

済性が発揮されるためには、高価なインフラを充分に活用した輸送力がど
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こまで地強されうるかにかかっていると言える。しかし、同時にシンガポ

ールのMRTにみられるように、道路公共交通と競争条件を同じにするた

めにインフラは基本的に政府が負担し、全てのコストをMRTCに負担さ

せない、いわゆる上下分離方式の考え方にもとづけば、大量輸送機関とし

ての役割りを充分に果しているということができる。

表L2.11 

LRTl号線の輸送コスト刊

単位ベソ/人 .km 

0.39 

出典 表4.2.8及び表4.2.6より算出

1) L R T旅客の平均トリップ畏を 8k.とした.

(ロ) L R Tのネットワークの規模と路線の統合 都市鉄道も他の公共紛送シス

テムと同様、都市の発達に対応したネットワークが形成されて初めて需要

も喚起され規模の経済や都市形成へのインパクトも期待できる。従って都

市全体の中で都市鉄道が担うべき役害IJの長期的な見通しにもとづいたネッ

トワークのあり方が構惣されなければならない。これを構成する各路線は

単独では機能しえず、施設運営、利用面で統合された大きな相乗効果を生

むことは先進国の経験で明らかである。現在 LRT2号線の計画が進めら

れフィージピリティスタディも行われてているが 31>この中でも 2号ー線

を 1号線と別に運営した場合には需要も限られ経済的にも財務的にもブイ

ージプノレにはならないが、共通運賃や適切な乗り換え施設の整備があれば

2号線の利用客は倍増することが明らかにされている。

(ハ)施工方法と工事期間中や工事後の交通管理 都市鉄道の楚備では大型の構

造物を混雑した既成市街地に建設するため工事期間も長くなり路面交通や

沿道の社会経済活動に及ぼす影響が大きい。 LRTl号線の建般は工区毎

に道路を全面閉鎖して行われたために工事期間中の交通は混乱し公共交通

利用者の不便、迂回道路の舗装の破損、住環境の汚染、地下埋設物の破壊

等による生活不使、商庖の閉鎖等によって大きな外部不経済が発生した。

通常経済評価にはこうした工事期間中のプロジェク トの実施に伴う社会的

費用は含まれず LR T 1号線についても充分な事前の検肘や事後の評価も

行われず従って適切な対策や補償も殆ど行われなかった。 LRT開業後の

最も大きな問題のひとつに不適切な道路交通管理のために LRTが建設さ

れたTaft-Rizal通リの交通状況が LRT建殿前に較べて著しく悪化したこ

とがあげられる。表4.2. 12と表4.2.13に示されるように道路交通設が20

30%減少したにも拘わらず平均走行速度は殆どの区間と時間帯で低下して
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おり、高架 LRTの建設による交通混雑緩和効果が実現されなかったとい

う結果になっている。この原因は建設後の道路交通状況をみれば明らかで

あり、 LRT構造物の建設による道路容量の減少はあるものの最大の問題

は駅やターミナノレ近傍に合法 ・違法の商業施設が無秩序に立地し、 LRT

利用客のアクセス手段となるジープニイ、 トライシクノレ、ベディキャプが

駐停車するためで特に南北ターミナノレ、 Li b er t a d、BI ume n t r i t t等で顕著

である。交通結節点としての計画もたてられずその後の施設立地や交通管

理も不完全なままに開発が進んだ結果、 LRT建設の経済効果を減ずる結

果となっている。

(ニ)都市 ・商業施政の一体的開発 LRTターミナノレや中関駅およびその周辺

での 体的な商業施設や都市開発は、日本や香港で積極的に行われており、

利用客にとっても鉄道運営側にとっても経済的、財務的見地から望ましい

と考えられるが、 LR T 1号線の場合にはこの点が事前に殆ど考慮されな

かったため、その後の無秩序な開発や、駅周辺の交通混乱を誘発し、開発

利益を内部化する機会を失った。 2号線の事前翻査でも沿線の都市開発機

会はかなりあリ、 LRTと一体的な開発が行われると財務性もかなリ向上

することがわかっている 3引。

(4)技術の適合性

LRTはその建設に拘わる殆どの技術を外国に依存したが、維持管理、運営面

においても様々な側面で尚外国技術の支援を必要としている。表4.2.14に示さ

れるように主要な技術分野全てにわたって資材・部品の供給を殆ど外国に求め

る反面一方では、実際の業務は全て自国技術者で行われている。建設期間中や

開業前の集中的な訓練で伎術の習得が行われ開業後短期間で外国人への依存を

必要としなくなった。業務は 7 ニュアノレ化されておリ問題処理は外国サプライ

ヤーとのFaxのやリとりで殆どが解決されている。

メンテナンスの人材の採用資格は業務にもよるが電気や機械部門では大学卒、

その他では 2年のカレジ卒でよいとされている。列車運転手の採用資格は 2年

のカレジ卒以上、身長 5'6"以上で容姿がよいことで、採用後 3ヶ月の実習を

受けて実務に就くことになっており、その後の運転経験年数に応じて給与が異

なる。初任給は最低賃金(1994年で約3200ベソ/月)であり試応期間ののちに4，

000ベソとなるがその後経験を経ても概ねに000ベソであり、政府一般職員より

は低い。メンテナンス上の最大の問勉は部品の調達であり、しばしば 4-6ヶ

月を必要とするが、政府の購入手続きが繁維を極めているためで、このために

列車の運用が阻害される。しかし基本的には LRT運営技術は特に大きな問題

なく移転されていると考えられる。

(5 )路面公共交通機関の路線再編

都市鉄道の導入に際しては競合する公共交通路線の再編が行われることが多い
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表4.2. 12 

L R T 1号線建設前・後の道路 (T，lt-Riza1illiリ)上の走行時間・速度の比較

時 間司 帯

区 1m 7:00-9:00 12:00ー 14:00 17:00-19:00 

分 凶/時 分 km/時 分 同/時

南→北ターミナノレ LRT前 44.5 18.4 51.9 15.8 62.4 13.1 

(距離:13.7 km) LRT後 50.3 16.3 54. 3 15. 1 80.5 10.2 

ヰヒ→南ターミナノレ LRT前 52.5 15.8 54. 1 15.3 56. 1 14.7 

(距離 13.8km) LRT後 61.9 13. 4 五7.7 14.4 59.3 14.0 

北→中央タ}ミナノレ LRT前 31.9 13.3 30.4 14.0 34.7 12.2 

(距離 7.1km) LRT後 33.4 12.7 31.8 13.4 28.7 14.8 

中央→北ターミナノレ LRT前 25.6 16.2 27. 1 15.3 42.5 9.8 

(距離 7.0km) LRT後 24. 1 17.3 27. 2 15.2 45.3 9.1 

南→中央ターミナノレ LRT前 18.9 21. 4 24. 8 16.2 10.5 20.7 

(距離 6.7km) LRT後 26.2 15.4 27. 1 14.9 35.3 11.4 

中央→南ターミナノレ LRT前 20.6 19.6 23.6 17.1 21.4 18. 9 

(距離 6.7 km) LRT後 28.5 14.1 25.8 15.6 30.6 13.2 

出典 D， n s J. P. J r. “The Metro M'ni1， LRT System 1ts Future" 1989， T，b1e 1 

表4.2. 13 

L R T 1号線建設前・後の道路 (T，lt-Riza1ii!iリ)上の交通盆

LRT前 (1979) LRT後 (1987) 1987/ 
道路名 交差点

台数 ADT 台数 ADT 1979 (ADT) 

R i za 1 ii!iリ Tenth Avenue 42， 722 53，061 34.253 41，994 0.79 

J. An d S， n t 0 s 54，661 70，075 41.244 50，565 0.72 

B 1 ume n t r i t t 19， 34 i 24， 842 15，315 18，394 0.74 

M， y h， 1 i q u e 26， 830 34，262 21，007 26，259 0.77 

C. M. Re c t 0 33， 406 42， 559 22.573 27，675 0.65 

T， 1 t 通り Aya 1， Avenue 54，09 i 70， 326 51.725 63.880 0.91 

Pe d r 0 G i 1 47，131 61， 270 35，660 45，931 0.75 

P r e s. Qu i r i n 0 38，580 50， 154 32，209 39，779 0.79 

V i t 0 C r u z 37，341 48，095 26.651 32，914 0.68 

Bu e n d i ， 29，596 38， 475 25. 107 31，008 0.81 

L i b er t ，d 24， 730 32，347 10.663 13，073 0.40 

EDSA 27， 592 35，014 23.038 28，452 0.81 

出典表4.2.12と閉じ T，b 1 e 2 
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表4.2.14 

LRT運営に関る技術分野と外国技術への依存

資材・部品 人材(人数)

技術分野 調達先 管理/高級技術者 一般技術者

外国 自国 外国 自国

l 土木構造物

駅、ターミナノレ、折返し

施設、デポ、メンテナン 殆ど園内 12 92 

スショップ、橋梁、高架

構造物、変電施設等

2 車両

a)機械部門 殆ど国外 25 92 

b)電気部門 36 54 

c) 予防メンテナンス 21 70 

3 軌 道 パラストを除 13 54 

いて国外

4.電力供給

a) L R T変電所 殆ど国外 11 43 

b)集電システム 5 12 

5 信号 ・通信 殆ど圏外 4 23 

6 列車運転 142 J) 

出典 LRTA 

1)管理師門ふくむ

が、 LR T 1号線の開業を前にMOTCはハスとジープニィの路線再編にとり

組んだ。この背景には1970年代に衰退したパス輸送の強化が1979年に新設され

たMOTCのもとで進められ 33> LRTという新たな幹線公共輸送サーピス

をも組み込んで LRTとパスを中心とした公共交通体系の推進を図ろうとした

政策意図があった。しかしJUMSUT調査での検討の結果ジープニイの大がかりな

路線再編は技術的に困難であること、ジープニィ関係者の合意が得られないで

あろうこと、パスと LRTだけでは幹線においても望ましいフリークエントサ

ービスが供給されないこと、 LRTコリドーからジープニィを過度に排除する

と公共交通システム全体の経済的コストが増大すること、全くパス、ジープニ

イの路線を触らずに LRTを競争させてもかなりの LRT利用客が見込めるこ

となどがわかった。その結果路線再編は現状の路線構造をもとに、 LRTと長

区間にわたって競合する路線の分断や迂回と、新たに必要とされる LRTへの

フィーダ一路線の新設を基本方針に路線再編計画が策定された。又この路線再

編計画には当時進められていたパス輸送強化政策をうけてパスの影響を少くす

るような方針が強く反映されていた。

路線再編計画の効果もふくめて LRTがパス ・ジープニィ利用客に及ぼすイン
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パクトを公共交通路線配分モデノレ3引を用いて分析した結果、 表4.2.15に示さ

れるように全体ではジープニィ客は LRTによって 5%減、路線再編計画によ

って更に 4%減となり、パス客は LRTによって 7%減となるが路線再編計画

によって 8%憎となり LRTがない場合 と較べても利用客が滑加する結果とな

った。しかしこれを人 ・キロベースでみると、ジープニィは人ベースの結果と

殆ど変化がないのに較ベパスの場合には現状に較べて路線計画がない場合で14

%減、路線計図がある場合でも 6%減となり 、 LRTが長いトリップの公共交

通利用客のシェアを奪うことが予想された。 これを更に路線タイプ別にみると、

LRTと競合するタイプ I、 Eの路線では長トリップ客を中心に大きく利用が

減少し、 LRTのフィーダー機能を果すと恩われるタイプE、IV、Vの路線で

は、ジープニィ利用が培える反面パス利用は減少しフィーダーサービスとして

のジープエ ィの優位性がモデノレ上でも確認された。 LRTに直接関係ないと思

われるタイプVI、vnの路線でもジープニィ客が減少しているが、これはジープ

ニィが LRTによって広範囲に影響を受け LRTを中心に利用パターンが再編

されることを意味していると考えられる。一方パスは、特に EDSA路線 (タ

イプvn)で長トリップ客が LRTに転換する一方、 LRTフィーダ一利用客を

かなリ発生させていることがわかる。

路線再編計画はパス利用客の減少を食いとめ、ジープニィに対する影響も人ベ

ースで 9%減、人 ・キロベースで10%減で、これはメトロ マニ ラの公共交通需

要の数年分の自然湘で回復できるもので、路線再編計画によ って LRT利用客

もない場器に較ベて約20%増が見込まれ、路線再編計画は現実的かっ効果的と

考えられた。

しかし提案された路線再編計画はジープニィ関係者の不安と政府に対する不信

からくる感情的反発に会い、彼等を説得できないままに政治介入によって実現

に至らなかった。ジープニイの路線短縮はMOTCが都市内路線の限度を 15kmとす

る(何故15kmとするかについては明らかでない)ことで笑施された。表4.2.15

は LRT建殿前・後の状況における、 LRTとの関係で分類した 7タイプのパ

ス、ジープニィ路線の変化をみたものである。 1983年と 1987/1990年では合計

路線数が大きく異なるがこれは)UMSUT調査に基づいて類似路線を統合して新た

な路線リストが作成されたためである。同表からパスとジープニィの路線再編

が自然に進んだことがわかり、その特徴は下記である。

(イ) L R Tと強く競合する IとEのタイプの路線が大幅に減少しており、ジー

プニイのタイプ I、パスのタイプEの路線は殆ど失くなった。

(ロ)タイプ回、N、Vの路線は LRTのフィーダ一路線としての役割を併せ持

っと考えられる。 これらの路線は全路線数に占める書1)合でみるとジープニ

イは1983年では37%であったが 1987、1990年では何れも57%に地大してい
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路線

タイプ

日

る。一方パスは1983年の44%が1987年は53%になり 1990年には49%に低下

している。 このことからジープニィ路線は LRTの出現によって補完関係

が強化される方向に進み、パスは競合路線が衰退しただけで LRTに対す

るフィーダ一機能は特に増進されていないとみられる。 LRTの開業によ

る新たなフィーダー路線の出現は幾つかの調査でも確認されている 35>

表4.2.15 

JUMSUT公共交通配分モデノレによる LRTのインパクト分析の結果

単位比υ

ジープーイ ノ、. ス

LRT有 LRT有 LRT有 LRT有

路線再編無 路線再編有 路線再編無 路線再編有

人 人・キロ 人 人・キロ 人 人・キロ 人 人・キロ

0.79 0.54 0.63 0.40 

0.82 0.77 0.75 0.69 0.68 0.51 0.84 0.71 

E、N、V 1. 0 1 1. 08 1. 00 0.99 O. 91 0.88 0.99 1. 00 

VI、vn 0.97 O. 93 0.96 0.95 

合 計 0.95 0.95 0.91 0.90 

出典:J 1 CA (1984) “JUMSUT" Main Texl， Part m 
1 )現状 I.RT、路相再編と もに ない場合を 1.0とした時の比

表4.2.16

1. 03 O. 98 

0.93 O. 86 

LRTコリドーとの関係でみたパス ・ジープニィの運行状況

ジープーイ ，、. 

路線 1983 路線数" 1983 

タイプH 路線数" 運行台数 輸送量 1987 1990 路線数" 運行台数

(千人)

24 1， 622 310 

E 157 4，696 819 51 55 22 371 

回 39 2，055 340 91 91 43 880 

N 146 9，971 2，078 46 48 27 856 

V 89 3，449 852 18 29 17 385 

VI 289 13，734 3，432 66 76 41 811 

四 41 2，548 

合計 144 35，527 7，891 272 306 191 5，911 

1. 0 8 

1.01 

ス

輸送量

(千人)

109 

401 

276 

145 

269 

1，226 

2，426 

出典 1983年(J1 CA JUMSUT調査 1984)、1987と1990年(DOTC路線リストをもとに作成)

1. 00 

0.94 

路線数m

1987 1990 

11 

33 46 

4 26 

6 5 

11 39 

21 29 

81 156 

1 )路綿タイプ 1は路輔の全部がLRTコリドー内にある.日は略組の一端がLRTコリドーの外にあるが)(師分LRTコ

リドー内にある.mは臨純白両端がLRTコリドーの外にあるがLRTコリドーを通る.刊は路線のー端がLRTコリ

ドー内にあるが大師分はLRTコリドーの外にある.vはLRTコリドーを横断する路綿.VJはLRTコリ ドーに全く

関係しない.咽はEDSAを通 りLRT町南北端でLRTに接続するパス路線.

2) 1983俸の路線散はJU陥UT欄査桂DOTCが類似路線を統合して新 しい路線 リスト を作成したために 1987年や;990年

に較べてかな り多い.

以上からも明らかなように、ジープニィは LRTの出現に際してもフレキシプノレ

に状況変化に対応し、新たな公共交通ネッ トワークの統合を促進している反面、

パスは LRTを補完することも少 くそのテリトリーを狭める結果となった。
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